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第１節 背景 

江南市では、平成20年３月に平成29年度を目標年度とする第５次総合計画としての位置づけをも

つ「江南市戦略計画」（以下、「戦略計画」という。）を策定し、「豊かで暮らしやすい生活都市」

の実現に向けて、まちづくりを進めてきました。 

この間、少子高齢化を始めとする人口減少社会への転換が現実的なものとなり、地域の人口減少や

人口構造の変化に伴い、地域経済の低迷や財政状況への影響など新たな懸念が生じています。さらに、

平成23年に発生した東日本大震災や各地で発生する自然災害への対応も重要な課題となっており、ま

ちづくりを取り巻く状況に厳しさと即応性が求められています。 

さらに、人口減少社会に対応するために、本格的な取り組みが地方創生注１という形で国を挙げて始

まっており、江南市でも平成27年度に「江南市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「総合戦

略」という。）を策定し、人口減少社会への対応を進めているところです。 

一方、平成23年の地方自治法の改正により、市町村における基本構想策定の義務づけが廃止されま

した。しかし、市民注２と行政とのパートナーシップによるまちづくり注３を前提に、市民参加を着実

に推進するために、市町村が取り組むまちづくりの指針を示し、市民と共有することが重要です。そ

のため、改めて総合計画の位置づけを見直し、市町村が自らの責任と判断の下に、真に必要かつ有効

な総合計画の策定とその運用の仕組みを確立し、これを市民にわかりやすく示すことが必要となって

います。 

このような状況を受け、江南市の総合計画は、法的義務づけによる計画から市民本位の計画へ転換

し、江南市の自主的な取り組みとしての総合計画に生まれ変わることが求められます。そのために、

江南市がめざす将来像の実現に向けて、平成30年度からの市民と行政がともに取り組むための具体策

を示した新たな総合計画として「第６次江南市総合計画」（以下、「第６次総合計画」という。）を

策定するものです。 

 

第２節 意義 

超高齢社会注４の急速な進展が見込まれる中、地域構造や市民ニーズが大きく変化することが予想さ

れ、「第６次総合計画」においては、将来的な人口減少の影響を最小限に抑えつつ、市民が住み続け

られる江南市として選ばれ続けるための施策展開が必要であり、「総合戦略」における人口減少抑制

対策の着実な実施とあわせて、社会情勢の変化に対応した、柔軟な施策の展開を図れる計画とするこ

とが必要です。 

また、人口減少に対応して、各地域の実情に即した適切な土地利用の展開を図りつつ、市民ニーズ

や財政状況に応じた市民サービスを的確に提供するために、あるべき地域構造を踏まえることが必要

であり、都市機能の集約化や利便性を確保するための交通ネットワークの確保が必要です。 

                             
注１ 地方創生：東京一極集中を是正し、地方の人口減少に歯止めをかけ、日本全体の活力を上げることを目的とした一連の政策。平成26年（2014年）

9月3日の第2次安倍改造内閣発足時の総理大臣記者会見で発表された。 

注２ 市民：本計画においては、一般的な市民のほか、行政以外にまちづくりに関わる主体であるNPOなど各種団体、民間事業者などを包含するもの。 

注３ 市民と行政とのパートナーシップによるまちづくり：市民・行政・企業・ＮＰＯなどが協働・連携してまちづくりに取り組むこと。 

注４ 超高齢社会：高齢化率（65歳以上人口が総人口に占める割合）が21％を超えた社会。高齢化率が7％を超え14％までを“高齢化社会”、14％を超え

21％までを“高齢社会”という。 

第１章 計画策定の趣旨 
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一方、行政運営におけるマネジメントの考え方の導入は重要であり、今後も行政経営による的確な

施策実施をめざした、効率的・効果的な施策展開を実現することが必要です。 

以上から、「第６次総合計画」は、人口減少社会を前提とし、「総合戦略」における人口減少抑制

対策の実施を基本に、戦略的な施策実施により地域の魅力向上を図り、江南市が持続的に発展してい

くための地域社会の実現を、市民と行政が協働でめざすための計画とします。 

 

 

 

 

第１節 位置づけ 

「第６次総合計画」は、江南市の将来像を実現するための、市民と行政の“総合的かつ計画的なま

ちづくりの指針”として、市の最上位計画に位置づけられます。 

また、「基本構想」は、市民と行政がともにめざすまちづくりの根幹となる構想である市民計画と

して位置づけ、「江南市市民自治によるまちづくり基本条例」注１に策定根拠を定義づけています。 

 

第２節 計画の構成 

計画の構成は、基本構想、基本計画、実施計画の３層構造とします。 

「基本構想」は、江南市がめざす姿を明示し、市民と行政が共有してまちづくりに取り組んでいく

ための基本的な考え方・目標を示した市民計画として位置づけるものです。 

「基本計画」は、「基本構想」の実現に向けて、具体的な施策や事業を展開するための計画であり、

行政の各組織が取り組むべき施策を示した分野別計画で、行政計画として位置づけるものです。また、

分野別計画の中から市長が強く推進する取り組みを集約して表記した「市長の戦略政策」も基本計画

に含みます。 

特に、分野別計画については、「市長の戦略政策」との対応関係を明確にするとともに、市民意向

調査などにより市民が考える重要度、施策に対する達成度や満足度から、施策の優先度を客観的に表

示し、施策の選択と集中を図るものとします。 

「実施計画」は、「基本計画」における政策（施策）を実現するための各種事業の実施計画であり、

各分野別計画で立てた成果目標の実現に向けた行政計画として位置づけるものです。 

「第６次総合計画」の計画期間は、「基本構想」を平成30年度～平成39年度の10年間、「基本計

画」を前期６年・後期４年とし、基本的に市長改選年度に基本計画の改訂を行うこととします。「実

施計画」は、３年間の計画とした上で、計画マネジメントの観点から、見直しなどへの迅速な対応を

想定し、毎年、次年度以降の３年間を計画することとします。 

                             
注１ 江南市市民自治によるまちづくり基本条例：江南市におけるまちづくりの基本理念や、まちづくりの担い手の権利・義務や責務など、さらには市政運

営の仕組みなどを定めた条例であり、平成23年（2011年）4月1日に施行。 

第２章 計画の枠組み 
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【構成のイメージ図】 
 

          ⇒【理念】 

            市民と行政がともにめざす市の姿 〔市民計画〕※議決必要 

           ⇒【政策】分野別計画 

各組織が取り組むべき施策 〔行政計画〕 

【政策】市長の戦略政策（⇒市長が強く推進する取り組み） 

              市民の信任を得た市長の公約に関する施策 〔行政計画〕 

              ⇒【事業】 

                政策（施策）を実現するための具体的な事業 〔行政計画〕 

 

【期間のイメージ図】                              改・・・基本計画改訂年度 

年度 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

市長任期               

戦略計画               

第
６
次
総
合
計
画 

基本構想               

基本計画          改      

実施計画 

              

              

                
まち・ひと・しごと 
創生総合戦略 

              

 

第３節 計画の特徴 

１ 明確性・実行性・共有性の高い計画 

「第６次総合計画」では人口減少社会を前提としていることから、平成27年度に策定した「総合戦

略」の考え方を基調とし、各分野で人口減少社会に対応したまちづくり、地域社会づくりをめざす計

画とします。 

また、「分野横断による施策の効率的、総合的な推進」を目的とし、市民に対してわかりやすく身

近な計画とするために、①明確性、②実行性、③共有性を高めた計画となるよう、以下の特徴をもた

せた計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

毎年ローリング
Matois 

人口減少社会を前提とした総合計画 

●行政サービスの機能性を高めるまちづくり（効率化、集約化など） 

●市民との役割分担による地域社会づくり（協働、連携、事業支援など） 

①明確性  ・市長の戦略政策の明記  ・施策の優先度の明記 

②実行性  ・数値目標による計画の進行管理 

③共有性  ・分野横断による政策対応 ・市民協働(参加)型事業の明記 
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【ＰＤＣＡサイクルのイメージ】 

継続的な 
マネジメントの 
質の向上 

 

 

実施 
Do 

 

 

計画 
Plan 

 

 

改善 
Action 

 

 

評価 
Check 

２ 市民参加により策定される計画 

地方自治法の改正により基本構想の策定の義務づけはなくなりましたが、市の将来のまちづくりに

ついて、市民本位の計画とし、行政運営自体が恣意的で計画性のないものとならないように、多様な

手法により市民参加を図り策定することが必要です。 

また、市民参加による策定過程において、市民と行政それぞれの役割を認識し、行政として取り組

むべき施策・事業を整理し、広く市民にわかりやすい計画として示していくことが必要です。 

そのため、以下に示す計画策定段階における市民参加を通じて、様々な市民の意見を反映し、市民

が自らの役割を認識し、行政と共有し合える計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 運用の考え方 

「戦略計画」から導入した行政マネジメントの手法は、一定の成果があり、施策などの進捗管理の

上でも、今後も継続していくことが必要です。 

「第６次総合計画」ではマネジメントの効率化を図り、評価対象事業は、政策（施策）の目標に対

して関連性が強く、実施効果の高い重要な事業を重点的に管理します。また、結果としての数値管理

だけでなく、計画に対する進捗状況を事業進捗度として示し、計画の進捗状況と効果を市民にわかり

やすい計画とすることをめざします。 

 

第２節 進行管理の方法 

「第６次総合計画」の進行管理は、ＰＤ

ＣＡサイクル注１に沿って、定期的な「成果

測定（評価）」と継続的な「改善」を通じ

て実施します。 

                             
注１ ＰＤＣＡサイクル：計画を立て［PLAN］、それを実施し［DO］、その成果を測定（評価）して［CHECK］、その結果を踏まえて改善活動を行う［ACTION］、

組織運営や業務遂行の一連の流れの繰り返しにより、継続的にマネジメントの質を高めることをめざすもの。 

第３章 計画の運用 

◆「第６次総合計画」策定の際の市民参加手法◆ 

①審議会の設置（有識者などによる諮問・答申） 

②市民会議の設置（公募市民と市職員による協働） 

③意向把握の実施（一般市民、若い世代など） 

④住民説明会の開催 

⑤パブリックコメントの実施 
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進行管理における行政評価は、次の３つの階層において、実施します。 

 

 

①まちづくり評価  ⇒ 外部評価（市民会議による評価） 

②施策評価   

③事務事業評価 

 

 

①まちづくり評価【市民と行政が推進するまちづくりの進行管理】 

まちづくりの進行管理は、「第６次総合計画」の「基本計画」に掲げた各分野の成果目標に

ついて、その達成度を明らかにすることにより、成果の発現状況を確認し、今後の改善方策を

検討します。 

「基本計画」の成果目標は、行政計画としての目標ですが、市民計画である「基本構想」の

実現に向けたプロセスであることから、市民会議を設置し、分野別計画の優先度に応じた検討

と達成状況の確認を行い、その結果について、必要に応じて意見書を提示します。意見書対応

については、短期的には「実施計画」への反映、中期的には次の「基本計画」の見直しへと反

映させます。また、進行管理の結果については、広く地域の構成員が共有できるよう、報告書

として取りまとめます。 

 

②施策評価【行政が推進する施策の進行管理】 

行政が推進する施策の進行管理は、「第６次総合計画」の各施策の成果目標について、その

達成度を明らかにすることにより、取り組み状況を確認し、今後の改善方策を検討します。 

各施策の推進責任を負う行政の各組織（部と課）が、責任をもって取り組み状況と目標達成

状況を確認し、その結果については、短期的には次年度の組織運営や施策展開、「実施計画」

への反映、中期的には次期の「基本計画」策定へ反映させます。また、進行管理の結果につい

ては、市民への説明責任を果たすという観点から、広く公表していきます。 

 

③事務事業評価【行政が実施する事務事業の進行管理】 

行政が実施する事務事業の進行管理は、「第６次総合計画」の政策（施策）の目標に対して

関連性が強く、実施効果の高い重要な事業について、その進捗状況を明らかにすることにより、

今後の改善方策を検討します。 

各事務事業の推進責任を負う行政の各組織が、責任をもって取り組み状況と目標達成状況を

確認し、その結果については、短期的には次年度の事業展開や予算編成へ、中期的には次期の

「基本計画」策定へと反映させます。また、進行管理の結果については、市民への説明責任を

果たすという観点から、広く公表していきます。 

⇒ 内部評価（行政による評価） 

基本構想 

基本計画 

実施計画 
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第１節 人口減少・少子化の進展 

◆社会潮流の変化 

わが国の人口は平成20年をピークに減少局面に入り、国立社会保障・人口問題研究所の推計によ

れば、平成72年には人口が約8,700万人になると推計されています。 

こうした急激な人口減少により、日常の買い物や医療などの地域の生活に不可欠なサービスの維

持が困難となることが懸念され、特に地方都市の魅力の減退により若者の流出を招くおそれがあり

ます。 

一方、人口減少に歯止めをかけるためには、合計特殊出生率注1の回復が急務ですが、長期的にわ

が国の人口を一定水準に保つためには、女性が働きやすく、子どもを産み育てやすい環境を整備す

ることなど、大都市、地方を通じ少子化対策を推進していくとともに、地方部から東京圏への人口

流出に歯止めをかけることが必要です。 

人口減少抑制対策としては、平成26年度に国が「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、

出産・子育てや地方人口確保のための重点政策を示すとともに、各自治体においても「地方版まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、重点的な取り組みを進めつつあります。 

◆江南市の状況 

江南市においても、「総合戦略」策定時の「江南市人口ビジョン」（以下、「人口ビジョン」と

いう。）において、平成72年における人口展望として平成27年比で約17,500人（平成27年人口の

約18％）の人口減少を見込んでおり、特に合計特殊出生率の低さや市外への転出者の増加傾向など

を改善し、人口減少を食い止めることが求められています。 

また、将来的な人口減少は避けられないため、定住できる地域づくりや出産・子育てしやすい環

境整備などを重点的に推進するとともに、人口減少に対応した地域コミュニティの形成を市民とと

もに進めていくことが求められています。 

 

第２節 超高齢社会への対応 

◆社会潮流の変化 

わが国の高齢化率注2は上昇を続けており、平成27年には26.7％となり、世界のどの国も経験し

たことのない超高齢社会が到来しており、平成72年には高齢化率は約40％に達すると推計されて

おり、超高齢社会に対応した国土・地域づくりが急務です。 

今後、高齢化率はすべての都道府県で上昇が見込まれ、三大都市圏を中心に高齢者数の増加が継

続し、高齢者福祉・介護施設の不足が生じる可能性があります。 

 

 

                             
注1 合計特殊出生率：「15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの

数に相当する。 

注2 高齢化率：総人口に占める65歳以上人口の割合。 

第１章 社会経済情勢の変化への対応 
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一方で、健康寿命注1の延伸を背景に、元気に活躍する場を求める高齢者が増大しています。働け

るうちはいつまでも働きたいという高齢者も多く、生産年齢人口が減少する中で、高齢者の活用が

重要な課題です。 

◆江南市の状況 

江南市においても、高齢化の進展は深刻で、平成27年の高齢化率は26.6％となり、超高齢社会

に突入しています。家庭機能の低下や地域社会のつながりの希薄化などを背景に、高齢者の社会的

孤立などの課題が表面化してきており、地域共生社会注2の理念に基づいた、将来の地域コミュニテ

ィの維持や持続的なまちづくりを推進するための方策を講じることが求められています。 

また、増加する高齢者に対応して、健康寿命の延伸や元気な高齢者が地域で活躍できる仕組みづ

くりを進めるとともに、生涯住み続けられる地域として高齢者を支える仕組みづくりを含めて、地

域が一丸となって取り組むことが求められています。 

 

第３節 持続可能な都市構造への転換 

◆社会潮流の変化 

人口減少や少子高齢化の視点、厳しい財政状況、エネルギー・環境などの様々な制約に直面する

中で、国民の安心・安全を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくためには、限られた資源

を活用した持続可能な都市構造への転換が求められます。 

人口減少が進む地域においては、各種機能を一定のエリアに集約し、行政や医療・福祉、商業な

ど、生活に必要な各種のサービスを維持し、効率的に提供していくこととあわせて、各地域・拠点

間を結ぶ公共交通のネットワークの構築により、機能維持のために必要な人口の確保を図ることが

可能となります。 

「コンパクト・プラス・ネットワーク」注3の推進により、都市機能を適切に配置し、サービスを

享受する国民を適切に誘導するための、集約型都市構造への転換が必要となります。 

一方、高度経済成長期を中心に整備されてきた公共施設などについて、自治体の厳しい財政状況

を背景に、今後、人口減少を見据えて、実情と将来見通しに基づく、再編・統廃合などの方針を立

てて対応することが求められています。 

既存ストックを活かしたまちづくりの展開や民間資金・ノウハウの活用などを含めた、多様で現

実的な対応を図ることが必要です。 

 

 

                             
注1 健康寿命：WHOが2000年（平成12年）にこの概念を提唱した。平均寿命から日常的・継続的な医療・介護に依存して生きる期間を除いた期間。 

注2 地域共生社会：制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人

と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 

注3 コンパクト・プラス・ネットワーク：国土交通省が提唱する、人口減少や高齢化が進む中にあっても、地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・

商業等の生活サービス機能を確保し、高齢者等の住民が安心して暮らせる、持続可能な都市経営を実現できるよう、関係施策間で連携しながら、都市

のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成をすること。「国土のグランドデザイン２０５０」では、基本戦略の一つとして「コンパクト＋ネット

ワーク」と示されている。 
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◆江南市の状況 

江南市においても、将来の人口減少社会を踏まえた、必要な都市機能の集約化を図るとともに、

居住エリアの適切な誘導や生活利便性の向上をめざした公共交通のネットワーク化を図ることが

必要と考えます。それらの実現により、江南市の生活都市としての魅力向上につながり、選ばれ、

住み続けられるまちとして認められることが期待できます。 

また、市民が利用する公共施設などについても、施設の利用実態や市民ニーズなどの状況も考慮

しながら、適切な更新対応を図ることが求められています。 

 

第４節 安心・安全な生活へのニーズの高まり 

◆社会潮流の変化 

地震多発国であるわが国において、甚大な被害が生じた東日本大震災や熊本地震の発生などによ

り、その影響は被災地域のみならず多方面に及びました。首都直下地震、南海トラフ巨大地震の発

生も懸念されており、仮に発生した場合には多数の死傷者や経済的損失など、甚大な被害をもたら

すと予測されています。 

ひとたび巨大災害が発生すれば国内外への多大な影響が懸念され、国土レベルでの対応が課題で

す。東日本大震災の教訓を踏まえ、ハード・ソフトの様々な対策を組み合わせて、災害時の被害を

最小化する「減災」に取り組んでいくことが求められます。 

また、１時間に100mm以上の豪雨の増加など近年の気候変動は、風水害・土砂災害の激甚化を

もたらしている可能性があり、今後、地球温暖化に伴い、これらの災害リスクがさらに増大するお

それがあります。 

◆江南市の状況 

江南市においては、愛知県防災会議が平成26年５月に発表した「愛知県東海地震・東南海地震・

南海地震等被害予測調査結果」の過去地震最大モデルによる想定において“震度５強”となっていま

す。また、浸水・津波による被害はほぼなく、地震の揺れなどによる建物被害においても極めて小

さい予測となっており、人的被害においては県内の市町村で最も小さい予測となっています。 

一方、大雨時には、市街地での内水氾濫注1や木曽川の氾濫による浸水被害などが想定され、災害

に対応した備えと心構えが重要です。 

特に、自然災害は想定範囲にとどまるものではないことは近年の大規模被災の実態からも明らか

であり、地域全体で万一への備えを怠らないことが重要です。 

また、様々なリスクを想定しながら、地域として環境負荷の低減に配慮したまちづくりを進める

ことにより、安心・安全な生活の維持を図ることが求められています。 

 

                             
注1 内水氾濫：市街地に降った雨の量が処理能力を超えて地域内であふれる状態のこと。 
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第５節 多様な価値を創造する地域 

◆社会潮流の変化 

人々の意識や価値観は、経済的な豊かさや生活の利便性を重視する姿勢から、主体的で個性的な

生き方を通して、生活を楽しみ、生活の質を高めようとする方向へと移り変わっています。また、

女性が継続して働くことができる条件の整備や男女の固定的な役割意識の解消など、女性の社会参

加に支障となる要因をなくそうとする機運が高まっています。 

加えて、グローバリゼーション注1やインバウンド注2観光の進展などにより、外国人来訪者の増加

や多言語による対応なども必要となっています。 

このため、世代や性別を問わず、多様なライフステージ（就職、結婚、子育て、介護など人生の

各段階）にあわせ、国民一人ひとりが個性と能力を発揮するとともに、多様化に対応した価値観に

基づいた生き方が可能となるような活動の場がある地域社会づくりが求められます。 

◆江南市の状況 

江南市においても、企業誘致や愛知江南短期大学などとの産学連携などを通じて、愛知のものづ

くりと連携した新たな産業形成や、シティプロモーション注3などの推進による地域の魅力向上につ

なげ、選ばれ続けるまちの実現を図り、市民が望む就業や活動の場を積極的に設け、その活動を通

して個々の活力が地域に還元され、活気の湧く地域となることが求められています。 

 

第６節 ＩＣＴ技術の進展 

◆社会潮流の変化 

ＩＣＴ注4分野における技術革新は著しいものがあり、近年では、すべての人やモノが様々なデバ

イス注5でネットワークにつながるＩoＴ注6と呼ばれるような技術も開発されています。 

また、ビッグデータ注7やオープンデータ注8が様々な場面で利用可能になりつつあり、多様な主体

の活動にも活用することが期待されています。 

今後、ＩＣＴ技術は、交通、医療、教育、防災など、幅広い分野における技術革新に寄与するこ

とが考えられ、私たちの暮らしや社会の向上に役立てていくための社会面・制度面での対応が課題

となっています。 

                             
注1 グローバリゼーション：社会的あるいは経済的な関連が、国や地域などの境界を越えて、地球規模に拡大して様々な変化を引き起こす現象。「経済財政

運営と構造改革に関する基本方針２００２」（平成14年6月25日閣議決定）における経済活性化戦略の一つである「グローバル化戦略」に対応する

もの。 

注2 インバウンド：外国人旅行者を自国へ誘致すること。「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」に従い2002年（平成14年）から始まった

ビジット・ジャパン・キャンペーンで知られる。 

注3 シティプロモーション：地域住民の愛着度の形成を通じて、地域の売り込みや自治体名の知名度の向上をめざすもの。 

注4 ＩＣＴ：Information and Communication Technologyの略。情報通信技術。 

注5 デバイス：情報通信技術を活用するために用いる、機器、装置、道具。 

注6 IoT：Internet of Thingsの略。モノのインターネット。「モノをインターネットのように結ぶ次世代環境」という意味で実世界と仮想世界を融合する

コンセプトに従った関連プロジェクトの総称。「日本再興戦略2016」における施策の一つとしての「第4次産業革命」を牽引するもの。 

注7 ビッグデータ：典型的なデータベースソフトウェアが把握、蓄積、運用し、分析できる能力を超えたサイズのデータ。 

注8 オープンデータ：機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可能な利用ルールで公開されたデータであり、人手を多くかけずにデータの二次利用を

可能とするもの。 
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◆江南市の状況 

江南市においても、行政面にとどまらず、様々な場面でのＩＣＴ技術の活用が検討されています

が、生活都市としての機能を補完するための活用として、教育・観光・福祉分野など、江南市らし

い活用方法を実現することが求められています。 

 

第７節 市民参加・官民連携 

◆社会潮流の変化 

少子高齢化や核家族化、都市化の進行や近所付き合いのわずらわしさなどから、自治会（区・町

内会）といった地縁組織注1の弱体化が進んでおり、防犯、防災、子育て、介護などにおける地域の

助け合い機能が低下し、家族や地域コミュニティの維持が懸念されています。 

他方で、社会の成熟化、価値観やライフスタイルの多様化に伴い、市民の社会への貢献意識や参

加意識は高まっています。市民がまちづくりに参加したり、行政と協働で地域社会づくりを進めた

りするなど、新たな住民自治を求める動きが起こり、全国各地で、自治基本条例注2の制定など「住

民自治」の仕組みづくりが始まっています。また、地域のための公益的活動を行うＮＰＯ注3などの

組織が、新たな地域社会の担い手として現れてきており、地縁組織と連携してコミュニティの復活

を図る役割が期待されています。 

また、まちづくりにおいては、民間のノウハウを活かした官民連携注4の取り組みも進められつつ

あり、自治体の限られた財源を有効に活用するとともに、市民参加とあわせて、地域主導での持続

的なまちづくりに結びつけていくことが期待されています。 

◆江南市の状況 

江南市においても、平成23年４月に江南市市民自治によるまちづくり基本条例を施行し、市民自

治によるまちづくりを推進しています。市民意向調査では、市政やまちづくり活動に参加している、

あるいは参加したいと考える市民が約６割に達しています。江南市では、きめ細かく組織されてい

る自治会（区・町内会）を中心に、新たなまちづくりの担い手である、ボランティア注5、ＮＰＯ、

地域企業などにより、市民や地域の抱える課題を、地域の構成員が協力し合って地域の中で解決す

る仕組みを構築していくことが求められています。 

また、再開発や地区整備において、民間事業者が参加しやすい環境整備を図るとともに、適切な

民間開発を誘導するための行政の役割も重要となります。 

                             
注1 地縁組織：正式には「地縁による団体」といい、町内会や自治会など町または字の区域その他市町村の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて

形成された団体のこと。 

注2 自治基本条例：住民自治に基づく自治体運営の基本原則を定めた条例。江南市では「江南市市民自治によるまちづくり基本条例」がこれに該当。 

注3 ＮＰＯ：「Non-Profit Organization」または「Not-for-Profit Organization」の略称で、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を 分

配することを目的としない団体の総称。 

注4 官民連携：これまで行政が担っていた公共サービスについて、積極的に官民協働・民間開放を進めること。 

注5 ボランティア：自主的に社会活動などに参加し、奉仕活動をする人。 
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【江南市の位置】 

 

 

第１節 江南市の現状 

１ 位置・地形 

江南市は濃尾平野の北部、清流木曽川

の南岸に位置し、東西6.1㎞、南北8.8

㎞、面積30.20㎞２のまとまりやすい市

域であり、愛知県 54 市町村の内で 35

番目の面積規模の都市です。 

「江南」とは木曽川を中国の長江（揚

子江）に見立てて名づけたもので、地域

と木曽川の関係は深く、地域のシンボル

となっています。地形は全般に平坦で、

木曽川の恵みを受けた肥沃な扇状地が

広がり、温暖な気候・風土とあいまって、

暮らしやすい自然環境となっています。 

名古屋市から20km圏に位置し、名鉄

犬山線により約 20 分で結ばれるなど利

便性が高く、ベッドタウンとして都市化が進み、愛知県尾張北部の主要都市となっています。ま

た、東名・名神高速道路、中央自動車道、東海北陸自動車道へのアクセスや、県営名古屋空港の

利用にも便利な位置にあり、木曽川をはさみ岐阜県側の地域との交通結節点ともなっています。 

 

２ 沿革 

江南の地は、古くは先土器時代から人が住み、狩猟や採集をしながら生活をしていました。市内

では、その後の縄文時代の土器の破片が発見されています。 

４世紀から６世紀の古墳時代にかけては、今なお残る二子山古墳や富士塚などから、当時の豪族

がこの地を治めていたことがうかがえます。 

荘園の時代を経て、戦国時代には織田信長や豊臣秀吉が若き日を過ごし、江戸時代にはこの地に

36か村が存在したこともわかっています。 

17世紀初めに築かれたお囲い堤により洪水の危険がなくなると、肥沃な土地を活かした農業が発

達し、明治時代には養蚕が盛んになり、絹織物産業が発達しました。その後、化学繊維（人絹）に

よる織物も生産されるようになり、大正元年には現在の名鉄犬山線が開通し、周辺都市との結び付

きが強くなりました。 

昭和29年６月１日に丹羽郡古知野町・布袋町、葉栗郡宮田町・草井村の４か町村の合併により江

南市が発足し、名古屋市近郊のベッドタウンとして都市化が進んできました。 

 

第２章 江南市の概要 
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３ 人口動向 

【人口増減】 

近隣市と比較して人口増加傾向が弱く、既に人口減少に転じている 

国勢調査結果から、昭和55年人

口を100とした時の人口の推移を

江南市と近隣市町注1で比較してみ

ると、江南市の人口の伸びは最も

低く、平成27年には減少に転じて

います。 

 

 

【人口構成】 

年少人口・生産年齢人口は減少し、老年人口が増加。今後もこの傾向が継続する見込み 

年少人口（０～14歳）・生産年齢

人口（15～64 歳）・老年人口（65

歳以上）の年齢３区分の構成割合の

推移は、年少人口、生産年齢人口が

減少傾向、老年人口割合が増加傾向

で、近隣市町及び県内類似団体注2も

同様の傾向です。 

 

【人口流動】 

昼間は通勤・通学による人口流出が多く、市内に通勤・通学の場が少ない 

昼夜間人口比注3 は、近隣市町で

は大口町、小牧市が100を超えて

いますが、江南市は80台前半で推

移しており、通勤・通学による市

外への人口流出が多く、市内での

通勤・通学の場が少ないことがう

かがえます。 

                             
注1 近隣市町：ここでは、名古屋鉄道及び高速道路など交通アクセスの視点から、一宮市、犬山市、小牧市、岩倉市、大口町、扶桑町の６市町としている。 

注2 類似団体：財政状況を比較分析するため、都道府県は財政力指数、市町村は人口及び産業構造によりグループ分けを行ったもの。ここでは、「平成26

年度類似団体別市町村財政指数表」における、江南市と同一グループ（Ⅱ－１）の市を類似団体としている。 

   （津島市、犬山市、常滑市、知多市、尾張旭市、豊明市、日進市、愛西市、清須市、北名古屋市、あま市、長久手市の12市） 

注3 昼夜間人口比：夜間人口100人当たりの昼間人口。 

【江南市の人口構成の推移】 

【江南市と近隣市町の昼夜間人口比の推移】 

【江南市と近隣市町の人口の推移】 
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※昭和55年の各市町国勢調査人口を100とした、各年国勢調査人口の指数
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４ 土地利用 

人口密度が高く、まとまった地域 

近隣市町及び類似団体における人口集

積状況を、行政区域及び人口集中地区注1の

人口密度の状況でみると、江南市の行政区

域の人口密度は高く、近隣市町と類似団体

をあわせた 18 市町の内、北名古屋市、岩

倉市、尾張旭市、清須市、一宮市に次いで、

６番目に高い人口密度となっています。 

 

他市町と比較し、住宅地の割合だけでなく、農地の割合も高く、豊かな土地活用がされている 

一方、土地利用の主な地目別面積をみ

ると、農地、道路、宅地の割合が近隣市

町の中では比較的高く、特に、宅地の割

合は最も高くなっており、宅地の内訳で

住宅地が最も割合が高くなっています。 

 

 

 

 

道路整備は進んでいる一方、公園整備が遅れている 

さらに、都市基盤である、道路及び公

園の整備状況を、近隣市及び類似団体で

みると、江南市の道路整備は比較的進ん

でいる一方で、公園整備が比較的遅れて

いる状況です。 

                             
注1 人口集中地区：国勢調査時において、原則として人口密度が1ｋ㎡当たり4,000人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して、5,000

人以上を有する地域。 

出典：愛知県 平成27年版「土地に関する統計年報」 

【江南市と近隣市町・類似団体の道路・公園整備状況】 

【江南市と近隣市町・類似団体の土地利用状況】 

【江南市と近隣市町・類似団体の人口密度の状況】 

出典：愛知県 平成27年版「土地に関する統計年報」 

出典：総務省「公共施設状況調」 

行政区域
人口密度
（人/ha）

人口集中地区
人口密度
（人/ha）

江南市 32.81 60.76

近隣市町平均 25.32 54.84

類似団体平均 21.08 55.47

平成26年

農地 森林
水面・河
川・水路

道路 宅地 その他

江南市 3,020 682 0 257 439 1,335 306

近隣市町 31,700 6,553 4,114 2,350 3,914 11,247 3,521

類似団体 46,260 10,986 5,632 3,827 4,953 13,245 7,611

農地 森林
水面・河
川・水路

道路 宅地 その他

江南市 100.0 22.6 0.0 8.5 14.5 44.2 10.1

近隣市町 100.0 20.7 13.0 7.4 12.3 35.5 11.1

類似団体 100.0 23.7 12.2 8.3 10.7 28.6 16.5

出典：愛知県　平成27年版「土地に関する統計年報」

面積（ha） 行政区域

土地利用区分別

割合（％） 行政区域

土地利用区分別

道路密度 道路率

道路延長（ｍ）
行政区域面積（ha）

道路面積(㎡）
行政区域面積（㎡）

江南市 237.07 12.25%

近隣市町平均 187.12 10.05%

類似団体平均 165.58 9.53%

公園密度 公園率

公園数（箇所数）
人口（千人）

公園面積(㎡）
行政区域面積（㎡）

江南市 0.27 0.94%

近隣市町平均 0.52 1.04%

類似団体平均 0.70 1.34%

出典：総務省「公共施設状況調」

道路
（平成26年）

公園
（平成26年）
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５ 産業経済 

第二次・第三次産業は微増傾向。第一次産業は減少傾向 

江南市の主要産業である農業、製造業、

卸売業、小売業の状況は、一番の主要産

業は製造業で、卸売業、小売業が微増傾

向で推移し、農業は近年減少傾向にあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

６ 市民活動 

多くの市民が市民活動に参加 

江南市内では多くのボランティア・Ｎ

ＰＯなどの団体が活動しており、活動す

る会員数（平成 27 年８月１日現在）は

延べ9,393人であり、多くの市民が活動

に関わっている状況です。 

 また、市では地域で活動する団体など

が工夫を凝らして取り組む、地域がつな

がり地域を良くしていこうという事業

に対して補助を行い、地域の自治力を高

めていくことを目的とする「地域まちづ

くり補助事業」を始め、各種支援を実施

しています。 

 

７ 財政 

財政力は県内平均を下回るものの、堅実な財政運営 

江南市の財政は自主財源が歳入の半分程度であり、財政力指数注1は0.81（平成27年度決算）

で、県内では名古屋市を除く37市中32位と高くありませんが、全国平均0.50を上回っていま

す。高齢化に伴い社会保障費等が増加する中、市債残高の抑制に努めるなど、堅実な財政運営を

行い、財政の弾力性を示す経常収支比率や、借入負担の健全度を表す実質公債費比率などは比較

的、健全な数値を保っています。 

 

                             
注1 財政力指数：地方自治体の財政力を示す指数で、標準的な行政運営に必要な一般財源を、市税などの収入でどの程度まかなえるかを表す。この指数が

高いほど、財源に余裕があるといえる。なお、1を超える団体は、普通交付税の交付を受けない。 

【江南市の産業の推移】 
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【江南市の市民活動団体の状況】 
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第２節 市民意識 

「第６次総合計画」策定の基礎資料とするため、平成28年度に市民意向調査を実施しました。

主な調査項目における市民意向は以下のとおりです。 

 居住意向 

約 77％が「大変住みやすい」または「どちらかといえば住みやすい」、約 66％が「今後も

市内に住み続けたい」と回答していますが、若年世代や居住年数が短い方の定住意向が比較的

低くなっています。 

また、転出意向のある方は全体の約 14％で、市外に転居したい理由としては、公共交通の

利便性や買い物などを楽しめる環境の充実度が低いことが多くなっています。 

 江南市の経済発展のあり方 

「雇用や就業の場の確保に向けた環境整備や規制緩和」を求めるものが約36％で最も多く、

次いで、「生活しやすい『住宅都市』」を求めるものが約30％となっています。若年世代では、

「生活しやすい『住宅都市』」に対する期待が高くなっていますが、年齢が高まるにつれ、「雇

用・就業の場の確保」を求めるものが多くなっています。 

 江南市の就労環境 

「事業所による就労環境向上への取り組み」を求めるものが約30％で最も多く、次いで、「行

政による個人に対する支援」を求めるものが約25％となっています。高齢者では、「行政によ

る個人に対する支援」を求めるものが多くなっています。 

 江南市の公共サービスのあり方 

「負担維持・協働による公共サービス維持・向上」が約43％で最も多く、次いで、「負担維

持・市のサービス一部減少」が約 39％となっています。10 歳代・60 歳以上ではこの傾向に

ありますが、20 歳代～50 歳代の中堅世代では、「負担維持・市のサービス一部減少」が多く

なっており、違いが見られます。 

 江南市のまちづくりのあり方 

「コンパクトなまちづくりを進めるべきである」が約38％で最も多く、次いで、「新たな開

発等を進め市街地を拡大すべき」の約33％となっています。64歳まで、年齢が高くなるにつ

れ、「コンパクトなまちづくりを進めるべきである」が多くなっています。 

 市民と行政との協働によるまちづくり 

「市民と行政が協力しながら、一体となってまちづくりを進めるべき」が約 57％で最も多

く、次いで、「市民の協力を得ながら、行政主導でまちづくりを進める」の約27％となってい

ます。年齢が高まるにつれ、行政主導によるまちづくりを選択される傾向がありますが、どの

年代も、市民と行政の協働によるまちづくりを前提としていると考えられます。 
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 江南市の取り組みに対する現状の満足度・今後の重要度の分析 

平成 18 年度の「戦略計画」策定時に実施した市民意向調査と平成 28 年度に実施した市民

意向調査について、46 の取り組みにおける「満足度」「重要度」を比較しました。「満足度」

は、ほとんどの項目で上昇した一方、「重要度」については多くの項目が下降しました。満足

度が上昇した結果、相対的に重要度が下がったと考えられます。 

下図は、各取り組みを満足度・重要度の平均値から４つに分類したものです。 

 

 

タイプ 1：優先度高い 

4:秩序あるまちなみの形成(3→1) 
6:安全な道路･歩行空間の整備(1→1) 
7:自転車通行環境の整備(新規) 

31:災害への備え(1→1) 
41:公共交通の充実(3→1) 
45:公平・適正な課税・収納(1→1) 
 

タイプ２：現状維持 

1:地球環境の保全(2→2) 
2:公害の抑制(2→2) 
3:ごみの減量・リサイクル(2→2) 
9:下水道の整備(2→2) 

10:河川の整備(2→2) 
12:安全な水の安定供給(2→2) 
13:高齢者の生活支援(2→2) 
14:高齢者の生きがいづくり(2→2) 
15:保育サービスの充実(2→2) 
16:子育て支援の充実(2→2) 
17:地域協働による教育(新規) 
18:安全な通学の確保(2→2) 
19:教育環境の充実(2→2) 
30:地域防災(1→2) 
32:地域防犯(1→2) 
33:消防・救急体制の充実(2→2) 
34:障害者の生活支援(2→2) 
35:福祉相談体制の整備(2→2) 
37:地域医療体制の整備(2→2) 
38:社会保障制度の充実(2→2) 

タイプ３：必要に応じて見直し 

5:駅前・市街地の活性化(3→3) 
21:図書館機能の充実(3→3) 
22:スポーツ・レクリエーションの充実(3→3) 
23:男女共同参画の推進(3→3) 
24:文化・交流活動の活性化(3→3) 
25:商店街の活性化(3→3) 
26:創業・起業支援(新規) 
27:雇用の場の確保(3→3) 
28:農業の振興(4→3) 
29:観光の振興(2→3) 
39:市民相談の充実(4→3) 
40:迅速・適切な行政サービス(4→3) 
42:市民活動の活性化(3→3) 
43:市民への情報提供(3→3) 
44:効率的な行財政運営(3→3) 
46:議会情報の公開(3→3) 

タイプ４：優先度低い 

8:公園整備・緑化の推進(3→4) 
11:良好な住宅環境(2→4) 
20:生涯学習環境の充実(4→4) 
36:健康づくり(3→4) 
 
 

※各取り組み名の末尾のカッコ内の数字について: 
（[平成18年度調査時タイプ番号] → [平成28年度調査時タイプ番号]）

 
今
後
の
重
要
度 

 

低い 

高い 

高い 現状の満足度 低い 
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第３節 江南市の課題  

江南市を取り巻く状況、現状などから、内部環境・外部環境に対応した、強み・弱み・機会・脅

威を整理し、今後のまちづくりを進める上での課題を以下に示します。 

 
内部環境 

強み 弱み 

 名古屋都心や広域への交通アクセスを

活かした住宅・産業立地の優位性 

 江南－名古屋間は、名古屋鉄道の特急電車
で所要時間約 18 分、市内から東名高速道
路小牧ＩＣまで、自動車による所要時間が
約 20 分など、主要交通アクセスが良好で
す。 

 緑や水辺などの良好な自然環境や歴史

資源を活かした魅力形成 

 フラワーパーク江南など木曽川沿いの緑
や、曼陀羅寺を始めとする歴史資源などを
活かした祭事やイベントに多くの来訪者が
あります。 

 市内に立地する高等教育機関と連携し

たまちづくりの展開 

 愛知江南短期大学との包括的な連携体制に
より、学校や学生との協働によるまちづく
り活動を推進する体制が整っています。 

 震災時の低被災リスク 

 木曽川沿川地域の比較的良好な地盤条件に
より、被災リスクが比較的低くなっていま
す。 

 人口減少への転換 

 総人口が減少に転じており、年少人口・生
産年齢人口が減少する半面、老年人口は増
加しており、少子高齢化の進展による人口
構造の変化が危惧されます。 

 道路整備・維持管理に係る財政負担 

 道路密度・道路率が高い反面、その整備・
維持管理が負担となっています。 

 市内の弱い産業経済基盤 

 市内に規模の大きな事業所が少なく、市内
就業の場が十分に確保されていません。 

 市街化調整区域などを中心に農地が分布す
るが、農業従事者の高齢化や農家数の減少
などにより、農業は縮小傾向にあります。 

 駅周辺などにおけるにぎわいの不足 

 江南駅・布袋駅の周辺のにぎわいが弱く、
市内に点在する観光資源も多いとは言え
ず、観光拠点間の連携も強くありません。 

外
部
環
境 

 

機
会 

 リニア中央新幹線による東京との関係

性向上と国際競争力強化 

 リニア中央新幹線名古屋－東京間の開通
により、所要時間が飛躍的に改善され、
名古屋から至近の江南市においても東京
からの集客などを期待できます。 

 スーパー・メガリージョン注１の一翼を担
う中部圏に位置する江南市の国際競争力
強化へ向けた取り組みを推進することが
期待できます。 

 近隣市町と比較した開発優位性 

 江南駅は特急停車駅ですが、駅周辺地価
が比較的安いことから、今後、開発など
の機運の高まりが期待されます。 

 布袋駅付近鉄道高架化整備事業にあわせ
た駅周辺整備などにより、新たな拠点整
備が期待されます。 

強みによる機会の活用 機会を活かした弱みの克服 

 交通アクセスの優位性や自然・歴史資

源などの地域資源を活かして、地域の

魅力向上が必要。 

 国土形成の動向を踏まえて、名古屋都

心や広域への交通アクセスを活かし、

市内に立地する企業が愛知県における

ものづくりの一翼を担うことが必要。 

 布袋駅付近鉄道高架化整備事業の進捗

にあわせた新たな拠点形成により江南

市の優位性の向上を図ることが必要。 

 

 名古屋都心や東京を見据えた江南市の

魅力発信に向けたプロモーションが必

要。 

 市内の拠点整備の推進により、産業基

盤の充実やにぎわい形成を促すことに

より安定的な財源確保に結びつけるこ

とが必要。 

 限られた財源を有効に活用しながら市

民サービスの提供を行うための効率的

な行政経営が必要。 

 

脅
威 

 近隣市町との「住宅都市」としての位

置づけの競合 

 近隣市町が江南市同様の住宅都市として
の位置づけが多いため、魅力的な住宅地
としての競合が考えられます。 

 近隣市町における企業立地進展 

 近隣市町における大規模事業所などの立
地により、就業の場が奪われ、市外転出
の動機づけとなることが懸念されます。 

強みによる脅威の回避 弱み・脅威の克服 

 良好な生活環境を活かすとともに、愛

知江南短期大学との包括連携など、近

隣市町との差別化を図った魅力の発信

が必要。 

 近隣市町の産業集積との連携を見据え

た江南市内への企業誘致を推進するこ

とが必要。 

 子育てしやすい環境や支援の充実を図

ることにより、人口減少を抑制し、持

続的なまちづくりにつなげていくこと

が必要。 

 企業立地を誘導し、職住近接の就労の

場の確保により住み続けられる都市と

しての魅力向上を図ることが必要。 

 

                             
注１ スーパー・メガリージョン：「国土のグランドデザイン２０５０」における具体的な推進方策例の一つとして示されている施策。世界最大のスーパー・

メガリージョンの形成による国際競争力強化をめざして、リニア中央新幹線により首都圏・中部圏・近畿圏を一体化する構想。 
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地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市 

～生活・産業・文化の魅力があふれ、選ばれ続けるまち～ 
 

 

 

第１節 めざす都市の将来像 

江南市は、将来の少子高齢化・人口減少が見込まれていることから、いかに人口減少を抑制し、

持続的なまちづくりを実現できるかが大きな課題となっています。そのためには、転出者の抑制に

よる定住化の促進を図りつつ、出産・子育てのしやすい地域社会を構築することにより自然増を図

り、多くの人から「選ばれ続けるまち」となることが当面の課題として考えられます。 

そのため、江南市の名古屋市都心部への高いアクセス性や、木曽川下流域に比べ良い地盤と豊か

な自然環境をもつ江南市の地理的優位性を活かし、人口減少社会を見据えた都市的機能の集約や自

然環境を活かしたレクリエーション・生活環境の充実を図るなど、地域の魅力を向上させることが

重要です。 

また、企業誘致や市内企業の支援を通じて、雇用の場や職業選択の幅の拡大を図り、女性や高齢

者の社会参加を推進することにより「すべての人が活躍できる地域」をめざすとともに、今まで培

ってきた地域連携を更に強化し、市民と行政が協働することにより「地域全体による支え合い」を

通して、人口減少を克服し、世代間で歴史・文化が継承される社会をめざすことも重要です。 

以上から、江南市ではすべての人がゆとりと生きがいをもって暮らせる、生活の場としての魅力

あるまちづくりをめざして、平成39年度までにめざす都市のすがたを次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆生活都市とは 

住む、働く、学ぶ、楽しむなどの広い意

味の生活機能を備えた都市のこと。「住宅

都市（ベッドタウン）」を核に、様々な生

活機能が付加された「生活者」のための

都市。「生活者」自身も、環境や福祉など

の地域社会の抱える課題の解決をめざし

て、自主的・自立的に行動することによ

り、「生活都市」が実現される。 

第３章 江南市の将来像 

 
住宅都市 

(ﾍﾞｯﾄﾞﾀｳﾝ) 
 
 

生活都市 

働く 学ぶ 

交流する 楽しむ 

憩う 

住む 
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第２節 基本目標 

将来像の実現に向け、具体的施策を展開する上での基本目標を以下の５つとします。 

基本目標１：地域の魅力を活かした機能的なまちづくり 

質の高い都市空間の整備を進めることにより、誰もが住みたい、住み続けたいと思える生活環

境の充実をめざします。特に、名古屋市都心部への高いアクセス性と緑や水辺などの良好な自然

環境や来訪者が多い曼陀羅寺をはじめとした歴史資源などの江南市の強みを活かし、コンパク

ト・プラス・ネットワークの考え方に基づいた、都市的機能と自然環境が調和した機能的なまち

づくりをめざします。 

これにより、江南市の魅力を活かした生活しやすいまちとして、「生活環境が快適なまち」の

実現をめざします。 

基本目標２：子どもが生き生き育つ環境づくり 

妊娠・出産から育児までの切れ目のない子育て支援制度の充実や、地域で支える連携事業の推

進などにより、“子どもをもちたい”、“子育てが楽しい”と思える環境形成をめざします。また、

ＩＣＴの活用や個性を活かし地域と連携した教育環境の充実や、生涯を通じた学習機会や交流促

進などにより、次世代を担う子どもの心身の健全な育成をめざします。 

これにより、子育て・教育環境づくりを推進し、地域が支える「子どもが生き生き育つまち」

の実現をめざします。 

基本目標３：生活を支える雇用・就労環境づくり 

市民生活を経済的に支えるための雇用の安定と創出、地域経済の活性化を図るための企業誘致

の推進や市内事業者への支援の充実をめざします。また、農業などの既存産業の振興や市内事業

所などと連携して、若い世代の就職機会の確保や女性、高齢者などが働き続けられる就労環境を

創出することにより、多様な働き方を提供できる産業構造をめざします。 

これにより、誰もが生涯を通じて社会と関わりをもてる「生涯活躍できるまち」の実現をめざ

します。 

基本目標４：安心・安全の地域づくり 

市民が安心して暮らすための自助・共助の理解を深め、自然災害などへの備えや日常的な地域

の防犯、交通安全など、災害・緊急時だけでなく日常生活においても、地域社会を構成する様々

な団体や市民同士がともに助け合い、高齢者、障害者や外国人居住者などを含め、相互に見守り、

地域で支え合う地域福祉の意識をもったコミュニティの育成をめざします。また、自らの健康維

持に努め、生涯を通じて健康な生活を送ることにより、生きがいをもって暮らし続けられる地域

づくりをめざします。 

これにより、一人ひとりの支え合いの意識の醸成を図り、安心して地域で暮らし続けられるこ

とを通じて、健全で持続的なコミュニティの維持による「安心・安全なまち」の実現をめざしま

す。 

基本目標５：常に改革を進める行政 

限られた財源を有効に活用している状況を市民にわかりやすい形で広く発信していくことに

努めるとともに、施策実施への市民理解と協力を得るため、市職員が行政評価による計画の進捗

管理などを通して、継続的な業務改善を進めていくことができる行政をめざします。 

これにより、市民と行政が協働して的確な施策実現を行うことによる「信頼される行政」の実

現をめざします。 
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第１節 市民協働の基本方針 

いま、わが国は、少子高齢化の下で人口減少段階に入るとともに、世界を一つの市場に巻き込ん

でいくグローバリゼーションと呼ばれる地球的な規模の大きな流れの中で、産業構造や環境条件の

変化に対応するために、国家や社会のあり方についての模索を続けています。その一つの動きが地

方分権の推進であり、わが国の地方自治は、市民自治のいっそうの発展に向けて大きな転換期を迎

えています。 

江南市では、次世代育成や高齢者の生きがいづくりなど、支え合いの福祉の推進による安心かつ

安全で温かい生活環境づくり、男女共同参画と多文化共生による平和で明るく豊かな人間関係の育

成、先人が切り拓いてきた貴重な郷土の歴史と温暖な自然環境を活かした美しくうるおいのある生

活と文化の継承や発展のために、総合計画に基づいて、力強くまちづくりを進めています。これか

らも、まちづくりの担い手である市民、事業者、行政などがいっそう強い協働の関係を築き、地域

の総力を結集する仕組みを作っていく必要があります。 

そのためには市民一人ひとりが自治の主体であることを自覚し、市民一人ひとりの思いを活かし

た市民自治によるまちづくりの推進をめざすことが必要です。 

また、行政は、市民の信託に応えて効果的に市政を運営し、よりよい市政の実現のため、これか

らも自らの責任を果たしていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

このような地域社会を実現するために、以下を基本方針として、市民協働を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす市民協働のすがた 

市民（個人・家庭）、自治会、市民団体、企業、教育・研究機関、行政などが、強固な信

頼関係の下、市の将来像や目標を共有するとともに、それぞれの得意な分野で力を発揮し、

連携・分担・協働により課題解決を図りながら、その実現に向けて協力し合っている。 

 

 

 

市民協働の基本方針 

1 人材育成 

地域で活躍する人材、地域社会づくりの核となる人材の育成に力を入れる。 

2 情報共有 

地域のみんなが同じ視点で物事を考えることができるよう、行政からの情報発信、市民

からの情報発信、相互の情報共有や信頼構築などに力を入れる。 

3 市民参加の推進 

市政への市民参加に関する仕組みづくりに力を入れる。 

4 協働の環境づくり 

コミュニティ活動が活発に行われるようなきっかけづくりや仕組みづくり、市民の活動

と行政の活動が連携するような環境づくりに力を入れる。 

 

第４章 市民協働のあり方 
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第２節 協働の基本的な考え方 

１ 協働の定義 

「協働」とは、「同じ目的のために協力して物事をすること」をいいます。 

江南市における市民協働における「協働」とは、「市民、事業者、行政などが、それぞれの立場

及び特性を相互に尊重した上で、それぞれの役割及び責務を自覚し、対等な立場で目的の遂行に向

かって協力すること」をいいます。 

市民と行政との協働だけでなく、ＮＰＯなどの市民団体と自治会の協働、市民団体と企業の協働

など、地域内での幅広い連携と適切な分担による協力関係を指します。様々な主体が、それぞれの

得意分野で力を発揮するとともに、相互に協力して活動することにより、そこに相乗効果が生まれ、

地域に新たな価値がもたらされることが期待されます。 

 

２ 協働の目的と意義 

少子高齢化が進展し人口減少社会に入り、地域の人口構造やコミュニティのあり方が大きく変わ

りつつあります。江南市においても、市民の暮らしや仕事のあり方が多様化しています。これから

の時代に適応した、持続可能な文化的で成熟した新しい地域社会を築いていくことが求められてい

ます。 

そのためには、これまで進めてきた市民、事業者、行政などの「協働」による取り組みをさらに

推進していくことが大切です。江南の地に暮らし活動する市民、事業者、行政などが互いに協力す

ることにより、各主体の知恵、技術、経験、意欲などを、「協働」の力として大きく発揮させるこ

とができるものと期待されます。 

今後、行政における財政状況が厳しくなる中で、市民自らが切実に必要としている公共サービス

を、「協働」の力で取り組むことにより、効率的できめの細かいサービスを供給することが可能と

なります。また、市民が主役になって地域社会づくりに参加するからこそ、複雑化する地域課題に

より適切に対応することが可能となります。このように「協働」は、市民、事業者、行政などが互

いに助け合い、力を発揮し合うことにより、地域全体で新しい「公共」を創造し、市民を幸せにす

ることができる可能性をもっています。 

「協働」の取り組みを一つひとつ行うことによって、市民の自治意識はより向上し、江南市とい

う地域社会を、市民が主体的に維持、管理、運営していく力量も高まります。新しい「協働」の地

域社会の構築は、江南市が地域としての自立をめざす上で、大きな支えとなるものです。 
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３ 協働の担い手 

協働の担い手は、市民、事業者、行政などであり、それぞれの主たる役割を次のように定めます。 

○市民（個人・家庭） 

江南市を生活の場とする市民（個人・家庭）は、自らが、地域社会づくりの主役であることを自

覚し、常に参加と貢献の意識をもって、日々の暮らしを営みます。 

○自治会 

地縁によってつながる組織である自治会（区・町内会）は、それぞれの地域に根ざした課題を、

自らの問題として認識し、自らの力で解決するための努力をします。 

○市民団体 

志や使命によってつながる組織であるボランティア団体やＮＰＯなどの市民団体は、高い志と使

命感をもち、専門性や機動性を発揮して、公益につながる活動に取り組みます。 

○企業 

江南市で経済活動を行う企業は、自らも地域社会の一員であり、地域に貢献するという自覚をも

って、専門的な人材や技術、保有する施設や資金などを活かして、地域社会づくりに積極的に参加

します。 

○教育・研究機関 

江南市で教育・研究活動を行う機関は、専門的な人材や保有する施設を活かして地域社会に参加

します。さらに、その専門的活動で得られた成果を積極的に地域社会へ還元し、地域協働の発展に

貢献します。 

○行政 

行政は、市民とともに地域社会のあり方を考え、地域の資源をコーディネートして、地域に新し

い価値を生み出すよう努めます。また、自らの担うべき公共サービスを効率的・効果的に提供しま

す。 
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４ 協働の原則 

○市民主体 

市民協働において、市民の主体的な意思と責任に基づく「市民自治」の下に行われることが求め

られます。 

○多様な主体間での協働 

市民協働を推進していくために、市民、事業者、行政などが互いを信頼し合い尊重し合う関係、

「アイデアを出し合い、新しいものをつくりだす」関係を確立しながら、協働して取り組むことが

求められます。 

○平等 

市民協働においては、男女の対等はもちろん、子どもや外国籍の市民なども、その主体的な意思

により、平等に参加できることが求められます。それにより、協働の担い手が協働の目的と取り組

みの目標を共有し、それに向かって心をひとつにして行動することが求められます。 

○情報共有 

市民協働を推進するためには、市民、事業者、行政などが、それぞれが保有する情報を公開し、

相互に提供するなどして、共有することが求められます。 

 



第６次江南市総合計画 

26 

 

 

第１節 行政経営の基本方針 

行政が、自らのもつ経営資源を最大限に活かして、市民や地域に成果をもたらすために行う活

動・営みを「行政経営」といいます。 

地方分権や地方創生への取り組みが活発となり、全国の各自治体が特色ある地方行政の運営を模

索する中、江南市の「行政経営」は、厳しい財政状況の中、自らの努力により健全で持続可能な財

政基盤を確保し、将来を見据えて、自らの判断で地域の実情に合った政策展開を図り、魅力ある地

域社会づくりにつなげていくことを最大の目標としています。 

そのためには、行政の各組織が、めざすべき展望や目標、使命を明確にし、それを効果的に実現

できるよう、戦略計画から取り組んでいる行政マネジメントを継続することが重要となります。さ

らに、それを動かす職員が、常にチャレンジ精神をもち、自らの経営能力を向上させる努力を惜し

まず、最大限の力を発揮して業務遂行を図ることが求められます。 

また、市長が推し進める政策ビジョンを明確にし、組織を横断して取り組むことで、より効率的・

効果的に政策を実現できるよう、戦略的に政策を展開していきます。 

「第６次総合計画」では、「戦略計画」で取り入れた行政マネジメントの考え方を継続しつつ、

より効率的・効果的な行政経営を実現するための工夫を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 行政経営のあり方 

めざす行政経営のすがた 

市長の戦略政策により、政策の将来ビジョンが示され、各組織がその実現に向けて組織

を横断して政策に取り組んでいる。 

また、行政の各組織が、展望や目標を共有し、使命を明確にして、行政マネジメントを

継続的に実施し、効率的で効果的な業務執行をしている。 

それにより、限られた経営資源の中で、持続可能な財政基盤を確保し、最大の成果を実

現することで、市民からの信頼を得ている。 

全職員が、常に創意工夫をしながら業務を遂行するとともに、経営能力を向上させる努

力を惜しまず、最大限の力を発揮している。 
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このような行政経営を実現するために、以下を基本方針として、運営を進めます。 

 

 

トップマネジメント１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
注１ トップマネジメント：組織の方向づけを行い、ビジョンを明らかにし、基準を設定する機関であり、一般には経営層をいう。江南市役所では、市長、

副市長、教育長、部長相当職にある者をトップマネジメントと位置づけている。 

行政経営の基本方針 

1 市長の戦略政策の実現 

市長の戦略政策を、効率的・効果的に実現できる仕組みづくりに力を入れる。 

2 トップマネジメント注１の政策立案機能の強化 

江南市の地域全体の戦略本部としての、経営層の機能強化に力を入れる。 

3 自立型の経営システムの確立 

行政の各組織が、明確な目標をもって、与えられた経営資源を活用して、最大の成果を

あげる経営を行うことができる仕組みの構築に力を入れる。 

4 経営のできる人材の育成 

経営能力とリーダーシップを兼ね備えた人材の育成に力を入れる。 

5 職員意識と組織風土の改革 

従来のすがたにとらわれず、職員があらゆる視点から改革に挑戦する職員の意識づく

り・組織の風土づくりに力を入れる。 
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（人）

H39年

各年国勢調査値 人口ビジョンを踏まえた将来人口 国立社会問題・人口問題研究所推計人口

95,100

93,300

  

 

第１節 人口 

江南市の人口は、平成27年10月１日現在、98,359人となっていますが、将来的に人口減少が続

くことが見込まれます。 

今後の人口減少抑制の施策展開を見込んで推計した「人口ビジョン」における、人口の将来展望

を踏まえ、平成39年度目標人口を次のように設定します。 

平成３９年度目標人口 ９５,１００人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 土地利用 

木曽川に沿って広がる江南市の地形は、全般に平坦で、木曽川の恵みを受けた肥沃な扇状地が広

がっています。この貴重な資源である土地は、市民生活や産業活動の基盤であり、その利用に当た

っては長期的な視点が必要です。 

この考え方に基づき、江南市の将来像である「地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市 ～

生活・産業・文化の魅力があふれ、選ばれ続けるまち～」を実現するため、人口減少の視点を踏ま

えつつ、活力ある地域を支える適切な土地利用を展開するため、恵まれた自然・大都市近郊といっ

た地域の特性、周辺都市との連携、社会経済情勢を踏まえた計画的な土地利用を進めることを目標

とします。 

 

 

 

第６章 目標フレーム 

【江南市の将来人口動向】 
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第Ⅲ部 

基本計画 
 

第１章 基本計画の考え方 

第２章 基本計画の体系 

第３章 市長の戦略政策 

第４章 分野別計画 
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第１節 基本計画の概要 

基本計画は、基本構想の実現に向けた具体的な施策や事業を展開するための計画で、「市長の戦

略政策」と「分野別計画」から成ります。計画期間は全体の計画期間を10年とし、社会経済の変化

や進行管理の結果を反映するため、市長任期を考慮した、前期６年、後期４年の計画期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 基本計画の考え方 

分野別計画 市長の戦略政策 

【後期】（４年） 

平成36～39年度 

平成30～39年度（10年） 

【前期】（６年） 

平成30～35年度 

基本計画 
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13,389 13,153 13,075 12,996 12,923 12,850 12,778 12,705 12,632 12,577 12,523

58,801 58,280 58,106 57,932 57,671 57,410 57,149 56,888 56,627 56,197 55,764

26,169 26,695 26,870 27,046 26,994 26,943 26,891 26,839 26,788 26,815 26,843

98,359 98,128 98,051 97,974 97,588 97,203 96,818 96,432 96,047 95,589 95,130

0
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60,000

80,000

100,000

120,000

平成27年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度

（人）

0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口） 総人口

※平成27年度は国勢調査結果。平成30年度以降は推計人口。

（28.2%）

（58.6%）

（13.2%）

（26.6%）

（59.8%）

（13.6%）

 

第２節 目標フレーム 

計画策定の基本となる指標として、計画期間の平成30年度から平成39年度における人口・財政・

土地利用のフレームを次のように設定します。 

 

１ 人口 

現在（平成20～24年）の合計特殊出生率1.42を、平成42年に1.80、平成52年に2.07に誘導す

るとともに、人口流出の抑制を前提とした「人口ビジョン」をもとに、平成30年度から平成39年

度までの総人口の推移及び人口構造について見通し、将来目標人口を設定しています。 

 

◆人口の見通し 

「人口ビジョン」における人口推計をもとに平成27年国勢調査結果による補正を行い、総人口及

び年齢３区分別の人口を推計しました。 

江南市の人口は、計画期間中、年平均0.3％程度で緩やかな減少が見込まれ、平成39年度には

95,100人台にまで減少することが見込まれます。低出生率や市外への転出などにより社会減少が

見込まれることが要因として考えられます。 

また、年少人口及び生産年齢人口の減少と、老年人口の増加が見込まれ、さらなる少子高齢化の

進展が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・年齢３区分別人口の見通し】 

推計人口 国勢調査 
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05,00010,000
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35～39歳
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45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

（人）

平成39年 女性

平成27年 女性

(人)

 

平成27年と平成39年の年齢５歳階級別人口を比較すると、現在、人口の割合が多い65～69歳（第

１次ベビーブーム世代）や40～44歳（第２次ベビーブーム世代）の減少が顕著となる一方で、75

歳以上人口の急激な増加が見込まれます。年少人口では少子化の傾向が見られ、生産年齢人口や老

年人口では、ともにグラフのピーク年齢が上昇しており、高齢化の進展が見られます。特に、女性

の高齢化率の上昇が顕著であり、平成39年において、男性の高齢化率が25.2％に対して、女性が

31.1％となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆将来目標人口 

人口見通しでは、今後、継続的な人口減少が見込まれますが、「総合戦略」における人口減少抑

制策の実施を、「第６次総合計画」においても持続的に取り組むことにより、基本構想に掲げる市

の将来像「地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市 ～生活・産業・文化の魅力があふれ、選

ばれ続けるまち～」をめざすこととし、将来目標人口を以下のとおり設定します。 

年度 
平成27年度 
（国勢調査） 

平成35年度 
（前期） 

平成39年度 
（後期） 

総人口 98,359人 96,800人 95,100人 

年少人口 
（0～14歳） 13,389人 12,800人 12,500人 

生産年齢人口 
（15～64歳） 

58,801人 57,100人 55,800人 

老年人口 
（65歳以上） 

26,169人 26,900人 26,800人 

 

年少人口 

【年齢５歳階級別人口構造の見通し】 

生産年齢

人口 

老年人口 



第６次江南市総合計画 

34 

２ 財政 

◆江南市の財政状況 

江南市は、歳入における市税などの自主財源の割合が半分程度で、歳出では人件費、扶助費、公

債費などの義務的経費のうち、高齢者人口の増加に伴い扶助費（福祉関係経費）が増加しており、

厳しい財政状況にありますが、限られた財源を有効に活用し、堅実な財政運営に努めています。こ

うした状況は、経常収支比率や財政力指数などから分析することができます。 
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【経常収支比率の推移】 

【財政力指数（単年度）の推移】 

（資料：行政経営課） 

（資料：行政経営課） 
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（円） （普通会計決算ベース）

 

 

◆財政計画 

平成29年度予算を基礎として、平成39年度までの財政状況を一般会計ベースで見通しました。 

（歳入） 市税は、今後予想される税制改正及び人口推計などを加味して推計しました。地方交付

税は、市税などの動向や現状を勘案して推計しました。その他、歳入については、平成

29年度予算を基礎として、過去の実績の推移などを勘案して推計しました。 

（歳出） 人件費は、今後の職員数を見込んで推計しました。扶助費は、少子高齢化への対応など

の行政需要が年々増加することが予想されるため、人口推計などを加味して推計しまし

た。投資的経費は、計画期間内に見込まれる大型事業を踏まえて推計しました。その他

の歳出については、平成29年度予算を基礎として推計しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口1人当たり地方債現在高】 （資料：行政経営課） 

※平成29年度は予算額、平成30年度以降は計画額 

（単位：百万円）

29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39

29,389 28,026 28,178 29,309 28,555 28,781 28,678 28,108 28,553 28,707 28,095

市 税 12,713 12,614 12,675 12,742 12,606 12,647 12,689 12,531 12,573 12,601 12,428

そ の 他 2,308 2,784 2,789 2,789 2,789 2,796 2,796 2,796 2,796 2,796 2,802

市 債 3,445 1,852 1,972 2,050 1,752 1,850 1,784 1,670 1,779 1,729 1,618

地方交付税 2,645 2,740 2,714 2,876 2,828 2,766 2,737 2,624 2,622 2,630 2,550

そ の 他 8,278 8,036 8,028 8,852 8,580 8,722 8,672 8,487 8,783 8,951 8,697

29,389 28,026 28,178 29,309 28,555 28,781 28,678 28,108 28,553 28,707 28,095

人 件 費 4,822 5,043 5,182 5,071 4,844 4,921 4,925 4,802 4,886 4,830 4,838

扶 助 費 4,668 4,743 4,803 4,882 4,942 4,963 4,989 5,013 5,039 5,066 5,095

公 債 費 2,410 2,435 2,434 2,481 2,660 2,718 2,653 2,537 2,441 2,402 2,441

そ の 他 4,097 4,245 4,412 4,450 4,537 5,372 5,289 5,430 4,750 4,827 4,829

6,161 4,124 3,846 4,858 4,005 3,240 3,255 2,759 3,870 4,015 3,325

7,231 7,436 7,501 7,567 7,567 7,567 7,567 7,567 7,567 7,567 7,567

年 度

歳 入 総 額

自 主
財 源

歳 出 総 額

投資的経費 （2 次）

その他経費 （ 3 次）

依 存
財 源

義 務 的
経 費
（ 1 次 ）
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３ 土地利用 

「地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市」にふさわしい、健全な都市環境の形成と都市機

能の集積を実現するため、市域を６つの土地利用ゾーンに区分するとともに、江南市の骨格となり

将来発展の核となる拠点と都市軸を設定し、各ゾーンの調和がとれた計画的な土地利用を進めます。 

『土地利用ゾーン』の区分 

◆住宅ゾーン 

安全で安心して暮らせる居住環境を形成するため、市街地整備を進めるとともに、うるおいのある

快適な空間づくりを進めます。 

◆商業ゾーン 

市民生活の中心となるゾーンとして、都市機能の集積を高めるとともに、江南市のシンボルとなる

景観とにぎわいを形成します。 

◆工業ゾーン 

市内における就業の場となる活力ある工業ゾーンとして、周辺環境に配慮しつつ、今後も地域経済

に貢献していきます。 

◆田園集落ゾーン 

都市空間にゆとりをもたらすゾーンとして、市街化を抑制し、農地の多面的な機能を維持・活用し

ます。 

◆水と緑のゾーン 

木曽川や五条川沿いの恵まれた水辺や緑地など身近な自然を保全し、生活にゆとりとうるおいを提

供するとともに、レクリエーションの場として活用します。 

◆暮らしと安全のゾーン 

暮らしと安全のために必要な公共公益施設用地として活用します。 

『拠点』の形成 

本市における主要な拠点として、通勤・通学などで人が最も集まる鉄道駅である江南駅及び布袋駅

を中心とする区域を『中心拠点』、市民の健康を支える江南厚生病院～市民体育館周辺の区域と、観

光名所や大規模住宅団地のある曼陀羅寺公園～江南団地周辺の区域を、地域においても人々が多く集

まる区域として『地域拠点』と位置づけ、中心拠点－地域拠点間や、中心拠点同士を交通ネットワー

クで結ぶことにより、住みやすく、利便性の高いコンパクトなまちづくりをめざします。 

『都市軸』の形成 

◆生活軸 

通勤・通学などを支える一宮方面、犬山・小牧方面、岩倉・名古屋方面及び岐阜方面とつながる路

線を生活軸として位置づけます。 

◆産業軸 

本市南部を東西方向に横断している北尾張中央道（国道155号）を、本市と一宮市、国道41号及び

東名・名神高速道路の小牧インターチェンジとを結ぶ路線として、東西の産業軸と位置づけます。 

また、本市東部を南北方向に縦断している愛岐大橋線、愛岐南北線及び豊田岩倉線は、岐阜方面と、

東名・名神高速道路の小牧インターチェンジとの結びつきが強いことから、この路線を南北の産業軸

として位置づけます。 

◆環状軸 

本市の都市計画道路は、中心拠点から放射状に広がっていることから、その都市計画道路を有機的

に結び、市街地の交通環境の向上を図ることなどを目的として、後飛保和田線、宮田木賀１～３号線

を環状軸として位置づけます。
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第３節 市長の戦略政策の考え方 

市長の戦略政策は、分野別計画の中から市長が強く推進する取り組みを集約し、市長の政策ビジ

ョンとして示すものです。各分野別計画に位置づけられている施策や事務事業について、分野を横

断して、より効率的・効果的に成果を上げるための仕組みでもあります。また、市長の政策ビジョ

ンを速やかに反映するため、基本計画の見直し年度を市長任期と整合を図ったものとしています。 

 

 

 

 

 

 

第４節 分野別計画の考え方 

分野別計画は、基本構想を実現するために、市民と行政が協働して策定・進行管理する計画です。 

基本構想に掲げた「市の将来像」の実現に向けた「５つの基本目標」に対応した形で、５つの分

野（「まちづくり」、「ひとづくり」、「しごとづくり」、「ちいきづくり」、「行政」）に分け、

それぞれの分野において、めざす成果を柱立てし、展望や目標、それらを実現するための行政の使

命や関連する施策、市民協働による取り組みを掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市長の戦略政策の特徴】 

・市長の政策ビジョンを示す 

・分野別計画の中から市長が強く推進する施策(事業)を示す 

・分野を横断して施策を効率的・効果的に実施するための仕組み 

・市長任期の更新とともに見直される 

 

【分野別計画の特徴】 

・市民と行政の協働により策定・進行管理をする 

・基本構想の５つの基本目標に対応した５つの分野から構成 

・成果指標を設定した成果志向型の計画 
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基本計画 

 

 

第１節 基本計画の構成 

基本計画は、基本構想に位置づけられた江南市の将来像の実現を図るため、５つの基本目標に対

応した５分野により構成し、分野ごとにめざす成果を柱立てし、展望や目標、関連する取り組みを

「分野別計画」として示します。 

また、人口減少社会を前提とした総合計画として、江南市の将来像である、「地域とつくる多様

な暮らしを選べる生活都市～生活・産業・文化の魅力があふれ、選ばれ続けるまち～」を実現する

ため、市長が強く推進する政策を「市長の戦略政策」として示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

柱１ 柱１ 柱１ 柱１ 柱１ 

施策 施策 施策 施策 施策 

分
野
別
計
画 

Ⅰまちづくり分野 Ⅱひとづくり分野 Ⅲしごとづくり分野 Ⅳちいきづくり分野 Ⅴ行政分野 

基本構想 

市長の戦略政策 

 

 

柱２ 柱２ 柱２ 柱２ 柱２ 

【基本計画の構成イメージ】 

・
・
・ 

・
・
・ 

・
・
・ 

・
・
・ 

・
・
・ 

事務事業 事務事業 事務事業 事務事業 事務事業 

施策 施策 施策 施策 施策 事務事業 事務事業 事務事業 事務事業 事務事業 

第２章 基本計画の体系 

基本目標４ 

安心・安全の 

地域づくり 

基本目標５ 

常に改革を 

進める行政 

基本目標１ 

地域の魅力を活かした 

機能的なまちづくり 

基本目標２ 

子どもが生き生き 

育つ環境づくり 

基本目標３ 

生活を支える雇用・ 

就労環境づくり 

江南市の将来像 

地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市 

～生活・産業・文化の魅力があふれ、選ばれ続けるまち～ 
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第２節 基本計画の成果体系 
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第１節 市長の戦略政策のビジョン 

市長の戦略政策では、分野を越えた戦略的な政策として、４つの柱を軸として、『江南ブランド』

の創造と発信を推進するために、各柱において戦略プロジェクトを位置づけ、重点的・優先的に事

業実施に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 市長の戦略政策 

『江南ブランド』の創造・発信 

 江南市のもつ地理的魅力やまちの人々の魅力を再発見し、江南市の特徴ある独自

の魅力という意味で『江南ブランド』として確立し、その『江南ブランド』を市内

外に効果的に発信することにより、江南市の認知度を高め、江南市への人の流れ、

仕事の流れを作っていきます。 

 

 

拠点のにぎわいと地域の住みよさを高め、より多くの魅力あるまちで、自ら

が望む生活スタイルを選ぶことのできるまちを実現します。 

 

 

子育て世代が不安を抱えることなく、ワークライフバランスのとれた生活

を送り、子どもたちは、学校だけでなく地域の中で社会性を身につけ、豊

かな心をもった人間性を育み、子育てを通じて親子がともに楽しさや幸せ

を感じ、互いの将来が生き生きと輝くまちを実現します。 

 

 

地域の人々が互いを支え合い安心安全に暮らし、多くの市民が年代に応じ

た健康への取り組みを実践し、市民の健康寿命が長いまちを実現します。 

 

 

知りたいと思う情報が明確に公開され、地域の構成員がそれぞれの得意分

野で力を発揮できる、市民協働による柔軟性の高い地方行政を実現します。 

柱   多彩な魅力・多様な暮らしを選べるまちの実現 

柱   子育て世代・子どもの将来が輝くまちの実現 

柱   地域とつくる安心安全・健康長寿のまちの実現 

柱   透明性・柔軟性の高い行政の実現 

１ 

２ 

３ 

４ 
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第２節 市長の戦略政策の見方 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【戦略プロジェクト】 

戦略政策に関連する事務事業を戦略プロジェクトと位置づけ、以下の項目について掲載しています。 

〔戦略政策〕市長が実現をめざす政策 

〔事務事業〕戦略政策に関連する事務事業 

〔事業内容〕戦略プロジェクトの事業内容 

〔分野別計画での位置づけ〕分野別計画における位置づけを「分野、柱、施策」の番号で掲載 

【タイトル】 

市長の戦略政策について柱番号と、柱名称を

掲載しています。 

【基本方針】 

戦略政策に取り組むための基本方針を、以

下の４点について掲載しています。 

①現状 

②課題 

③戦略政策での取り組み内容 

④取り組みの結果実現される社会 
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人口減少による人口密度の低下は、都市の生活を支える機能（医療・福祉・子育て支援・教育文

化・商業）の分散や縮小、行政コストの上昇の要因となり、結果として市の魅力の低下や行政サー

ビスの低下につながるおそれがあります。 

人口減少の時代だからこそ、持続可能な都市の将来像を見据え、都市構造の改革に取り組み、拠

点への都市機能の集約や拠点間ネットワークの確保を前提とした「コンパクト・プラス・ネットワ

ーク」のまちづくりを推進するとともに、市のブランド力の向上や魅力の再発掘に取り組む必要が

あります。 

そのため、更新を予定している都市計画マスタープランと新たに作成する立地適正化計画には、

中心拠点・地域拠点の整備方針や拠点間ネットワークの考え方を整理し、「コンパクト・プラス・

ネットワーク」のより具体的な取り組みを推進していきます。また、企業誘致の推進や市内企業の

振興、創業・起業支援により、地域での安定した雇用の確保や地域経済の活性化を促し、市民生活

を経済的に支えます。さらに、駅前や新体育館、豊かな歴史・文化的資源をまちの拠点とするため

の整備とあわせて、住みよさの向上に向け生活基盤の整備を進めていくとともに、空家対策などの

地域問題に対する取り組みを進めます。 

これらの取り組みにより、拠点のにぎわいと地域の住みよさを高め、より多くの魅力あるまちで、

自らが望む生活スタイルを選ぶことのできるまちを実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 
多彩な魅力・多様な暮らしを選べるまちの実現 

 

基本方針 

 

※ サンプル ※ 
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戦略政策 
事務事業 

（戦略プロジェクト） 
事業内容 

分野別計画での 

位置づけ 

分野 柱 施策 

コンパクト・プラス・ネットワ

ークの推進 

都市計画マスタープラン

及び立地適正化計画策定

事業 

江南市の地域特性を踏まえた、今後も持続

可能な都市構造や公共交通のありかたを
検討し、都市計画マスタープラン・立地適
正化計画に「コンパクト・プラス・ネット

ワーク」の基本方針を示す。 

Ⅰ ３ ① 

江南駅前の利便性向上 
都市計画道路整備事業（江

南通線） 

道路整備（歩道設置・車道改築）を行い、

円滑で安全な交通環境を確保する。 
Ⅰ ３ ① 

布袋駅東側の開発促進による

地域経済の活性化 

布袋駅東複合公共施設整

備事業 

布袋駅周辺の整備計画などを策定し、駅東

複合公共施設の整備を促進する。 
Ⅰ ３ ② 

交通結節点整備事業 

布袋駅周辺の道路や雨水排水路等の基盤
整備を行い、交通結節機能を改善するとと
もに安心で安全なまちづくりを進める。 

Ⅰ ３ ② 

布袋駅付近鉄道高架化整

備事業 

布袋駅付近の鉄道高架化及び高架化に伴
う周辺整備を行い、鉄道による駅東西の地

域分断を解消し、良好な市街地を形成す
る。 

Ⅰ ３ ② 

下水道整備区域の事業促進 管きょ布設事業 
下水道整備区域の拡大のため、計画的な下
水道施設の整備を行う。 

Ⅰ ６ ② 

廃屋・空家対策の推進 空家等対策推進事業 

江南市空家等対策計画に基づき、空家等に
関する施策を総合的かつ計画的に推進す

る。 
Ⅰ ８ ① 

水道基幹施設の強靭化 基幹管路更新事業 

水道事業創設時に布設した基幹管路の地
震被害を最小限に抑えるため、更新にあわ

せて耐震化を行う。 
Ⅰ ９ ② 

新体育館の活用 各種スポーツ大会開催事業 

スポーツ・レクリエーションにも適応し
た、誰もが気軽に利用できるスポーツ拠点
と、災害時の防災拠点としての機能をあわ

せ持った新体育館の有効活用を進める。 

Ⅱ ４ ② 

郷土の歴史の伝承 文化財保護事業 

郷土の歴史と伝統に誇りをもち、文化財愛
護の思想を育むため、未来へ伝える貴重な

文化財の保護・保存及び継承を図る。 
Ⅱ ５ ② 

企業誘致による地域経済の活

性化と雇用の創出 
企業誘致等推進事業 

企業誘致等基本方針に基づき、企業の新規
誘致及び既存企業の定着を推進する。 

Ⅲ １ ① 

市内企業の振興 商工業・流通業補助事業 

商店街や商業団体が実施する事業などを
補助することにより、市内企業の振興を図

る。 
Ⅲ １ ① 

創業・起業への支援 創業支援事業 

創業支援事業計画に基づき、創業支援機関
と連携し、相談窓口の設置及び創業セミナ

ーを開催し、創業・起業を支援する。 
Ⅲ １ ① 

地域ブランドの向上 

観光協会事業 

既存の観光資源の磨き上げと新たな観光

資源の発掘を推進し、イベントとの連携に
より市内を巡る魅力を向上させた観光プ
ランを構築し、さらなる観光客の誘致を図

る。 

Ⅲ １ ③ 

農業振興事業 

愛知県及び愛知北農協と連携して、新たな

担い手を確保する事で、耕作放棄地の再活
用を推進しつつ、地域特産品の収量安定を
図り、ブランド化へつなげる。 

Ⅲ ２ ① 

戦略プロジェクト（戦略政策に関連する事務事業） 
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少子高齢化が進む中、共働き世帯の増加、社会構造の変化に伴う就労形態の多様化などにより、

育児支援へのニーズは増大・多様化しています。また、地域コミュニティの希薄化や核家族化の進

行により、子育てに不安を抱える保護者が増加していくことが予想されます。 

子育て世代の不安や悩みを解消し、子育てに生きがいや楽しさを感じられるよう、行政だけでな

く地域全体で子育て支援ができる環境整備や体制の充実を図る必要があります。 

そのため、子育て世代の情報交流の場となる子育て支援センターの充実・強化や、病児・病後児

保育、低年齢児保育の受入体制の強化などの保育サービスの拡大に取り組みます。また、働く保護

者を支援するため、放課後の子どもの居場所となる施設の環境整備を強化します。そして、子ども

たちが楽しく学校生活を送り、学習意欲を高めるための教育環境の整備に努めるとともに、ＩＣＴ

教育を推進します。また、学校・家庭・地域が力をあわせて、よりよい学校運営を行う環境を整え

「地域とともにある学校づくり」に取り組むよう、全小中学校でコミュニティ・スクール事業を推

進します。さらに、施設の老朽化が進んでいる給食センターや図書館について、今後の施設のあり

方を含めて調査を進め、機能的な施設配置を図ります。 

これらの取り組みにより、子育て世代が不安を抱えることなく、ワークライフバランスのとれた

生活を送り、子どもたちは、学校だけでなく地域の中で社会性を身につけ、豊かな心をもった人間

性を育み、子育てを通じて親子がともに楽しさや幸せを感じ、互いの将来が生き生きと輝くまちを

実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 
子育て世代・子どもの将来が輝くまちの実現 

 

基本方針 

 

※ サンプル ※ 
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戦略政策 
事務事業 

（戦略プロジェクト） 
事業内容 

分野別計画での 

位置づけ 

分野 柱 施策 

駅近での子育て支援協働サー

ビスの推進 
子育て支援協働推進事業 

仕事と子育てが両立できる環境を構築す

るため、民間との協働により、地域全体で

課題を共有し、ニーズに即した支援や適切

な応対を行う。 

Ⅱ １ ① 

病児保育サービスの充実 病児・病後児保育事業 

保育を行うための研修の実施や人材の確

保などのソフト面と、保育を行う施設の確

保などのハード面の必要な整備を行う。 

Ⅱ １ ① 

低年齢児受入れのための保育

施設整備 

低年齢児受入拡大対策事

業 

増加する低年齢児の保育需要に対応する

ため、専用保育室を保育園に整備する。ま

た、低年齢児保育の質の向上を目指し、研

修会などを実施する。 

Ⅱ １ ① 

子育て支援センターの充実 子育て支援センター事業 

安心して子育てができるよう子育て支援

センターの活用ニーズにあわせた機能拡

充、施設増強を図る。 

Ⅱ １ ② 

学童保育の利用対象学年の引

上げ 
放課後児童健全育成事業 

利用対象学年の上限を小学4年生から 

小学6年生へ引き上げる。 
Ⅱ １ ③ 

子どもたちの居場所づくり 

学童保育所整備事業 

仕事と子育てが両立できる環境を構築す

るため、利用希望者が入所できるよう必要

な施設整備を行う。 

Ⅱ １ ③ 

放課後子どもプラン事業 

児童が、異年齢児や地域住民との交流を図

ることのできる、安心・安全な放課後の活

動場所として、学校施設等を含めた放課後

子ども教室の増設を順次進める。 

Ⅱ １ ③ 

コミュニティ・スクール事業の

推進 

コミュニティ・スクール事

業 

地域とともにある学校づくりをめざすた

め、全小中学校に、順次、学校運営協議会

を設置し、地域・保護者・学校が連携した

学校運営を進める。 

Ⅱ ２ ② 

安心安全で質の高い学校給食

の実施 

学校給食センター更新事

業 

今後の学校給食のあり方を調査研究し、将

来を見据えた施設・設備の更新を図る。 
Ⅱ ２ ③ 

学校施設の環境整備 学校施設改造事業 
国の交付金等の動向に注視しつつ、校舎の

改造等を計画的に実施する。 
Ⅱ ２ ④ 

ＩＣＴ教育の推進 教材整備事業 

教育用ＩＣＴ機器を活用した情報教育の

推進、児童の情報活用能力の育成及び教師

の授業改善を行う。 

Ⅱ ２ ④ 

図書館機能の充実 図書館施設整備事業 
今後の図書館のあり方を検討するととも

に、図書館機能の充実を図る。 
Ⅱ ４ ① 

 

 

戦略プロジェクト（戦略政策に関連する事務事業） 
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少子高齢化や都市化の進行により、自治会（区・町内会）といった地縁組織の機能が低下する一

方、自治会だけでなく、ボランティア、ＮＰＯ、地域企業などが行政と協力し合い、市民や地域の

抱える課題に取り組み、新たな公共として行政機能の代替・補完をする動きが起きています。また、

日常的に医療や介護に依存しない健康寿命をのばし、健康的な生活をより長く過ごし、結果として

医療費や介護費の削減につなげるといった考え方が広まっています。 

すべての人が、住み慣れた地域で生きがいをもって健康的に暮らし続けられるよう、地域連携に

よる行政機能の強化を図り、災害時への備えだけでなく、日常的に、地域住民や地域の多様な主体

が互いに支え合う地域福祉を推進する必要があります。 

そのため、「想定外」の災害に対応できるよう、防災協定の推進や女性消防職員・団員の採用推

進により、様々な組織や人材の災害活動の連携強化を図るとともに、既存防火水槽の耐震化を計画

的に実施し、ソフトとハードの両面から防災力の向上を図ります。また、地域福祉懇談会を通じて

地域福祉活動の基盤づくりを推進し、高齢者支援の行政サービス・地域サービスを見守りの機会と

して活用して、日常生活における地域による見守りの充実を図るとともに、地域医療の連携強化や

健康マイレージ事業、介護予防事業などを推進し、健康寿命をのばします。 

これらの取り組みにより、地域の人々が互いを支え合い安心安全に暮らし、多くの市民が年代に

応じた健康への取り組みを実践し、市民の健康寿命が長いまちを実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 
地域とつくる安心安全・健康長寿のまちの実現 

 

基本方針 

 

※ サンプル ※ 
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戦略政策 
事務事業 

（戦略プロジェクト） 
事業内容 

分野別計画での 

位置づけ 

分野 柱 施策 

災害時の防災協定の締結推進 災害時対応事業 

災害時の支援活動等を、より迅速かつ充実

したものにするため、防災協定の締結を推

進する。 

Ⅳ １ ① 

女性消防職員・団員の採用推進 

職場環境形成事業 

女性消防職員の意見を集約し、魅力ある職

場環境づくりや女性活躍の場の推進に取

り組み採用希望者の増加を図る。 

Ⅳ ２ ① 

消防団充実強化事業 

女性消防団員により、地域住民への火災予

防啓発活動や消防団ＰＲ活動などの市民

啓発活動を実施する。 

Ⅳ ２ ① 

防火水槽施設の耐震化 防火水槽震災対応化事業 
既存防火水槽にシートを取り付ける簡易

耐震化工事を実施する。 
Ⅳ ２ ① 

高齢者の生活支援サービスの
充実 

地域支援事業 

ひとり暮らしや支援の必要な高齢者等へ

の配食等の生活支援サービスの提供機会

を安否確認の機会として活用する。 

Ⅳ ３ ① 

高齢者のサロン活動の支援・充
実 

地域支援事業 
生活支援コーディネーターを配置し、活動

の立ち上げや人材の育成支援をする。 
Ⅳ ３ ① 

介護予防の健康体操の推進 

地域支援事業 
教室を開催し、介護予防に関する知識の普

及啓発をする。 
Ⅳ ３ ① 

健康推進事業 
ウォー筋グ運動、フットケアなどの健康体

操の普及啓発を行う。 
Ⅳ ５ ① 

地域医療の連携強化 

地域支援事業 
在宅医療と介護が一体的に提供できるよ

うに地域医療の連携を強化する。 
Ⅳ ３ ① 

地域医療推進支援事業 
地域で安心して医療を受けることができ

るよう地域の医療体制の整備をする。 
Ⅳ ５ ④ 

高齢者家庭への緊急通報装置
の設置推進 

日常生活支援事業 

ひとり暮らしの高齢者等に対して、緊急

時、コールセンターに通報できる装置を設

置する。 

Ⅳ ３ ② 

地域福祉の推進 地域福祉活動推進事業 
地域福祉活動の基盤づくりとして、地域福

祉懇談会を実施する。 
Ⅳ ４ ② 

こうなん健康マイレージ事業

の推進 
健康推進事業 

健康づくりの取り組みを行って、県内の協

力店でサービスが受けられる、こうなん健

康マイレージ事業を推進する。 

Ⅳ ５ ① 

 

戦略プロジェクト（戦略政策に関連する事務事業） 
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地方分権や地方創生が進められる中、地方自治は国主導から地方主体のものへと移行してきてお

り、さらには、新たなまちづくりの担い手である、ボランティア、ＮＰＯ、地域企業などとの地域

連携を図った特色ある地方行政が全国で展開されています。 

地域課題の解決に向けて、既成概念にとらわれず、行政だけでなく地域の構成員と連携し、柔軟

性の高い行政運営を行い、多くの市民が問題意識を共有できるよう、その取り組みを広く公開・発

信する必要があります。 

そのため、市民協働、地域連携による行政運営を前提として、地域の構成員が広く行政に参加し、

互いの意見を交換し合うタウンミーティングなどの広聴事業及び市民参加事業を実施します。そし

て、このような参加の機会を通じて、地域の構成員がもつ様々な魅力を再発見し、地方創生の取り

組みとして具現化させ、特徴ある行政や江南市の魅力として、効果的なシティプロモーションにつ

なげていきます。また、限られた経営資源の効率的・計画的な運用と継続的な行政改革により、各

政策や事業を実現可能なものにします。 

これらの取り組みにより、知りたいと思う情報が明確に公開され、地域の構成員がそれぞれの得

意分野で力を発揮できる、市民協働による柔軟性の高い地方行政を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 
透明性・柔軟性の高い行政の実現 

 

基本方針 

 

※ サンプル ※ 
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戦略政策 
事務事業 

（戦略プロジェクト） 
事業内容 

分野別計画での 

位置づけ 

分野 柱 施策 

地域コミュニティの強化、協働

社会の構築 

市民活動推進事業 

市民活動団体の自発性と創意工夫性にあ

ふれた、公共性・創造性に富む事業に対し

公募により補助を行う。またＮＰＯ・ボラ

ンティア団体のガイドブックなどによる

市民への紹介や、ＮＰＯ関係の講座を開催

する。 

Ⅴ ３ ① 

地域団体支援事業 

区長・町内会が、地域内のまちづくりを円

滑に行うことができるよう、補助金等によ

り支援する。 

Ⅴ ３ ① 

まち・ひと・しごと地方創生の

推進 

まち・ひと・しごと創生総

合戦略推進事業 

まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状

況の管理及び地方創生に関する事業を推

進する。 

Ⅴ ３ ① 

ふるさと寄附金の推進と市内

企業の活性化 
ふるさと寄附事業 

ふるさと寄附金を市の事業に活用すると

ともに、寄附者に対する記念品を市内企業

からまかなうことにより、市内企業の活性

化を図る。 

Ⅴ ３ ① 

タウンミーティングの開催 広聴事業 

市民の市政に対する声を聴き、市政に反映

するために、タウンミーティングを実施す

る。 

Ⅴ ３ ② 

シティプロモーションの推進 
シティプロモーション事

業 

江南市の魅力(江南ブランド）を市内外に

ＰＲする。 
Ⅴ ３ ② 

情報公開の推進 ホームページ運営事業 
行政情報をオープンデータ化し、市民や民

間企業が有効活用できるよう公開する。 
Ⅴ ３ ② 

公共施設の見直しによる施設

の再配置とコスト縮減 

公共施設マネジメント推

進事業 

公共施設再配置計画に基づき、各施設の保

全計画の策定・管理や施設の適正配置を推

進する。 

Ⅴ ５ ③ 

公共施設整備事業基金管

理事業 

公共施設更新の際の財政負担が過大にな

らないよう、計画的に基金の積立てを行

う。 

Ⅴ ５ ③ 

戦略プロジェクト（戦略政策に関連する事務事業） 
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第１節 分野別計画の見方 

 

 

 

 

 

 

 

■表・グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

～と感じる市民の割合 ％ 
40.0 

（H28） 
50.0 60.0 市民満足度調査により測定。 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

      

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

   

第４章 分野別計画 

地域がどのようになっているか、市民がどのような生活を送っているか、10年後に実現をめざ

す、江南市のすがたを描いています。 

現状と課題 

 

資料：〇〇〇〇〇 

社会潮流やニーズの変化とあわせて、江南市の現状や課題をデ

ータとともに整理し、今後の方向性を明らかにしています。 

柱１ 快適な生活環境の維持 
 
― 環境保全 ― 

分野別計画の分野・柱・名称・略称を掲載しています。 

 全体目標：〇〇〇〇〇 

 個別目標①：〇〇〇〇〇 

１０年後のすがた 

「10年後のすがた」を実現するために、行政が果たすべき役割を明らかにしています。 

行政の使命 

成果目標 

【成果目標】 

〔全体目標〕市民と行政の協働により、「10 年後のすがた」の実現された状態を市民満足

度による数値目標で表したもの。数値は市民満足度調査により測定します。 

〔個別目標〕行政の取り組みにより、「10 年後のすがた」の実現された状態を統計等の具

体的な数値目標で表したもの。数値は統計等により測定します。 

〔行政の取り組み〕個別目標に対応する行政の基本施策及び施策内容、主な事務事

業を掲載しています。 
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 柱に関連する個別計画を掲載しています。 

市民協働事業 

市民協働の推進に向けて 

現在、市民参加により実施されている市民協働事業の事務事業名とその内容を掲載して 

います。 

全体目標の実現のため、今後予定している市民参加を促進させる仕組みづくりや 

取り組みを掲載しています。 

市民協働のモデル 

関連する個別計画 

◎ 分野別計画において、網掛けをしている用語については、 

注釈表記を予定しています。 
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Ⅰ まちづくり分野 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 快適な生活環境の維持【環境保全】 

自然と調和した環境負荷の少ない生活環境が保全され、快適な生活を送っている 

柱２ 限られた資源の活用【ごみ減量・処理】 

ごみ減量やリサイクルを取り入れた生活環境が実現し、市民が安心して暮らしている 

柱３ にぎわいあるまちづくりの推進【市街地整備】 

秩序ある都市計画により、美しくにぎわいのあるまちで生活している 

柱４ 生活を支える道路の整備と維持管理【道路】 

道路が整備され、人や車が安全・快適に通行している 

柱５ 生活にゆとりとうるおいを生む公園緑地推進【公園緑地】 

公園などが整備され、ゆとりとうるおいのある生活を送っている 

柱６ 公共下水道の普及促進【下水道】 

下水道が整備され、衛生的で快適な生活を送っている 

柱７ 浸水被害のないまちづくりの推進【治水】 

河川等が整備され浸水被害に遭うことがなく、安心して暮らしている 

柱８ 安心して住み続けられる住環境の確保【住環境】 

住環境が整備され、安心・安全な生活環境が確保されている 

柱９ 安全な水の安定供給【上水道】 

健全な経営と水道施設の整備により、安全な水道水が安定的に供給され、市民は安心して利用している 
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大気汚染 13 6 2 1 0 0 0 0 0 0

水質汚濁 11 8 3 7 5 4 3 2 8 10

土壌汚染 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

騒音 24 17 7 9 13 8 3 1 0 1

振動 1 3 1 0 0 0 2 0 0 0

地盤沈下 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

悪臭 7 6 1 1 3 1 1 0 0 0

小計 56 40 14 18 21 13 9 3 8 12

屋外燃焼行為 146 157 230 212 184 152 107 95 88 67

雑草除去 89 100 143 132 124 120 136 143 174 158

その他 49 105 134 127 149 140 117 116 97 124

小計 284 362 507 471 457 412 360 354 359 349

340 402 521 489 478 425 369 357 367 361

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

合計

Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度

法
律
で
定
め
ら
れ
た

公
害
の
苦
情
件
数

上
記
以
外
の

苦
情
件
数

　　　　　　　　　　年度
区分

Ｈ28年度

340

402

521

489

478

425

369

357

367

361

200 250 300 350 400 450 500 550

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

Ｈ27年度

Ｈ28年度

（件）

悪臭 振動 騒音 土壌汚染 水質汚濁 大気汚染

0

上記以外の苦情件数

 

 

 

 

 

パリ協定の発効により、温室効果ガスの削減は先進国から途上国まですべての国が取り組むべき

重要課題となっており、持続可能な社会の形成が必要とされています。また、高齢化の進展に伴う

空家・空地の増加により、管理されていない土地の周辺環境に及ぼす悪影響が問題になっています。 

江南市においては、地球温暖化防止のため、行政で温暖化対策実行計画に基づいた取り組みを行

っているほか、一部市民の間でクリーンエネルギーの導入が図られていますが、十分ではありませ

ん。また、生活環境の苦情は多種多様化しており、雑草や屋外燃焼行為等への苦情は年間300件を

超えていることから、生活環境を損なわないための意識の向上と迅速な対応が課題となっています。 

地球温暖化防止については、地球規模の問題であり、市が独自にできることは限られていますが、

市民一人ひとりが環境への加害者・被害者であることを自覚する必要があります。省エネルギー、

省資源、自然環境保全、環境監視などの取り組みにおいて、市民・事業者・行政の協働による幅広

い対応が求められています。 

■公害苦情件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公害苦情件数の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 快適な生活環境の維持 

― 環境保全 ― 

現状と課題 

 

資料：環境課 

資料：環境課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

日ごろから、省エネルギーや

再生可能エネルギーの導入

などにより、環境に配慮して

生活している市民の割合 

％ 
37.8 

（H28） 
57.0 72.0 市民満足度調査により測定。 

水質汚濁・騒音・悪臭など公

害のない快適な環境で生活

していると感じる市民の割

合 

％ 
57.6 

（H28） 
60.0 61.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

環境保全活動を行っている

市民の割合 
％ 

47.2

（H29） 
52.0 55.0 市民満足度調査により測定。 

市民１人当たりの二酸化炭

素排出量 

t-co2/

人.年 

5.70 

（H27） 
4.89 4.58 

温暖化の原因となる二酸化炭素排出量を測定するも

の。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

環境保全への意識の高

揚 

地球温暖化防止対策として住宅用太

陽光発電システム等の設置費補助金

を継続するとともに、ＬＥＤなどの省

エネルギー製品の導入及び普及促進

を図る。また、家庭や事業所で手軽に

取り組むことができる「緑のカーテ

ン」の実施を促進する。エコドライブ

などの二酸化炭素の排出を抑制する

取り組みを促進する。 

・温暖化防止事業 

 

１０年後のすがた 

自然と調和した快適な生活環境をめざし、公害苦情の少ないまちづくりが積極的に推進されている。

また、地球温暖化防止のため、クリーンエネルギーの導入が進み、市民・事業者の省エネルギー、省資

源への意識が向上し、日常生活や事業活動において環境に配慮した行動が根づいている。 

その結果、環境負荷の少ない生活環境が確保され、市民が安心して快適に暮らしている。 

環境負荷の少ない生活環境を確保するため、積極的な啓発、パトロールを実施し、迅速かつ適切な対

応により問題解決に当たる。また、市民・ＮＰＯ・事業者等と協働で、省エネルギー、省資源、自然環

境保全、環境監視などの幅広い取り組みをよりいっそう進め、市民の意識の高揚を図る啓発、活動支援

を積極的に行い、持続可能な社会の形成を推進する。 

行政の使命 

 

 全体目標：自然と調和した環境負荷の少ない生活環境が保全され、快適な生活を送っている 

 個別目標①：環境保全の意識が高まり、環境負荷の少ない生活・活動を営んでいる 

成果目標 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

公害苦情件数 件 
361 

（H28） 
182 146 良好な生活環境の程度を測定するもの。 

河川水質に係る BOD（生物

化学的酸素要求量）の環境基

準の達成割合 

％ 
50.0 

(H28) 
64.3 78.6 環境基準達成箇所数/環境基準測定箇所数 

大気中の窒素酸化物の量 ppm 
0.021 

（H27） 
 

 
大気の汚染状況を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

良好な生活環境の創出 良好な生活環境を創出するため、意

識啓発や自然環境の調査・監視を実

施するとともに、公害苦情等の相談

及び対策をする。 

・環境公害対策事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別目標②：良好な生活環境が創出され、公害・苦情の少ない快適な生活を送っている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●環境基本計画推進事業 

・市民の代表者や学識経験者によって構成する環境審議会において環境基本計画の進捗管理等を行

っています。 

●環境教育事業 

・環境学習アドバイザーを委嘱されたＮＰＯ・ボランティア団体等の会員が、市に環境学習プログ

ラムを登録し、そのプログラムを小中学校、保育園、その他各種団体等からの申込みを受けて、

講座を実施しています。 

 

 市民協働の推進に向けて 

●低炭素社会に向けた活動の実践 

・市民、事業者に対し、省エネルギー行動の普及促進、環境への配慮の啓発等を行います。 

●生活排水対策の推進 

・各家庭で排水対策に取り組んでいただくよう、環境フェスタ等で排水の処理方法の啓発を行いま

す。 

 

関連する個別計画 

 改訂版第二次江南市環境基本計画（H29～H33） 

 第三次江南市地球温暖化対策実行計画（H30～H34（予定）） 
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循環型社会形成の実現のため、廃棄物の発生抑制（リフューズ）、排出抑制（リデュース）、再

利用（リユース）、再生利用（リサイクル）の４Ｒが推進され、廃棄物等を貴重な資源としてより

いっそう有効活用するなど、循環を量の面から捉えるだけでなく質の面からも捉えて、地域全体に

よるごみ減量やリサイクルの取り組みが推進されています。 

江南市においては、平成28年度の１人１日当たりの家庭系可燃ごみの排出量は395gで、ここ数

年は減少傾向にあります。また、県内でいち早くごみ減量対策に取り組んできたため、リサイクル

率は全国的にみても高い水準を維持していますが、リサイクル事業を推進するにあたっては、市民

参加が不可欠なことから、分別指導員等の育成を積極的に進めています。また、ごみの排出が困難

な高齢世帯等の増加や大規模災害の発生予測に伴い、安心・安全なごみの収集・適正処理体制の確

保が課題となっています。一方、ごみ処理施設については、江南丹羽環境管理組合の焼却施設が老

朽化しているため、広域化による新ごみ処理施設建設に向けて取り組みを進めています。 

このようなことから、ごみに対する意識改革を提起することにより、市民・事業者・行政が協働

してごみ減量に取り組んでいくことが求められています。 

■１人１日当たり家庭系可燃ごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■リサイクル率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱２ 限られた資源の活用 

― ごみ減量・処理 ― 

現状と課題 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

ごみの減量やリサイクルに

取り組んでいる市民の割合 
％ 

60.7 

（H28） 
65.0 70.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

市民１人１日当たりの家庭

系可燃ごみ排出量 
ｇ 

395 

（H28） 
392 392 

家庭系可燃ごみ排出量が減っているかを測定するも

の。 

１事業所１年当たりの事業

系可燃ごみ排出量 
ｔ 

7.6 

(H27) 
7.4 7.4 

事業系可燃ごみ排出量が減っているかを測定するも

の。 

リサイクル率 ％ 
27.0 

（H27） 
28.0 28.0 

分別リサイクルに対して市民意識が向上しているかを

測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

ごみ減量と再利用の促

進 

ごみ減量の啓発を引き続き行い、環境

フェスタ、説明会、ボランティア分別

指導員養成講座、事業所訪問等で啓発

活動を実施する。 

・ごみ減量対策・ごみ減量作戦 

「57（コウナン）運動」事業 

 

１０年後のすがた 

循環型社会形成の意識が定着し、ごみ減量運動が市民・事業者・行政の協働により、地域全体で取り

組まれている。 

その結果、市民１人当たりのごみ排出量が減少し、快適で衛生的な生活環境の下で、市民が安心して

暮らしている。 

地域のごみ減量に関する意識の高揚と行動の促進を図るための啓発、組織や人の育成、活動支援を行

い、適正な分別リサイクルを行う。また、ごみ処理施設、し尿処理施設及び火葬施設については、適正

で効率的な運営を図り、新ごみ処理施設建設事業については、事業主体である尾張北部環境組合と連携

し、安心・安全なごみ処理施設の実現に取り組む。 

行政の使命 

 

 全体目標：ごみ減量やリサイクルを取り入れた生活環境が実現し、市民が安心して暮らしている 

 個別目標①：リサイクルが進み、市民が出す可燃ごみ量が減っている 

成果目標 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

特定家庭用機器等の不法投

棄台数 
台 

10 

(H28) 
10 10 

家電・パソコンの不法投棄が減っているかを測定する

もの。 

ごみ・し尿を速やかに収集、

処理することで、衛生的に暮

らしていると感じる市民の

割合 

％ 
 84.8 

（H29） 
88.0 90.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

ごみの適正な収集、運

搬、処分 

市民の生活環境を保全するため、ご

み等の収集及び処理を行い、ごみ処

理に関して、一部事務組合や関係団

体等と連絡・調整を図るとともに、

清掃業者等に対して業の許可や指導

を行う。 

・可燃ごみ収集運搬事業 

・分別ごみ収集運搬事業 

・尾張北部環境組合関係事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別目標②：ごみ、し尿、火葬が適正に処理され、市民の生活環境が保全されている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●ごみ減量対策・ごみ減量作戦「57（コウナン）運動」事業 

・市内各区が主体性をもって、ごみ集積場所を管理運営することにより、ごみの減量や分別に関す

る取り組みを行っています。 

・市民、事業者の協力の下、環境フェスタや分別指導員の養成・活動推進の取り組みを行っていま

す。 

市民協働の推進に向けて 

●ごみの発生（排出）抑制と再使用の取り組みの促進・ 

・食品ロスの削減に取り組むため、フードバンク活動の啓発などを行います。 

関連する個別計画 

 江南市ごみ処理基本計画（H27～H36） 

 江南市生活排水処理基本計画（H28～H37） 

 江南市分別収集計画（H30～H34（予定）） 

  
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人口減少・超高齢社会の進展に対し、今後も持続可能なまちづくりを行うための議論が盛んに行

われています。こうした社会情勢の変化に対応するために、国は都市再生特別措置法を改正し、医

療・福祉・商業等の生活利便施設の集約や公共交通による地域拠点のネットワーク化により、都市

形成を図る「コンパクト・プラス・ネットワーク」の実現に向けて具体的な取り組みを強化するこ

とを提言しています。 

江南市においては、以前より駅前・市街地の活性化が重要であると考える市民が多い中で、あわ

せて秩序あるまちなみの形成も重要であるという認識が高まってきており、現在の都市構造の再構

築を重要課題としたまちづくりへのニーズがさらに増大することが予想されます。 

持続可能な都市構造への転換を図るためには、都市基盤整備とともに、民間による多種多様な活

動と提案が必要不可欠であり、市民、事業者と行政が連携・協働することが重要です。都市計画マ

スタープランや新たに作成する立地適正化計画などに、コンパクトシティをより具体的に推進する

ための方策や、地域のニーズに合った交通ネットワークのあり方を示し、秩序ある都市計画の推進

を図ることが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

秩序ある、美しいまちなみが

形成されていると感じる市

民の割合 

％ 
22.0 

（H28） 
33.0 40.0 市民満足度調査により測定。 

 

柱３ にぎわいあるまちづくりの推進 

― 市街地整備 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

適切な市街地整備を進めることにより、地域の都市生活、経済活動が活性化し、まちづくり活動を積

極的に推進する団体が組織され、行政との協働による自立した多様なまちづくり活動が盛んに行われて

いる。 

その結果、秩序ある都市計画の推進がなされ、中心拠点や地域拠点に生活利便施設の集約化が進み、

拠点間の交通ネットワークが確保されていることで、市民がにぎわいと安らぎのある生活を送ってい

る。 

人口減少・超高齢社会を見据えたコンパクトシティの実現に向けて、市民と共有できるビジョンや方

策を都市計画マスタープランや立地適正化計画などに定め、秩序ある都市空間を創出するため、実現性

の高い都市計画を推進する。 

行政の使命 

 

 全体目標：秩序ある都市計画により、美しくにぎわいのあるまちで生活している 

成果目標 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

都市計画道路の整備率 ％ 
67.5 

（H28） 
69.1 70.9 

快適で便利な市街地整備が行われているかを、都市計

画道路の整備率で測定するもの。 

都市計画道路整備済延長/都市計画道路計画延長 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

秩序ある都市計画の推

進 

快適で持続可能な生活環境づくりを

目指し、土地利用のあり方や実現性の

高い都市施設整備の方針を都市計画

マスタープラン及び立地適正化計画

で示し、それらに関連する都市計画道

路等の整備を推進する。 

・都市計画基本図整備事業 

・都市計画マスタープラン及び 

立地適正化計画策定事業 

・街路整備促進事業 

・都市計画道路整備事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

駅前や市街地が整備され、

人々が集いにぎわっている

と感じる市民の割合 

％ 
11.3 

（H28） 
20.0 25.0 市民満足度調査により測定。 

江南駅・布袋駅の１日乗降客

数 
人 

35,100 

（H27） 
35,800 36,200 市街地のにぎわいを、駅の乗降客数で測定するもの。 

布袋南部土地区画整理事業

の進捗率 
％ 

96.4 

（H27） 
100.0 － 

快適な住環境の整備が行われているかを、布袋南部土

地区画整理事業の進捗率で測定するもの。 

執行済額/総事業費 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

中心拠点の基盤整備 布袋駅付近において、土地区画整理

や鉄道の高架化とあわせて道路及び

駅前広場等の都市基盤整備を行うこ

とにより、交通環境を改善し、良好

な市街地を形成する。 

江南駅付近においては、布袋駅付近

での事業効果を検証し、地域の声を

参考にして、都市基盤整備の検討を

進める。 

・交通結節点整備事業 

・布袋駅付近鉄道高架化整備事業 

・布袋地区まちづくり支援事業 

・布袋南部土地区画整理事業 

 

 個別目標①：適正な都市計画により、秩序があり美しく、快適なまちづくりが行われている 

 個別目標②：魅力的で快適な市街地が整備され、多くの市民でにぎわっている 



第６次江南市総合計画 

64 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

誰もが公共交通により市内

の必要な場所に行くことが

でき、便利に暮らしていると

感じる市民の割合 

％ 
16.9 

（H28） 
22.0 27.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

市民の足の確保 市民の移動手段の確保のため、市のま

ちづくりの方向性に沿った公共交通

を確保する。 

・いこまいＣＡＲ運行事業 

・バス関連事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●布袋地区まちづくり支援事業 

・まちづくり団体への事業補助及び活動支援を行っています。 

市民協働の推進に向けて 

●地域による公共交通の検討支援 

・新たな公共交通に対する地域の課題などについて、地域が主体となって検討することに対して支

援します。 

関連する個別計画 

 江南市都市計画マスタープラン（H31～H40（予定）） 

 江南市緑の基本計画（H31～H40（予定）） 

 江南市立地適正化計画（H32～H51（予定）） 

 江南市中心市街地活性化基本計画（H15～） 

 都市再生整備計画 布袋地区（H16～H35） 

 江南布袋南部土地区画整理事業 事業計画（H7～H34） 

 個別目標③：市民の足が確保できている 
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近年、厳しい財政状況が続く中で、公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっています。 

江南市においても、道路や橋梁等の道路施設は、高度成長期以降に集中的に整備されたものが多

く、今後急速に老朽化が進展し、一斉に改修・更新が必要となる見込みで、維持管理費用が増大す

ることが課題となっています。 

道路施設は市民生活に直結した都市基盤であるため、劣化や異常を早期に発見し、軽微なうちに

対策を行う予防保全の考えを取り入れ、中長期を見通した計画的な維持管理の実施により、コスト

縮減・平準化を図りつつ、地域の道路網の安全性・信頼性を確保することが求められています。 

■道路施設の更新費用の将来見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：土木課 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱４ 生活を支える道路の整備と維持管理 

― 道路 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

交通量の多い生活道路を中心に、道路が整備され、適切に維持管理されている。 

その結果、道路を安全に通行することができ、市内で安心して活動し、生活できている。 

安全で安心できる道路づくりの推進と計画的・効率的な道路整備を実施する。また、道路の良好な環

境を保つため、適切な維持管理を実施する。 

行政の使命 

 

12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.1 12.2 

0.2 0.2 0.2 0.9 0.2 0.6 0.2 0.4 0.2 0.2 0.6 0.2 0.4 

12.3 12.3 12.3 

13.0 

12.3 

12.7 

12.3 
12.5 

12.3 12.3 

12.7 

12.3 

12.6 

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 H32年 H33年 H34年 H35年 H36年 H37年 H38年 H39年

（億円）

道路 橋梁 平均推計事業費

平均推計事業費 12.5億円/年

12.5
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

道路が整備され、人や車が安

全に通行していると感じる

市民の割合 

％ 
27.7 

（H28） 
42.0 50.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

道路占用料等の収納率 ％ 
99.9 

（H28） 
100.0 100.0 道路占用料等収納額/道路占用料等調定額 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

適正な道路等の財産管

理 

道路等に関する台帳整備、使用許可など

の財産管理や不法投棄物の撤去、環境美

化活動などの保全管理を実施する。 

・道路台帳整備事業 

・道路・河川占用・公共用物使用

許可事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

側溝整備率 ％ 
67.1 

（H28） 
68.6 69.4 側溝延長/道路実延長×2 

舗装整備率 ％ 
92.7 

（H28） 
93.1 93.3 舗装済延長/道路実延長 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

道路施設の整備及び維

持管理 

道路施設の長寿命化を推進するため、計

画的に点検や修繕等を実施する。また、

地元からの要望をもとに、整備の必要性

や事業効果を勘案し、道路側溝・舗装等

工事を施工する。 

・道路施設長寿命化事業 

・道路側溝・舗装工事等事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全体目標：道路が整備され、人や車が安全・快適に通行している 

 個別目標①：道路などの財産が適切に管理され、快適に利用している 

 個別目標②：道路施設が整備され、円滑な通行が確保されている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●道路維持管理事業 

・市民などが道路の清掃に参加することで愛着をもち、道路が良好な環境に保たれています。 

関連する個別計画 

 江南市公共施設等総合管理計画（H28～H67） 

 江南市道路施設長寿命化計画（H29～） 

 江南市橋梁長寿命化修繕計画（H24～H33） 

 江南市都市計画マスタープラン（「江南市緑の基本計画」含むH31～H40（予定）） 

 江南市中心市街地活性化基本計画（H15～） 

 改訂版第二次江南市環境基本計画（H29～H33） 

成果目標 
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地震

地蔵山児童遊園、草井児童遊園、布袋児童遊園、二子
山児童遊園、交通児童遊園、古知野中児童遊園、北山
児童遊園、小鹿児童遊園、白山児童遊園、（仮称）大間
児童公園、曼陀羅寺公園、中央公園、蘇南公園、江南
緑地公園（中般若・草井）、江南花卉園芸公園（フラワー
パーク江南）

大規模な火事
交通児童遊園、（仮称）大間児童公園、中央公園、蘇南
公園、江南緑地公園（中般若・草井）、江南花卉園芸公
園（フラワーパーク江南）

 

 

 

 

 

都市における緑とオープンスペースは、少子化・超高齢社会の進展や子育て支援の重要性の高ま

りを受けて、ゆとりとうるおいのある生活を実現するために、また、近年発生が危惧されている各

種災害時にも、その災害の拡大防止、緊急時の避難場所、復旧復興活動の拠点などとして極めて重

要な役割を担っています。 

江南市においては、平成27年度末の市民１人当たりの都市公園面積は3.8㎡で、特に市街地で低

く、愛知県平均8.0㎡、全国平均10.3㎡を大幅に下回っており、今後も用地確保などの困難な問題

もあり、公園整備については厳しい状況です。 

一方で、公園緑地に対する市民ニーズは多様化し、よりきめ細やかな対応が求められ、また、多

種多様な公園施設は、設置から年数が経過したものが多く老朽化が進んでおり、修繕などの負担も

増大しています。 

このようなことから、特に市街地における計画的な公園緑地の整備を進めるとともに、地域と行

政の協働による維持管理の実施、安心・安全な公園施設を維持するための計画的な改修・更新を推

進していくことが求められています。 

■江南市内の公園など（平成27年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■指定緊急避難場所に指定された公園など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱５ 生活にゆとりとうるおいを生む公園緑地推進  

― 公園緑地 ― 

現状と課題 

  

種別 箇所数 面積

都市公園 16箇所 387,874㎡

その他公園 12箇所 23,377㎡

児童遊園 9箇所 16,584㎡

遊園地 16箇所 8,875㎡

緑地 19箇所 2,890㎡

広場等 10箇所 16,929㎡

合計 82箇所 456,529㎡ 資料：まちづくり課 

資料：防災安全課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

公園などが整備され、ゆとり

とうるおいのある生活を送

っていると感じる市民の割

合 

％ 
33.4 

（H28） 
37.0 40.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

市民１人当たりの都市公園

面積 
㎡ 

3.9 

（H28） 
5.0 7.0 都市公園供用面積/人口 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

都市公園等の整備推進 市民に憩いの場や遊びの場を提供す

るため、公園緑地等を整備する。 

・木曽川上流域整備促進事業 

・公園等整備事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

花いっぱい運動実施箇所数 箇所 
33 

（H28） 
35 37 市民による緑化活動の状況を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

計画的な緑化の推進 ゆとりとうるおいのある生活環境を

形成するため、緑化を推進する。 

・緑化推進事業 

 

１０年後のすがた 

公園緑地の整備が進み、それらが地域によって大切に管理され、また、地域を挙げて緑化に取り組ん

でいる。 

その結果、緑豊かな環境でゆとりとうるおいのある生活を送っている。 

緑の基本計画などに基づき、計画的な公園整備を行うとともに、地域との協働による緑化の推進及び

公園緑地の維持管理を行う。また、公園施設長寿命化計画に基づいた計画的な公園施設の改修・更新を

行い、ライフサイクルコストの縮減を図る。 

行政の使命 

 

 全体目標：公園などが整備され、ゆとりとうるおいのある生活を送っている 

 個別目標①：都市公園等が整備され、気軽に利用できる公園が身近にあると感じている 

成果目標 

 個別目標②：都市緑化が推進され、ゆとりとうるおいのある生活を送っている 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

地域で管理されている公園

緑地等の数 
箇所 

43 

（H28） 
45 46 

公園緑地等が地域で愛着をもって適正に管理されてい

るかを測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

適正な公園緑地等の維

持管理 

公園緑地等を安心して安全に利用す

ることができるよう、公園緑地等の維

持管理をする。 

・公園等維持管理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●緑化推進事業 

・花いっぱい運動事業やシンボルツリー配付事業などの推進により、地域による緑化をいっそう進

めていきます。 

●公園等維持管理事業 

・地域が公園に愛着をもち、より適正な管理が行われるように、地域による維持管理を推進してい

きます。 

市民協働の推進に向けて 

●愛着の湧く公園づくりと地域による維持管理の推進 

・愛着の湧く公園緑地の整備・利用促進を図り、地域による維持管理につながる取り組みを進めま

す。 

関連する個別計画 

 江南市都市計画マスタープラン（H31～H40（予定）） 

 江南市緑の基本計画（H31～H40（予定）） 

 江南市立地適正化計画（H32～H51（予定）） 

 江南市中心市街地活性化基本計画（H15～） 

 木曽川左岸公園計画（H7～） 

 江南市公共施設等総合管理計画（H28～H67） 

 江南市公園施設長寿命化計画（H25～H34） 

 個別目標③：地域で維持管理される公園緑地等が増え、適正に利用されている 
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20世紀の下水道事業は水害防止、公衆衛生の改善、水質汚濁の防止の観点から推進されてきまし

たが、21世紀には地球環境問題への関心が高まっており、国も「都道府県構想」策定の要件に汚水

処理の今後10年程度での概成を掲げるなど、公共下水道の整備促進が求められています。 

江南市では、下水道整備の事業着手が平成５年度と遅かったため、平成28年度末の下水道普及率

は32.1％（愛知県平均76.5％※H27年度末）と近隣市町と比べても低い水準であり、市街化区域の整備

が終わるまでには、まだ数年かかることが見込まれます。また、郊外を流れる五条川のＢＯＤ値は

平均2.3mg/Lですが、市街地を流れる般若川のＢＯＤ値は平均10.4mg/Lと高く、汚れが目立つな

ど、河川の水質改善が急務となっています。こうしたことから、できるだけ早急に下水道整備を進

めるとともに、整備された区域においては早期に接続することが望まれます。 

昔のように魚の棲める水のきれいな河川環境を再生するため、最大限にコスト縮減を図りつつ費

用対効果の高い手法により、下水道の整備を進めていくことに加えて、長期的な視点に立った下水

道経営の健全化を図ることが求められています。 

■下水道整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱６ 公共下水道の普及促進 

― 下水道 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

供用開始されている区域の大部分が下水道に接続されている。 

その結果、下水道整備区域内の側溝には、雨水のみが流れ、市民は衛生的で快適な暮らしをしている。 

下水道使用料、受益者負担金等の賦課徴収事務を適正に行い、健全で持続可能な下水道経営及び計画

的な下水道整備の推進を図る。下水道接続に対する市民の理解を深めてもらうため、啓発活動を行う。 

行政の使命 

 

23,717 

25,307 

27,384 

29,573 

32,360 

23.4 

25.0 

27.1 

29.3 

32.1 

5.0
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20.0

25.0
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10,000

15,000
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35,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 Ｈ28年度

（％）（人）

下水道整備区域内人口 下水道普及率
資料：下水道課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

下水道や浄化槽が整備され、

衛生的で快適な生活を送っ

ていると感じる市民の割合 

％ 
46.7 

（H28） 
49.0 50.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

下水道使用料の収納率 

（現年度） 
％ 

99.6 

（H27） 
  下水道使用料収納額/下水道使用料調定額 

受益者負担金の収納率 

（現年度） 
％ 

99.4 

（H27） 

  
受益者負担金収納額/受益者負担金調定額 

下水道整備区域内の水洗化

率 
％ 

69.6 

（H28） 
80.5 87.9 

H28末時点下水道整備区域内の接続人口/H28末時点

下水道整備区域内人口 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

下水道事業の健全な経

営 

下水道事業の健全経営のため、下水道

使用料、受益者負担金及び分担金の賦

課、徴収等の事務を行い、財源を確保

する。また、下水道に対する市民の理

解を深め普及促進を図るため、啓発活

動を行う。 

・下水道経営事業 

・下水道使用料賦課徴収事業 

・受益者負担金等賦課徴収事業 

・下水道啓発事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

下水道普及率 ％ 
32.1 

(H28) 
56.6 62.4 下水道整備区域内人口/行政人口 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

下水道管きょの建設・

維持管理及び普及促進 

下水道整備区域を拡大するため、計

画的な下水道施設の整備を行い、適

切な維持管理を行う。また、市民が

下水道へ接続するため、申請受付、

完了検査等に関する事務を行う。 

・実施設計測量委託事業 

・管きょ布設事業 

・下水道施設維持管理事業 

・排水設備関連事業 

 

 全体目標：下水道が整備され、衛生的で快適な生活を送っている 

 個別目標①：下水道使用料、受益者負担金の収納率及び接続人口の向上により、健全で安定した
下水道事業が経営されている 

成果目標 

 個別目標②：下水道が整備され、生活環境が向上している 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●下水道啓発事業 

・市民に下水道接続の意義や環境への意識を深めてもらうため、地元説明会や県と連携した出前講

座を行っています。また、小中学生が、日本下水道協会主催のコンクールに、書道、ポスターな

どを出展しています。 

関連する個別計画 

 江南市公共施設等総合管理計画（H28～H67） 

 公共下水道事業基本計画（H21～H37） 

 江南市生活排水処理基本計画（H28～H37） 

  
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近年、地球温暖化やヒートアイランド現象等による集中豪雨や毎年発生する台風の影響により、

全国で多くの浸水被害が発生しています。 

江南市においても、都市化が進むとともに、保水機能をもつ田畑が減少しており、浸水被害が多

く発生するようになりました。 

このような中、河川が整備されて、安心して暮らしていると感じる市民の割合は半数程度に留ま

っており、河川・排水路の改修や雨水貯留浸透施設の設置は依然、課題になっています。 

今後は、公共施設への雨水流出抑制施設の整備や河川・排水路の改修などの治水対策を推進する

ことで、市民が安心して暮らすことができる、浸水被害のないまちづくりが求められています。 

■雨水流出抑制施設整備率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■雨水貯留浸透施設設置費補助金申請累計件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱７ 浸水被害のないまちづくりの推進 

― 治水 ― 

現状と課題 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

河川等が整備され、安心して

暮らしていると感じる市民

の割合 

％ 
48.7 

（H28） 
60.0 67.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

雨水流出抑制施設整備率 ％ 
65.4 

（H28） 
69.3 77.0 雨水流出抑制施設整備済件数/計画件数 

雨水貯留浸透施設設置費補

助金申請累計件数 
件 

1,132 

（H28） 
2,190 2,980 市民が担う治水対策の取り組み状況を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

雨水流出抑制機能の強

化と河川・排水路の改

修整備 

浸水被害を軽減するため、学校等の公

共施設への雨水流出抑制施設を順次

整備する。また、総合治水対策を推進

するため、市民が担う雨水貯留浸透施

設の設置に対し、補助金を交付する。 

・雨水貯留施設整備事業 

・雨水流出抑制事業 

 

１０年後のすがた 

青木川放水路事業、市内の河川の調節池整備や河川改修事業、公共施設への雨水流出抑制施設整備、

市民が担う雨水貯留浸透施設の設置など、流域の総合治水対策が進み、浸水被害が軽減されている。 

その結果、浸水被害に対する不安が解消され、市民が安心・安全に暮らしている。 

国・県・近隣自治体などとの関係機関と一体となって、河川の調節池整備や河川・排水路の改修を進

める。 

降雨時の河川や排水路への負担を軽減するため、公共施設への雨水流出抑制施設設置を進める。 

また、市民に対し雨水貯留槽、浸透トレンチ、雨水浸透桝、透水性舗装などの浸透施設と浸水防止施

設の普及を図る。 

行政の使命 

 

 全体目標：河川等が整備され浸水被害に遭うことがなく、安心して暮らしている 

 個別目標①：雨水流出抑制機能の強化と河川等の改修整備がされ、浸水被害が軽減している 

成果目標 



第Ⅲ部 基本計画 

75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●雨水流出抑制事業 

・降雨時の河川や排水路への負担を減らすため、宅地開発などの場合、事業者が特定都市河川浸水

被害対策法や江南市雨水流出抑制基準に基づき対策することで、敷地からの雨水の流出を抑制し

ています。 

・降雨時の河川や排水路への負担を減らすため、市民等が雨水タンクなどの雨水貯留浸透施設を設

置することで、敷地からの雨水の流出を抑制しています。 

●総合治水対策事業 

・河川や排水路の美化意識を高めるため、市民と行政が一体となり、川と海のクリーン大作戦を実

施しています。 

関連する個別計画 

 第３次江南市総合治水計画（H22～H52） 

 公共下水道事業基本計画（H21～H37） 
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建築物に対する地震など災害からの安全の確保、適切な管理が行われていない空家等に関する問

題、高齢化社会の進展に伴う市街地への居住空間の確保など、人々の住環境へのニーズは多様化し、

関心が高まりつつあります。 

特定行政庁（限定特定行政庁）である江南市においても、民間指定確認検査機関や市民からの建

築相談、関係法令などについての相談が増加しています。また、地震対策や空家等に関する住環境

に不安を感じている市民も多く、木造住宅の耐震改修の早期実施、減災化の対応、空家等対策の推

進など、安心・安全な住環境の確保が課題となっています。 

このようなことから、耐震・減災事業に対する補助制度の継続や、専門的技術をもつ職員や豊富

な知識・経験をもつ民間組織と行政の連携が求められています。また、住宅に困窮する方が安心し

て暮らせる住環境の提供や、公共施設の安全性・快適性の確保なども求められています。 

■耐震診断と耐震改修の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱８ 安心して住み続けられる住環境の確保 

― 住環境 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

民間組織と行政が連携を図り、効果的な開発・建築指導がなされ、耐震及び空家等への取り組みが進

められている。また、公共施設は、バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化され、有効に利用されて

いる。 

その結果、住環境が整備され、市民は安心・安全な生活環境の下で暮らしている。 

安心・安全な住環境を構築するため、専門的技術・知識や経験をもつ市民や民間組織と連携し、耐震

改修、空家等対策、街なか居住、既存公共施設の有効利用とバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化

を推進する。 

行政の使命 

 

資料：建築課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

住環境が整備され、安心・安

全な生活環境が確保されて

いると感じる市民の割合 

％ 
54.0 

（H28） 
57.0 60.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

民間での建築確認割合 ％ 
99.0 

（H28） 
99.0 99.0 

安心・安全な住環境づくりに寄与する、民間組織での

建築確認の割合を測定するもの。 

耐震診断の診断実施済棟数 棟 
2,580 

（H28） 
3,500 4,000 住宅に対する防災意識を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

適切な開発許可と建築

指導、木造住宅耐震化

の促進及び空家等対策

の推進 

良好な生活環境を確保するため、建 

築に関する審査、指導や建築物の耐 

震化を促進、空家等に関する施策を 

推進する。 

・建築確認審査等事業 

・民間木造住宅耐震診断事業 

・民間木造住宅耐震補強事業 

・耐震改修促進計画事業 

・空家等対策推進事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

市営住宅の入居割合 ％ 
100.0 

（H28） 
100.0 100.0 

市営住宅に対する需要を測定するもの。 

入居戸数/市営住宅戸数 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

市営住宅の整備・維持

管理及び市有建築物の

整備 

住宅に困窮する低額所得者が、健康

で文化的な生活を営むことができる

ようにするため、市営住宅を供給す

る。また、公共施設の安全性及び快

適性を確保するため、市有建築物の

新築、改修、修繕等の設計及び工事

の監督をする。 

・市有建築物建設・改修・修繕等の設

計及び工事の監督事業 

・住宅維持・管理事務 

・市営住宅長寿命化事業 

 

 全体目標：住環境が整備され、安心・安全な生活環境が確保されている 

 個別目標①：住環境に関する民間組織と行政との協働による取り組みは、安心・安全への住民意
識を高揚させている 

成果目標 

 個別目標②：住民による施設運営への参加により適切に整備・維持管理された市営住宅が供給 
され、安心・安全な生活環境が確保されている 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●耐震改修促進計画事業 

・自主防災訓練の際に、無料耐震診断及び耐震改修工事等補助金の広報活動を防災リーダー会が行

っています。 

●空家等対策推進事業 

・空家等対策の協議会の委員として市民が参加しています。 

●住宅維持・管理事務 

・共用部分の清掃などの市営住宅の維持管理について、入居者が積極的に行っています。 

・ 

● 

・ 
関連する個別計画 

 江南市公共施設等総合管理計画（H28～H67） 

 江南市公営住宅等長寿命化計画（H22～H30） 

 江南市耐震改修促進計画（H20～H32） 

 江南市都市計画マスタープラン（H31～H40（予定）） 

 江南市空家等対策計画（H30～）（予定） 
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都市の成熟化に伴い水道施設の老朽化が進む中、大規模地震発生時において被害を可能な限り抑

制し、速やかにかつ高いレベルで水道事業が果たすべき機能を維持・回復することができるよう、

水道施設の耐震化を喫緊に進めていく必要があります。また、人口減少社会が到来し給水収益が減

少する中、将来にわたって安定的に事業を継続していくために、なおいっそうの経営基盤強化が求

められています。 

江南市においても、「安全な水の安定供給」に対して８割強の市民が満足している中、この資産

を健全な状態で次世代に引き継いでいくために、新たに常用水源として位置づけた水源施設並びに

老朽管及び基幹管路の耐震化更新を進めています。 

今後は、施設・設備に関する投資計画と財源計画をもとに、収入と支出が均衡するよう調整した

長期の収支計画を策定するとともに、なおいっそうの効率化、経営健全化に取り組んでいくことが

求められています。 

■総収支比率の推移               ■管路耐震適合率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

安全な水が安定して供給さ

れていると感じる市民の割

合 

％ 
81.2 

（H28） 
85.0 88.0 市民満足度調査により測定。 

 

柱９ 安全な水の安定供給 

― 上水道 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

健全な経営と水道施設の計画的かつ適正な更新、維持管理が行われている。 

その結果、安全で良質な水道水が安定的に供給され、市民が安心・安全に暮らしている。 

健全な経営と水道施設の整備を行い、安全で良質な水道水を安定供給する。 

行政の使命 

 

 全体目標：健全な経営と水道施設の整備により、安全な水道水が安定的に供給され、市民は安心
して利用している 

成果目標 
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40.0

45.0

50.0

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

（%）

113.3

105.9

99.0

103.0

90.0

100.0

110.0

120.0

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

（%）

資料：水道課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

水道料金の収入率 

（現年度） 
％ 

99.7 

（H27） 

 
 水道料金収入額/水道料金調定額 

総収支比率 ％ 
103.0 

（H27） 
100.0 100.0 

水道事業の経営状況を測定するもの。 

水道事業総収益/水道事業総費用 

（長期前受金戻入収益化分を除く。） 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

水道事業の健全な経営 水道事業の経営健全化を図るため、適

正な会計処理とともに、公平かつ公正

な水道料金の徴収により財源を確保

する。 

・水道料金賦課等事業 

・水道料金等取扱業務委託事業 

・企業会計管理事業 

・(予定)経営戦略策定事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

管路耐震適合率 ％ 
49.3 

（H27） 
59.4 64.1 

管路の耐震適合整備状況を測定するもの。 

耐震適合延長/総延長 

水質基準適合率 ％ 
100.0 

（H27） 
100.0 100.0 

水質基準に適合する水を供給しているかを測定するも

の。 

水質基準適合検体数/測定総検体数 

有収率 ％ 
93.5 

（H27） 
94.0 94.4 

収入を伴う水量と配水した水量の状況を測定するも

の。 

有収水量（収入があった水量）/配水量 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

水道施設の整備と水道

水の安定供給 

安全な水の安定供給を図るため、計

画に基づき水道施設の更新を実施す

るとともに、適切な維持管理を行う。 

・基幹管路更新事業 

・配水管布設・改良事業 

・施設維持管理事業 

・取水、配水事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別目標①：水道事業が適正に運営され、健全な経営が行われている 

 個別目標②：水道施設が整備され、安定した水道水が供給されている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●（仮称）江南市水道事業経営審議会の設置・開催 

・市民・団体・学識経験者等が参加し、協働により経営に関する重要事項について調査、審議を行

っていきます。 

関連する個別計画 

 江南市水道ビジョン（H24～H38） 

 江南市水道事業基本計画（H24～H38） 

 経営戦略（H30・31策定予定） 

 第１次基幹管路更新計画（H29～H43） 

 第３次配水管改良計画（H28～H37） 
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Ⅱ ひとづくり分野 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 地域が支える子育て支援の推進【子育て】 

地域を含めた子育て支援により、楽しく、安心して子育てしている 

柱２ 地域に開かれた快適で安全な学校づくりの推進【学校教育】 

子ども一人ひとりに幅広い分野の教育が提供され、社会性、学力・体力が身についている 

柱３ 心豊かな子どもの育成支援の推進【教育環境】 

良好な教育環境が構築された社会の中で、子どもの健全な育成が図られている 

柱４ 生きがいをもって暮らせる生涯学習環境の整備【生涯学習】 

市民が生涯にわたって学習し、その能力を発揮する環境が整っている 

柱５ 地域の特色を活かした芸術・文化・交流の推進【文化・交流】 

市民の芸術文化活動や在住外国人との交流が活発に行われている 

 

江南市の 
いいところ 

市長だったら 
やってみたいこと 
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核家族化の進展や地域のつながりの希薄化による育児不安や子育て家庭の孤立化、女性の社会進

出に伴う共働き家庭の増加、就労環境の多様化等により、子どもや子育てをめぐる環境は大きく変

化しています。急速な少子化が進展する中で、子どもと家庭を取り巻く環境は依然として厳しく、

増加する児童虐待への対策など国や地域を挙げて子ども・子育てを支援することが時代の要請、社

会の役割となっています。このような社会背景の下、平成27年度から、幼児期の学校教育や保育の

総合的な提供や量の拡充、地域の子育て支援の充実をめざし「子ども・子育て支援新制度」が始ま

りました。 

江南市においても、少子化が進んでいるにも関わらず、低年齢児保育や放課後児童の居場所確保

へのニーズは高く、休日保育、病児・病後児保育の実施等も課題となっています。また、子育て家

庭のニーズに応えられるよう各種保育・子育て支援サービスの充実などに取り組むとともに、子育

ての不安を軽減し、子育ての楽しさを実感できるよう、きめ細やかな相談体制の充実や親と子の居

場所づくり、地域の子育て環境づくりが求められています。 

■３歳未満の人口・保育所入所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■児童虐待認定件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 地域が支える子育て支援の推進 

― 子育て ― 

現状と課題 

  

2,552 2,521 2,523 2,421 2,355 2,313 

451 428 451 504 511 511

0

1,000

2,000

3,000

H 2 3年 H 2 4年 H 2 5年 H 2 6年 H 2 7年 H 2 8年

人口 入所児童数

（人）

資料：子育て支援課 

 

資料：一宮児童相談センター 
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一宮児童相談センター管内 江南市

（人）
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

保育サービスが充実してお

り、安心して子育てしている

と感じる市民の割合 

％ 
23.2 

（H28） 
30.0 40.0 市民満足度調査により測定。 

学童保育や子育て相談・育児

教室などの子育て支援を受

け、楽しく子育てしていると

感じる市民の割合 

％ 
22.1 

（H28） 
25.0 30.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

保育所入所申込者のうち、入

所できた児童数の割合 
％ 

99.7 

(H28) 
100.0 100.0 

保育ニーズに対する充足率を測定するもの。 

入所児童数／保育所入所申込者数 

ファミリー・サポート・セン

ター援助員数 
人 

97 

(H28) 
120 130 

子育て支援の協力体制がどの程度整っているかを測定

するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

働きながら子育てする

家庭への保育・育児支

援 

保護者の就労状況に応じて、安心して

子どもを生み育てられる環境を整備

するため、子育て支援施策を推進す

る。 

・保育園保育事業 

・子ども・子育て支援推進事業 

 

１０年後のすがた 

子どもの最善の利益が尊重され、子育て支援に関わる団体や支援者など、様々な担い手によって活発

な活動が行われており、子育てを地域全体で支援し、地域で安心して子育てができる環境が整備されて

いる。また、様々な情報媒体により、子育てに関する情報が手軽に入手できる環境が整備されている。 

その結果、保護者が、仕事と生活が調和した暮らしを実現し、子育てを経験することを通じて、親と

しての成長を実感し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるようになってい

る。 

子育て家庭が孤立することなく、子育て中の親子が身近な場所で気軽に交流することで、子育ての不

安や悩みを解消でき、地域の中で家庭の力を高められるようにするため、相談体制の強化、計画的な子

育て支援施設の整備を図る。また、子どもの年齢や親の就労状況などに応じた、教育・保育や子育て支

援の選択肢を増やすとともに、民間や各種団体に積極的に働きかけ、協働体制を強化することにより、

多様なニーズに対応し、より充実した子育て環境の推進を図る。 

行政の使命 

 

 全体目標：地域を含めた子育て支援により、楽しく、安心して子育てしている 

 個別目標①：働きながら子育てする家庭が、安心して育児ができている 

成果目標 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

対象児童１人あたりの子育

て支援センター（子育てサロ

ン）利用回数 

回/人 
10.2 

(H28) 
10.5 11.0 

親同士の交流・情報交換等の場としてどれくらい利用

されているかを測定するもの。 

延べ利用人数／3歳未満人口 

家庭児童相談等件数 件 
2,815 

(H28) 

 
 

子育て不安や家庭での問題に対する相談体制の充実度

を測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

子育て不安の解消 子どもの健全育成のため、子育てや

家庭の問題について相談を行い、不

安の解消を図る。また、江南市要保

護児童対策地域協議会を中心に虐待

防止ネットワークを強化し、関係機

関相互の連携を取り、児童虐待に関

する情報の共有と、早期発見・早期

対応を図る。 

・家庭児童相談事業 

・要保護児童対策地域事業 

・児童虐待防止対策緊急強化事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

学童保育の利用対象学年 学年 

小学 

1～4年 

（H28） 

小学 

1～6年 

 

小学 

1～6年 

 

子どもの居場所の確保の充実を測定するもの。 

放課後子ども教室数 校 
6 

（H28） 
7 10 

子どもの居場所の確保の充実を測定するもの。 

（市内の小学校（10校）のうち、放課後子ども教室を

実施している学校の数） 

対象児童１人当たりの児童

館活動参加回数 
回/人 

8.9 

（H28） 
9.0 9.0 

児童館の利用状況を測定するもの。 

延べ利用人数／小学生以下人口 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

遊びを通じた楽しく豊

かな子育ての実現 

児童の健康の増進や豊かな情操の育

成を図り、安全な活動場所の提供をす

るため、児童館活動や放課後の居場所

づくりを推進する。 

・放課後児童健全育成事業 

・放課後子どもプラン事業 

・児童館活動事業 

 

 個別目標②：子育て不安が解消でき、楽しく育児ができている 

 個別目標③：異年齢児との交流や親子での遊びを通じ、子どもが健全に育っている 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

ひとり親家庭への就労教育

支援件数 
件 

7 

(H28) 
10 15 

ひとり親家庭が自立するため必要な就労支援の充足度

を測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

子育てに困っている家

庭への経済支援等 

ひとり親家庭が直面している困難を

解消するため、経済的な支援を行う

とともに、生活の支援に関する相

談・情報提供の充実を図る。また、

経済的に自立し、安定した生活を送

れるよう、キャリアアップにつなが

る教育の支援をする。 

・児童・遺児手当等事業 

・母子・父子家庭自立支援給付事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●ファミリー・サポート・センター事業 

・子育ての手助けを必要とする保護者に援助会員を紹介しています。多様化する援助内容に対応す

るため事業のＰＲにより、登録援助会員の増員を図っています。 

●児童委員事業 

・地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、児童委員が子どもたちを見守り、子育ての

不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行っています。 

市民協働の推進に向けて 

●子ども会活動支援の推進 

・ジュニアボランティアクラブの育成を推進し、子ども会との連携を図ることで、各種団体の活性

化を支援していきます。 

関連する個別計画 

 江南市子ども・子育て支援事業計画 （H27～H31） 

 個別目標④：支援が必要な子育て家庭が自立して子育てができている 
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現在、子どもたちの教育環境を取り巻く状況は、児童・生徒数の減少、複雑化する社会状況の変

化、多様な価値観をもった人々との交流や体験の減少等を背景に、子どもたちの規範意識や社会性

の低下、生活習慣の乱れによる学習意欲や体力、気力の低下が課題として指摘されており、児童・

生徒への対応についての重要性が増しています。 

江南市においては、教育の機会均等、基本的な学習態度の育成、基礎学力の充実、正しい生活習

慣の確立等を身につけさせるため、補助教員の全校配置、特別支援学級等支援職員の配置の人的支

援とともに、学校給食の場などを活用した食育の推進を実施しています。また、地域の力を学校運

営に活かす「地域とともにある学校」をめざし、コミュニティ・スクール事業を推進しています。

さらに、地域のボランティア等により児童・生徒の安心・安全をめざした取り組みもされています。 

今後は、一人ひとりの個性と能力に応じた教育体制（少人数学級等）のさらなる整備を進め、児

童・生徒の基礎的・基本的な学力の向上をめざし、地域の協力を得て補充学習の機会の拡大を図る

必要があります。また、学校での教育環境の整備については、ＩＣＴ機器の充実、学校施設の老朽

化に対応するための大規模な改修、食物アレルギー等に対応した学校給食の提供を視野に入れた給

食センターの整備など、国の補助金の動向を注視し、優先順位をつけて進めていくことが必要とな

っています。 

■市立小学校・中学校の児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱２ 地域に開かれた快適で安全な学校づくりの推進 

― 学校教育 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

子どもの権利条約に基づき、均等な教育機会の提供や地域に密着した教育が行われている。学校教育

活動に関する情報が適時、家庭や地域に提供され、常に改善に向けた取り組みが行われており、学校・

家庭・地域がそれぞれの役割を果たし、お互いが補完する中で、児童・生徒の健全な育成や安全の確保

に積極的に関わる地域になっている。学校では子どもたち一人ひとりの適性に応じた社会性や基礎的な

学力・体力が育成できる教育体制が整い、ＩＣＴ機器などの教材整備が充実し、学校施設の整備も進ん

でいる。また、適切な衛生管理の下、食物アレルギーにも対応した学校給食が提供されている。 

その結果、地域に良好な人間関係が広がり、児童・生徒は社会性を身につけ、豊かな心をもって、安

心・安全な環境で、生き生きと育っている。 

6,324 6,323 6,287 6,211 6,069 5,946 5,799 5,750 5,679 

2,932 2,940 2,937 2,983 2,982 3,099 3,081 3,029 2,869 

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

小学校 中学校

（人）

資料：教育課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

子ども一人ひとりに幅広い

分野の教育が提供され、社会

性、学力・体力が身について

いると感じる市民の割合 

％ 
20.0 

（H28） 
30.0 40.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

学校が好き、授業が楽しいと

感じている児童・生徒の割合 
％ 

85.3 

（H28） 
88.0 91.0 児童・生徒の学校生活の充実度を測定するもの。 

特別支援学級等支援職員配

置人数 
人 

19 

(H28) 
20 23 

障害のある児童・生徒への支援体制の充実度を測定す

るもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

学校教育環境の充実 学習指導の充実を図るため、教育体制

の整備及び教育活動の支援をする。 

・学校補助教員配置事業 

・特別支援学級等支援職員配置事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

地域の人にあいさつする児

童・生徒の割合 
％ 

83.9 

(H28) 
88.0 91.0 

児童・生徒の社会性と、地域とのつながりの状況を測

定するもの。 

地域の行事に積極的に参加

している児童・生徒の割合 
％ 

79.8 

(H28) 
81.0 84.0 児童・生徒と地域とのつながりの状況を測定するもの。 

職場体験学習生徒受け入れ

延べ事業所数 

事業

所 

298 

(H28) 
320 330 学校と地域とのつながりの状況を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

地域連携の推進 児童・生徒が地域社会との関わりを

通じて健全に育つことができる環境

を作るため、地域活動への参加推進

や地域連携による指導をする。また、

地域活動としての「こども土曜塾」

及び「こども未来塾」を実施する。 

・コミュニティ・スクール事業 

・地域学習活動支援事業 

 

すべての子どもたちが自分の夢を育み、その実現に向けて、健全な発育が可能となるよう、快適で安

全に学習できる学校環境を整備する。 

行政の使命 

 

 全体目標：子ども一人ひとりに幅広い分野の教育が提供され、社会性、学力・体力が身について
いる 

 個別目標①：児童・生徒が心身ともに健康な状態で、適切な教育を受けている 

成果目標 

 個別目標②：学校・家庭・地域が連携し、子どもたちの社会性、人間性が育まれている 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

学校給食がおいしいと感じ

る児童・生徒の割合 
％ 

小学校 

90.2 

中学校 

82.3 

（H28） 

92.5 

 

84.0 

95.0 

 

86.0 

学校給食の充足度を測定するもの。 

登校前に朝食を食べている

児童・生徒の割合 
％ 

小学校 

87.4 

中学校 

83.6 

(H28) 

90.0 

 

87.0 

93.0 

 

90.0 

児童・生徒が正しい食習慣を身につけているかを測定

するもの。 

学校給食における地場産物

の割合 
％ 

35.2 

(H28) 
40.0 45.0 県内産農林水産物/総延品目数（調味料を除く） 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

学校給食の提供 児童・生徒の成長期の健康増進のた

め、安心・安全な給食を提供するとと

もに、給食施設や設備の整備、維持管

理を行う。また、給食を通して、食育

指導を実施する。 

・施設管理事業 

・給食調理事業 

・給食用物資購入事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

学校施設や設備が整備され、

快適で安全な教育環境の中

で、児童・生徒が学習してい

ると思う市民の割合 

％ 
37.6 

（H28） 
45.0 55.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

学校の管理、運営の充

実 

教育を受ける環境が整備され、快適

で安全な状態で児童・生徒が学習活

動に取り組めるようにするため、各

学校と連携を図りながら整備計画を

立て、各種備品の整備やＩＣＴ機器

等の情報環境に対応していく。また、

校舎の改造等を計画的に実施する。 

・情報教育推進事業 

・学校施設改造事業 

 

 個別目標③：バランスのとれた給食や食育の実施により、子どもたちが正しい食習慣を身につけ
健康に育っている 

 個別目標④：教育を受ける環境が整備され、快適で安全な状態で児童・生徒が学習活動に取り組
んでいる 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●コミュニティ・スクール事業 

・「地域とともにある学校づくり」を進めるため、コミュニティ・スクールを導入し、学校・家庭・

地域が力をあわせて学校運営に取り組んでいます。 

市民協働の推進に向けて 

●地域の教育力を活かす取り組み 

・退職教職員等の地域の教育力を活かした、地域学習活動としての「こども土曜塾」及び「こども

未来塾」を実施しています。・ 

関連する個別計画 

 第二次江南市食育推進計画（H27～H31） 
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子どもから大人まで、価値観の多様化が進み、生き方や学び方が変化しています。また、家庭や

地域における子どもたちを取り巻く環境が変化し、いじめや不登校の増加など、児童・生徒の健全

育成環境を取り巻く課題も様々です。これらの課題に対応するため、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律が改正され、教育委員会制度の改革が行われました。 

江南市においては、児童・生徒の心の不安や悩みの解消を目的に、全校に心の教室相談員を配置

するとともに、適応指導教室「Ｙｏｕ・輝」を設置し、不登校対策を実施していますが、児童・生

徒の不登校の人数は依然多い状況となっています。 

平成27年度に設置した総合教育会議の下、教育委員会と市長が、教育政策に関する方向性を共有

し、連携して取り組むことが求められています。 

■不登校傾向にある児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱３ 心豊かな子どもの育成支援の推進 

― 教育環境 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

子どもたちを育てる体制が整い、地域の多くの人が子どもの健全な育成に貢献している。また、教育

委員会と市長の間で教育行政における課題が共有され、連携して教育政策の推進に取り組んでいる。 

その結果、いじめや不登校が減少し、豊かな人間性と学力をもった子どもたちが健全に育っている。 

人間性豊かな子どもたちを育成するための教育施策を実施する。 

児童・生徒の不安や悩みが解消できるよう、心の教室相談員を学校へ配置して、子どもたちの心に寄

り添った相談をするとともに、不登校の子どもたちの居場所となるよう適応指導教室「Ｙｏｕ・輝」を

設置し、相談体制を整える。 

行政の使命 
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資料：教育課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

子どもを取り巻く社会の教

育環境が良好で、子どもが健

全に育成されていると感じ

る市民の割合 

％ 
66.3 

（H29） 
68.0 70.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

不登校の児童・生徒数の割合 ％ 

小学校

0.8 

中学校

4.0 

（H27） 

小学校

0.6 

中学校

3.0 

 

小学校

0.4 

中学校

2.0 

 

年間30日以上欠席者数/全学年児童・生徒数 

家庭・学校・地域が協力して

子どもたちの健全な育成の

ために取り組んでいると感

じる市民の割合 

％ 
56.0

（H29） 
58.0 60.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

子どもを育成する環境

の充実 

子どもが健やかに育つ環境を整え、人

間性豊かな子どもたちを育成するた

め、児童及び生徒の不安や悩みが解消

されるよう、相談及び指導を行う。 

・心の教室相談員配置事業 

・適応指導教室事業 

・いじめ・不登校対策事業 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

子どもの教育環境が整って

いると感じる市民の割合 
％ 

63.2

（H29） 
65.0 67.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

良好な学習環境の構築 学校教育についての方針を示すた

め、教育委員会の運営及び調査研究、

総合教育会議に関する事務を行う。 

・教育委員会運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全体目標：良好な教育環境が構築された社会の中で、子どもの健全な育成が図られている 

 個別目標①：子どもが健やかに育つ環境が整い、人間性豊かな子どもたちが育っている 

成果目標 

 個別目標②：教育委員会と市長との連携により、子どもの教育環境が整っている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●いじめ・不登校対策事業 

・江南市いじめ防止基本方針に基づき、学校、家庭、地域、警察、児童相談センターなどの関係機

関が連携して、いじめ、不登校の対策を行っています。 

関連する個別計画 

 江南市いじめ防止基本方針 
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情報化、国際化等の急激な社会変化に伴う生涯学習の意識の変化や社会貢献活動を求める意識の

高まりにより、どの世代においても生涯学習活動への参加意欲が増大しています。また、晩婚化・

未婚化、核家族化や少子高齢化等により、社会構造の変化や個人の価値観の多様化が進み、様々な

生きがいづくりや学習機会の創出、学習拠点の確保等の重要性が増してきています。 

江南市においては、市内に高度な教育研究機能を有する大学等の人的・社会的資源があり、「生

涯学習講師人材バンク」や、図書館を拠点とした「点訳・音訳・読み聞かせ・ストーリーテリング」

など、多彩な指導者が中心となって市民の生涯学習を支える活動を行っています。また、公民館・

学習等供用施設を中心に、市民自らが生涯学習を通して学んだ知識を地域で活かすことで、学習意

欲のいっそうの向上が図られているほか、スポーツ推進委員や校区スポーツ委員が様々なスポーツ

の普及振興に取り組んでいます。 

今後は、江南市の特性に合った図書館機能の充実や、公民館・学習等供用施設等の学習拠点の確

保、競技スポーツから生涯スポーツまで幅広いスポーツ活動の拠点施設となる新しい体育館の利活

用を図り、生涯学習の人的・社会的資源を最大限に活用し、個々の活動の交流を通じて、市民が健

康で生きがいをもって暮らせる生涯学習環境の整備が求められています。 

■図書館貸出冊数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コミュニティ・スポーツ祭の参加者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱４ 生きがいをもって暮らせる生涯学習環境の整備 

― 生涯学習 ― 

現状と課題 

  

412,533 408,863

394,211

415,754
406,472

300,000

350,000

400,000

450,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

（冊）

資料：こうなんの統計 

 

6,698

5,995

6,439

6,215

6,560

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

（人）

資料：生涯学習課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

生涯学習活動に参加してい

る市民の割合 
％ 

18.1 

（H29） 
20.0 22.0 

市民の生涯学習活動の実施状況を測定するもの。 

市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

愛知江南短期大学と連携し

た事業の参加者数 
人 

1,423 

（H27） 
1,500 1,550 

大学と連携した学習活動（オープンカレッジ）の実施

状況を測定するもの。 

１人当たりの図書等の貸出

点数 
冊 

4.0 

（H28） 
4.5 5.0 

図書館を利用した学習活動の状況を測定するもの。 

貸出実数/人口 

公民館の利用者数 人 
70,824 

（H28） 
71,500 72,000 公民館を利用した学習活動の状況を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

生涯学習活動の推進 社会教育の振興及び生涯学習活動の

推進のため、各種教室の開催や運営を

行う。また、生涯学習活動の場を提供

するため社会教育施設等の管理運営

を行う。 

・社会教育委員会事業 

・公民館施設管理事業 

・学習等供用施設管理運営事業 

・図書館管理運営事業 

 

１０年後のすがた 

市民の生涯学習ニーズに対応し、大学等の教育・研究機関から学習機会や施設等が提供され、スポー

ツ団体、学習サークルによる市民の自発的なスポーツ活動、学習活動及びボランティア活動が体育館や

図書館、公民館・学習等供用施設等で活発に行われている。 

その結果、多くの市民が生涯にわたり身近な場所で学習やスポーツに取り組み、様々な世代と交流し

ながら、生きがいをもって暮らしている。 

地域の人的・物的資源を最大限活用し、市民ニーズにあわせた多様性のある生涯学習機会を創出する

とともに、そのための学習拠点や学習で得た知識、能力を発揮する場となる図書館や体育館、公民館を

はじめとした社会教育施設の充実や、生涯学習活動の推進を図る。 

また、個々の学習活動の交流を促進させることで、生涯学習活動の場を世代間交流の機会として活用

し、相互の生きがいづくりにつなげる。 

行政の使命 

 

 全体目標：市民が生涯にわたって学習し、その能力を発揮する環境が整っている 

 個別目標①：市民が、様々な学習活動を展開し、生きがいをもった生活を送っている 

成果目標 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

屋内のスポーツ施設の稼働

率 
％ 

87.2 

 (H28) 
88.0 89.0 

市民の屋内スポーツ施設の利用状況を測定するもの。 

（体育館競技場、武道館の剣道場・柔道場の各施設の

稼働率の平均値） 

屋外のスポーツ施設の稼働

率 
％ 

64.5 

 (H28) 
68.0 70.0 

市民の屋外スポーツ施設の利用状況を測定するもの。 

（市営グランド、蘇南公園多目的グランド・多目的広

場・蘇南グランド、江南緑地公園中般若グランド・野

球場・ソフトボール場・サッカー場・グラウンドゴル

フ場、テニスコートの各施設の稼働率の平均値） 

コミュニティ・スポーツ祭の

参加者数 
人 

6,560 

 (H28) 
6,840 7,000 

市民の地域スポーツに対する取り組み意識を測定する

もの。 

（市内10小学校区で参加した人数の総計） 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

スポーツレクリエーシ

ョンの充実 

スポーツ団体の活動を活性化させる

ため、スポーツ団体の育成・支援を

行うとともに、市民にスポーツの楽

しさを理解してもらうため、スポー

ツ大会等のスポーツイベントを提供

する。 

・コミュニティ・スポーツ祭開催事業 

・体育振興事業 

・スポーツ推進委員事業 

・体育施設等維持管理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別目標②：市民が身近にスポーツを楽しみ、なれ親しんでいる 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●江南市生涯学習講師人材バンク 

・優れた知識や技能を有している市民を生涯学習の指導講師として人材登録しています。 

市民協働の推進に向けて 

●スポーツ推進委員活動の推進 

・市民選出のスポーツ推進委員を通じて、誰でも気軽に参加できるスポーツイベントを開催するな

ど、生涯スポーツに関する取り組みを行います。 

関連する個別計画 

 第２次江南市生涯学習基本計画（H24～H33） 

 第２次江南市子ども読書活動推進計画「こうなん“わくわく”読書プラン」（H27～H31） 

 江南市民スポーツ振興計画（H７～） 
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社会の成熟化やライフスタイルの多様化、地域社会の構造変化等の影響で、生きがいや心の豊か

さが重視されるようになってきており、文化活動の場の充実、伝統文化の保存・継承が求められて

います。また、国際化が進み、外国に対する関心が高まっているとともに、外国人の定住化も進ん

でいます。 

江南市においては、市民文化会館等で優れた芸術文化を鑑賞することができ、市民による活動や

発表が行われています。伝統文化については、古くから保存・伝承されてきた文化財が多数残され

ています。また、国際交流事業については、江南市国際交流協会を中心に、多くのボランティアに

よって国際交流・多文化共生の取り組みが行われています。 

今後は、市民の要望を踏まえた文化事業の実施、地域の力を活かした文化活動の推進、伝統文化

や文化財の保存・継承と保護意識の高揚、郷土への誇りと愛着をもつことのできる機会の提供が求

められています。また、外国人も住みやすい多文化共生社会の実現が求められています。 

■江南市民文化会館の自主文化事業参加者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱５ 地域の特色を活かした芸術・文化・交流の推進 

― 文化・交流 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

各種行事への参加や優れた芸術文化を鑑賞する機会が増え、積極的に芸術文化に親しんでいる。郷土

の歴史や文化財の保存等に関心をもった市民・サークルが、主体的に研究活動を行っている。また、「市

内在住外国人も同じ江南市民」という多文化共生の意識が浸透し、外国人も社会ルールを守って市民生

活を送っている。 

その結果、心豊かな文化社会が創造されるとともに、文化財や伝統文化が大切に継承され、郷土を愛

する心が育まれている。また、安心して暮らせる「多文化共生のまち」が進展し、国際的な理解度の深

い市民が多くなっている。 

6,367 

8,742 

13,382 

19,606 

17,795 

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

（人）

資料：生涯学習課 



第６次江南市総合計画 

96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

芸術文化活動や地域に住む

外国人との交流が、市民レベ

ルで活発に行われていると

感じる市民の割合 

％ 
6.4 

（H28） 
8.0 9.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

市民文化会館の稼働率 ％ 
55.2 

（H28） 
58.0 60.0 

市内の芸術文化活動の実施状況を測定するもの。（大ホ

ール･小ホールの稼働率の平均値） 

芸術文化事業への参加者数 人 
17,795 

（H28） 
20,000 20,500 

市内の芸術文化活動に対する関心の度合いを測定する

もの。 

（市民文化会館自主文化事業の参加者数） 

美術展出品者数 人 
239 

（H28） 
250 260 

市内の芸術文化活動に対する関心の度合いを測定する

もの。 

（市の主催する美術展一般の部への出品者数） 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

芸術文化の振興 市民が芸術及び文化に親しむことが

できるよう、文化事業を行う。 

また、芸術及び文化の鑑賞並びに市民

の芸術文化活動を促進するため、市民

文化会館を管理運営する。 

・市民文化会館管理運営事業 

 

文化活動が活発に行われるよう、多様な芸術文化に関する取り組みを進めるとともに、文化団体を支

援・育成する。 

郷土への誇りと愛着を高めるため、郷土の歴史や文化財に関するセミナー、講演会を開催するととも

に市内に残されている歴史資料や歴史民俗資料館の資料を公開した企画展を開催する。 

江南市国際交流協会などとの連携をさらに強め、在住外国人をサポートする取り組みや多文化共生の

取り組みに対する支援を行う。また、世界平和の重要性をさらに市民に浸透させるための取り組みを進

める。 

行政の使命 

 

 全体目標：市民の芸術文化活動や在住外国人との交流が活発に行われている 

 個別目標①：市民が芸術文化活動を積極的に行っている 

成果目標 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

指定・登録文化財の数 件 

国指定 

5 

県指定 

9 

市指定 

95 

国登録 

3 

（H28） 

国指定 

5 

県指定 

9 

市指定 

96 

国登録 

3 

 

国指定 

5 

県指定 

9 

市指定 

97 

国登録 

3 

 

現存する文化財を損なうことなく保存・継承している

状況を測定するもの。 

文化財普及事業への参加者

数 
人 

9,345 

（H28） 
9,600 10,000 

文化財普及活動に対する関心の度合いを測定するも

の。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

文化財の保護 郷土の歴史や文化財への市民の関心

を深めるため、文化財の保護及び活

用をする。 

・文化財保護事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

江南市国際交流協会の事業

（多文化共生事業）に参加す

る外国人の数 

人 
869 

（H28） 
900 950 

多文化共生社会の進展を外国人向け教室や講座などの

外国人参加者数で測定するもの。 

江南市国際交流協会の事業

（多文化共生事業）に参加す

る日本人の数 

人 
5,915 

（H28） 
6,200 6,500 

多文化共生社会の進展を各種イベントや講座などの日

本人の参加者数で測定するもの。 

世界平和を願うパネル展の

来場者数 
人 

1,350 

（H28） 
1,400 1,450 世界平和に対する関心の度合いを測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

国際交流・世界平和の

推進 

様々な国籍の市民が共存する社会を

築くため、国際交流・多文化共生を推

進する。 

また、世界平和の重要性に対する市民

の理解を深めるため、啓発活動をす

る。 

・世界平和・国際協力推進事業 

 

 個別目標②：郷土の歴史・文化が正しく理解され、郷土に対する誇りや愛着をもっている 

 個別目標③：多文化共生社会が進展し、世界平和の重要性が認識されている 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●文化協会事業 

・江南市文化協会の活動を支援しています。 

●国際交流推進事業 

・江南市国際交流協会の活動を支援しています。 

市民協働の推進に向けて 

●文化財への理解の促進 

・歴史ボランティアガイドなどとの連携を図ります。 

関連する個別計画 

 第２次江南市生涯学習基本計画（H24～H33） 
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Ⅲ しごとづくり分野 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 地域の雇用を支える産業の育成支援【商工観光・雇用就労】 

多くの観光客が訪れ、地域経済が活性化し、地域に雇用の場が確保され、にぎわいと活力あふれる、

住みよいまちとなっている 

柱２ 農業の安定経営と農業施設管理【農業振興】 

効率的で安定的な農業が営まれ、地域の特色ある農産物が育てられている 

 

こんな取り組みで 
江南市がよくなる 

江南市の改善して
ほしいところ 

市長だったら 
やってみたいこと 
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国の経済政策の下で、緩やかな景気回復基調が続く中、中小企業の事業者数の減少のペースは以

前より緩やかになっていますが、売上高は伸び悩んでいる状況です。郊外型大型店舗の進出やネッ

トショッピングの普及など、消費者の購買動向も変化しています。雇用においては、完全失業率及

び有効求人倍率が平成20年に発生したリーマンショック前の水準に回復したものの、少子高齢化に

よる労働力人口の減少が見込まれます。観光においては、インバウンド観光の進展により外国人観

光客が増加しています。また、日本人観光客のニーズも多様化し、地域の人々との交流や地域での

体験プログラムを重視する傾向にあります。 

江南市においては、中心市街地の商店街は活気を取り戻せず、地場産業のインテリア織物業も停

滞しており、中小企業のすべての業種において人手不足を経営上の問題としている状況が続いてい

ます。また、観光においては、祭りやイベントが中心となっており、新たな観光資源の発掘が課題

となっています。 

このようなことから、創業・起業の推進、企業誘致による新規企業の進出や市内中小企業への支

援の充実により、地域経済の活性化を図り、若い世代の就職機会の確保や女性、高齢者等が働き続

けられる就労環境の創出と安定した雇用の確保が求められています。また、藤のまち江南ならでは

のブランド力を高め、信長公や生駒氏にまつわる郷土の歴史・文化資源を活用したイベントの開催、

地酒や乳飲料の製造会社等の施設・工場の見学等を新たな観光需要の創出につなげるため、企業と

の連携や、産業と観光が一体となったにぎわいづくりにより、交流人口を増大する観光まちづくり

が求められています。 

■完全失業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 地域の雇用を支える産業の育成支援 

― 商工観光・雇用就労 ― 

現状と課題 
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資料：総務省統計局「労働力調査」 
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■有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

市内に魅力ある商業施設が

あり、市外へ出ることなく買

い物できると感じる市民の

割合 

％ 
59.5 

（H29） 
63.0 65.0 市民満足度調査により測定。 

地場産業を中心に産業が活

性化し、地元での雇用の場が

確保されていると感じる市

民の割合 

％ 
3.5 

（H28） 
7.0 7.0 市民満足度調査により測定。 

江南市の魅力を広く発信し、

多くの観光客でにぎわって

いると感じる市民の割合 

％ 
7.8 

（H28) 
10.0 16.0 市民満足度調査により測定。 

 

１０年後のすがた 

市内商工業の発展、並びに企業誘致による新規企業の立地が進むことにより、地域経済が活性化して

いる。それにより安定した雇用が確保され、若者や女性、高齢者など、すべての働く意欲のある人が生

きがいをもって働いている。また、観光資源のブランド力が高まり、市内外に本市の魅力が伝わること

で交流人口が増えている。 

その結果、経済的に自立した、活力とにぎわいのあるまちとなっている。 

地域全体が活力あるまちになるよう、商店街の活性化、市内企業の定着、創業・起業、に対する支援

等を積極的に推進する。また、交通アクセスの良さなどの利点を活かし、既存の工業地への企業誘致を

推進するとともに、新たな工業用地の確保を図る。 

公共職業安定所（ハローワーク）と連携し、求人・求職活動環境の向上を図る。また、既存の観光資

源のブラッシュアップと新たな観光資源の発掘を推進し、イベントとの連携により市内を巡る魅力を向

上させた観光プランを構築し、さらなる観光客の誘致を図る。 

行政の使命 

 

 全体目標：多くの観光客が訪れ、地域経済が活性化し、地域に雇用の場が確保され、にぎわいと
活力あふれる、住みよいまちとなっている 

成果目標 

注）季節調査値、年度平均値、新規学卒者を除き、パートタイムを含む 

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」、ハローワーク犬山年報 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

中小企業支援策が十分であ

ると回答した事業所の割合 
％ 

2.0 

（H28） 
15.0 20.0 事業所景況調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

商工業の活性化と企業

誘致の推進 

商工業の活性化のため、地場産業振興

や企業誘致、商工業団体への補助、中

小企業の資金繰り支援及び創業支援

を行う。 

・地場産業活力向上事業 

・企業誘致等推進事業 

・商工業・流通業補助事業 

・中小企業金融円滑化事業 

・創業支援事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

ハローワーク犬山管内の有

効求人倍率 
倍 

1.08 

（H28） 
1.00 1.00 

ハローワーク犬山管内の労働市場の需給状況を測定す

るもの。 

求人数／就職希望者数（ハローワーク犬山管内） 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

労働環境の整備 生き生きと働くことができる環境づ

くりを進めるため、就労対策及び勤

労者への支援をする。 

・就業相談等運営事業 

・中小企業退職金共済加入促進 

補助事業 

・すいとぴあ江南管理運営事業 

・すいとぴあ江南施設改修事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

観光客数 人 
1,805,038 

 (H28) 
1,900,000 2,000,000 

市内の観光のにぎわいを、市内観光地点への入込客数

で測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

観光事業の推進 多くの人が訪れ、にぎわいのある地域

とするため、観光事業を推進する。 

・藤まつり開催事業 

・江南市民花火大会開催事業 

・観光協会事業 

 

 個別目標①：商工業の振興により、活気のある地域社会となっている 

 個別目標②：地域に雇用の場が確保され、生き生きと働いている 

 個別目標③：市民は地域の観光資源に親しみ、多くの観光客が訪れて、地域が活性化している 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●就業相談等運営事業 

・いちのみや若者サポートステーションの受託団体のＮＰＯと連携して、出張相談や職業適性診断

を行うなど若年者の就労相談に関する取り組みを行っています。 

●観光協会事業 

・江南市の歴史観光スポットをガイドでおもてなしをする江南市歴史ガイドの会と連携し、来訪者

に江南の魅力を伝え、楽しんでいただく取り組みを行っています。 

市民協働の推進に向けて 

●中小企業振興における関係支援団体等との連携 

・大企業、経済団体、金融機関、市民等と連携して、地域社会・地域経済を支える中小企業、小規

模企業の支援に取り組みます。 

関連する個別計画 

 江南市企業誘致等基本方針 
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産業構造の変化により第一次産業は衰退の傾向にあり、若い世代の農業人口は年々減少し、それ

に伴い農業従事者の平均年齢が上がっています。また、農業従事者数の減少とあわせて、耕作放棄

地が問題となっています。また、農業の基盤となる農業用施設については、戦後の高度経済成長の

時代に集中的に整備が進められてきたもので、老朽化が進展しています。 

江南市においても、農業従事者の高齢化や担い手不足により、耕作放棄地が増加し、農地の有効

利用や適正管理が課題となっています。また、農業用施設については、経年劣化による機能低下が

進んでおり、農業の安定経営を図るためにも更新等による機能回復や今後予想される災害への対策

が必要となっています。 

このようなことから、農業参入への規制緩和や就農支援を背景に、企業の農業参入や青年の新規

就農を支援し、新たな担い手として、確保するとともに、直売所等の新たな販路確保とあわせて積

極的な支援が求められています。一方、農業用施設の維持管理を担う土地改良区の負担は大きくな

ってきており、構成員である農業従事者への負担が、地域農業の衰退につながる恐れがあるため、

適切な支援が求められています。 

■耕作放棄地の面積              ■認定農業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱２ 農業の安定経営と農業施設管理 

― 農業振興 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

若い世代の継続的な就農により、認定農業者が確保され、中間管理機構の活発な活用により、農地の

集約化が進み、効率的な耕作が行われることで、耕作放棄地の増加が抑制されている。 

また、農業用施設の老朽化対策が行われるなどの適正な維持管理が行われ、安定的な農業経営が行わ

れている。 

その結果、地域の特色ある農産物が育てられるとともに、地産地消が図られるなど、効率的で安定的

な地域農業が営まれている。 

地域全体の農業に活力が出るよう、新規就農者の定着や中間管理機構を通じた支援等を積極的に推進

するとともに、耕作放棄地の増加の抑制を図るなど適切な農地の保全を推進する。 

関係機関と連携を図り、地域の農産物のPRや販売促進を推進するため、イベントや朝市などの開催

の支援を実施する。 

農業経営を維持していく上で、必要不可欠な農業用施設の老朽化対策を積極的に支援する。 

行政の使命 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

効率的で安定的な農業が営

まれ、地域の特色ある農産物

が育てられていると感じる

市民の割合 

％ 
17.5 

（H28） 
18.0 18.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

認定農業者数 人 
30 

(H28) 
30 30 地域農業の担い手の充足度を測定するもの。 

担い手への農地の利用集積 ha 
8.2 

(H28) 
15 20 

農地が効率的に有効利用されている状態を測定するも

の。 

市民菜園の面積 ㎡ 
40,287 

(H28) 
40,287 49,287 

市民が農業に親しめる場の提供の充実を測定するも

の。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

農業の安定経営のため

の支援と農業用施設の

適正管理 

農業経営の安定化を図るため、農業の

振興、農地の保全管理及び指導を実施

する。また、農作物の生産性を向上さ

せるため、農業用施設の整備と維持管

理を行う。 

・新規就農・経営継承総合支援事業 

・宮田導水路上部整備事業 

・県営水質保全対策事業（昭和用水 

地区）負担事業 

・県営震災対策農業水利施設整備事 

業（中般若地区）負担事業 

・江南市土地改良区施設維持管理補 

助事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全体目標：効率的で安定的な農業が営まれ、地域の特色ある農産物が育てられている 

成果目標 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●市民農産物秋の収穫祭開催事業 

・市民・団体・企業が、品評会への出品やイベントに参加することで、地域住民と交流しながら、

地域農産物や農業の意義を理解していただく取り組みを行っています。 

関連する個別計画 

 江南市農業振興地域整備計画（H27～H36） 

 江南市食育推進計画（H27～H31） 

 宮田導水路上部利用計画（H22～H31） 

 江南市田園環境整備マスタープラン（H14～） 

  

 個別目標①：農業従事者の経営が安定し、農地や農業用施設が適正に保全され、農地が有効活用
されている 
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Ⅳ ちいきづくり分野 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 安心・安全な地域づくりの推進【防災・交通安全・地域防犯】 

災害や犯罪への不安が少なく、市民が安心・安全に暮らしている 

柱２ 市民の安心を守る消防・救急体制の充実【消防・救急】 

消防・救急体制が整い、市民が安心・安全に暮らしている 

柱３ 地域に住み続けられる支援の推進【高齢者福祉】 

高齢者が生きがいをもって安心して暮らしている 

柱４ 障害者が生き生きと暮らせる支援の推進【障害者福祉】 

障害者が自立し、住み慣れた地域で生きがいをもって安心して暮らしている 

柱５ 誰もが活躍できる健康な生活の確保【健康づくり】 

自ら健康づくりに取り組み、健康に暮らしている 

柱６ 保険年金制度の健全な運営【保険年金】 

保険年金制度が健全に運営され、もしもの場合の生活の不安が軽減され、安心して暮らしている 

柱７ 地域で支え合う生活支援のための体制の確保【生活支援・福祉活動】 

行政と社会福祉団体や民生委員が有機的に連携し、生活困窮者等の支援を行っている 

 

 

 
江南市の魅力と 
感じるもの 

 
 

市長だったら 
やってみたいこと 
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家族構成や地域環境の変化に伴い、地域社会における人間関係の希薄化が進み、地域の防災・防

犯力が低下し、市民の安心・安全が脅かされています。 

江南市においては、交通安全や防犯に関する対策を進めてきた結果、人身事故や犯罪の発生件数

は減少傾向にありますが、交通事故や高齢者の巻き込まれる犯罪が数多く発生しています。 

また、近年では、ゲリラ豪雨による都市型水害が増加しており、加えて、未曾有の災害となった

平成23年３月の東日本大震災、震度７が２度記録される前例のない災害となった平成28年４月の

熊本地震の発生を機に、南海トラフ巨大地震に対する市民の防災意識は高まりつつあり、地域の安

全を守る取り組みの重要性がますます認識されてきています。 

このようなことから、災害や犯罪から市民を守り、「想定外とは言わせない」災害・犯罪に強い

地域づくりを実現するために、市民と行政が協力して地域の防災・防犯力の強化に取り組むことが

求められています。 

■犯罪・事故発生状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 安心・安全な地域づくりの推進 

― 防災・交通安全・地域防犯 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

「自分たちの地域は自分たちで守る」という自助・共助の意識が定着し、地域全体で支え合いの仕組

みが構築され、市民が協力して災害への備えや交通安全対策、防犯活動を行っている。 

その結果、災害に対する不安も軽減され、事故や犯罪が少なくなり、市民が安心・安全に暮らしてい

る。 

地域の防災・防犯力を向上させるための意識啓発、組織や人材の育成、活動支援を行う。また、交通

事故を減らすため、計画的な交通安全施設の整備を行う。 

行政の使命 

 

1,854 1,934 

1,621 
1,491 

1,367 
1,245 

960 967 
819 

644 673 670 595 625 576 597 599
581

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

Ｈ20年 Ｈ21年 Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年 Ｈ27年 Ｈ28年

（件）

犯罪件数 人身事故件数

資料：江南警察署・江南防犯協会連合会 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

災害や犯罪への不安が少な

いと感じる市民の割合 
％ 

50.0 

（H29） 
65.0 70.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

非常持ち出し品や食糧等を

準備している市民の割合 
％ 

27.2 

（H28） 
45.0 50.0 

各家庭の防災意識の状況を測定するもの。 

市民満足度調査により測定。 

防災用資機材助成の申請率 ％ 
79.7 

（H28） 
92.6 100.0 

自主防災会の防災意識を測定するもの。 

申請した自主防災会数/全自主防災会数 

危機管理体制が整い、安心し

て暮らしていると感じる市

民の割合 

％ 
23.0 

（H29） 
40.0 50.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

災害対策活動の充実・

強化、有事対策の確立 

災害に強い地域づくりを推進するた

め、自らの命は自らで守るという災害

対応の基本である「自助」を市民一人

ひとりに啓発するとともに、総合防災

訓練の実施や地域の自主防災訓練を

支援することにより、地域防災力の向

上を図る。 

・自主防災組織育成事業 

・防災力向上事業 

・総合防災訓練事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

交通事故発生件数 

（人身事故） 
件 

581

（H28） 
529 500 交通安全対策の効果を測定するもの。 

犯罪発生件数 件 
819 

（H28） 
743 700 防犯対策の効果を測定するもの。 

地域安全パトロール実施率 ％ 
89.9 

（H28） 
96.3 100.0 

地域の防犯体制がどの程度整っているかを測定するも

の。 

地域安全パトロール実施区・町数/全区・町数 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

交通安全及び防犯施策

の推進 

安心・安全な地域づくりを実現する

ため、交通安全の意識啓発、道路照

明灯や反射鏡の交通安全施設の設置

及び管理、犯罪を減らす環境づくり

を警察などの関係機関と協力し実施

する。 

・交通安全対策事業 

・交通安全施設設置事業 

・防犯対策事業 

 

 

 全体目標：災害や犯罪への不安が少なく、市民が安心・安全に暮らしている 

 個別目標①：災害への備えが行われている 

成果目標 

 個別目標②：交通安全施策と防犯施策の推進により、安心・安全な地域づくりができている 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●自主防災組織育成事業・自主防災組織資機材助成事業 

・各小学校区で自主防災会が主催する自主防災会合同訓練をサポートするとともに、購入した防災

用資機材に対して助成を行い、防災力が向上する地域づくりを行っています。 

●交通安全対策事業 

・市民と行政が、交通事故危険箇所を発見・情報を共有し、交通安全の意識啓発や交通安全施設の

充実を図り、交通事故を減らす地域づくりを行っています。 

●防犯対策事業 

・市内の区別に組織する地域防犯パトロール隊と行政が、犯罪発生の危険箇所の情報を共有し、警

察などとの関係機関と連携を密にして、犯罪を減らす地域づくりを行っています。 

関連する個別計画 

 江南市国民保護計画 

 江南市地域防災計画 

 江南市業務継続計画（H30～） 
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出火件数は、ここ数年全国的に減少傾向にありますが、高齢化が進むにつれ、救急出動が増加し

ています。火災や風水害に加えて、地震等による大規模災害の発生も予測されており、市民の生活

を脅かす不安要素は増加しています。 

江南市においては、出火件数は、ここ数年一定範囲に留まっていますが、救急出動件数は10年間

で約1.2倍に増加しており、中でも高齢者の救急需要が急増しています。火災や地震等の発生も予

想される中、発災直後の現場では、市民の知識や対応力が極めて重要となることから、救命率向上

のための応急手当講習の普及啓発がいっそう必要となっています。また、近年では、災害の多様化・

大規模化がみられ、消防体制の再構築が課題となっています。 

このようなことから、火災や災害の被害を最小限にとどめ、市民の生命・財産を守るために、防

火や災害への市民の意識・知識の向上を図る啓発を行うとともに、消防指令業務の共同運用の効果

検証を踏まえ、消防の広域化に取り組み、消防・救急体制のいっそうの充実を図ることが求められ

ています。 

■火災出動件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■救急出動件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱２ 市民の安心を守る消防・救急体制の充実 

― 消防・救急 ― 

現状と課題 

  

35 

31 
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（件）

資料：消防署 

2,417 2,263 2,273 2,449 2,507 2,797 2,845 2,944 2,987 2,995 

480 444 376 
414 448 

486 511 508 526 561 466 
411 418 

424 461 
462 408 391 381 407 481 

408 331 
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3,526 3,398 
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資料：消防署 
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■応急手当受講者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

火事や事故等の災害発生時

には、迅速に消火・救急・救

助活動が行われ、安心して暮

らしていると感じる市民の

割合 

％ 
43.8 

（H28） 
48.0 53.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

消防団員（水防団員）の充足

率 
％ 

99.5 

（H28） 
100.0 100.0 消防団員（水防団員）数/定数 

消防水利の充足率 ％ 
84.1 

 (H28) 
85.0 85.4 

消火活動に使用する防火水槽や消火栓の整備状況を測

定するもの。 

消防水利数/消防水利の基準数 

救急救命士運用者数 人 
17 

（H28） 
21 24 

高度な知識、技術をもった救急救命士の運用状況を測

定するもの。 
 

１０年後のすがた 

市民は、応急手当講習・防災訓練に積極的に参加し、火災や地震等の災害発生時の備えが十分に行わ

れている。行政は、広域的協力体制による充実した消防・救急体制が整い、迅速かつ的確な対応ができ

ている。 

その結果、救命率が向上し、また、火災や地震等の災害に対する不安が軽減され、市民が安心して暮

らしている。 

救急・救助や火災等の災害に対し、被害を最小限にとどめるため、迅速かつ的確に対応し、消防・救

急体制の充実強化や市民の防火意識向上を図る啓発を行うことにより、市民の大切な生命・財産を守る。 

行政の使命 

 

 全体目標：消防・救急体制が整い、市民が安心・安全に暮らしている 

 個別目標①：消防・救急体制が充実している 

成果目標 
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資料：消防署 
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●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

消防体制の充実 災害に対し、迅速かつ的確に対応する

ため、職員を消防学校へ入校させ基礎

知識及び技術を習得させる。 

救急体制の充実を図るため、救急救命

士の養成を実施する。 

・消防学校入校事業 

・救急救命士養成事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

防火管理者の選任率 ％ 
89.8 

(H28) 
91.6 94.0 

管理権原者（所有者、経営者、借受人等）の防火意識

度を測定するもの。 

防火管理者選任済数/防火管理者選任義務対象物数 

優良危険物施設率 ％ 
99.2 

(H28) 
100.0 100.0 

危険物施設が安全に維持、管理されているかを測定す

るもの。 

優良施設数及び改善実施施設数/立入検査施設数 

住宅用火災警報器の設置率 ％ 
66.0 

（H28） 
76.5 82.5 市民の防火意識度を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

市民・事業者の防火意

識・防火体制の向上 

事業者に防火管理業務を適切に行わ

せるため、防火管理講習会を実施し

て防火管理者を養成する。 

防火対象物や危険物施設を適切に維

持管理させるため、立入検査を実施

し指導する。 

・防火管理事業 

・防火対象物立入検査事業 

・危険物製造所等立入検査事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

応急手当講習の受講者数 人 
7,021 

（H28） 
7,100 7,100 応急手当受講者の普及状況を測定するもの。 

処置範囲拡大救急救命士 

運用者数 
人 

16 

（H28） 
21 24 

高度な技術、知識をもった薬剤投与及び心停止前の輸液、ブ

ドウ糖投与のできる救急救命士の運用数を測定するもの。 

心拍再開率 ％ 
46.7 

（H28） 
47.0 48.0 

救命処置を行った心肺停止者の心拍再開率を測定する

もの。  心拍再開者数/心肺停止者数 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

火災・救急救助体制の

強化 

災害に迅速、的確に対応し、市民の生

命・財産を守るため、知識・技術の向

上、資機材の整備をする。 

・救急事業 

・救助事業 

・警防事業   ・指揮・指令事業 

 

 

 

 

 

 

 個別目標②：防火対象物や危険物施設等の安全対策指導が徹底されている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●防火意識の啓発の推進 

・市民への防火意識の向上を図るため、各種組織･団体と連携して、火災予防の普及啓発に取り組

み、火災の少ない安心・安全なまちづくりを推進していきます。 

 個別目標③：救急・救助や消火活動において、迅速・的確に対応している 
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団塊の世代が高齢期を迎え、高齢化が急速に進展し、経済的不安や健康への不安、介護への不安

を抱える方が増えています。 

江南市においても団塊の世代が75歳に達する平成37年度には、高齢化率が27.9％まで上昇し、

約3.6人に１人が高齢者となり、介護を必要とする高齢者も増加することが予想されています。ま

た、高齢者世帯や一人暮らし、認知症の増加により、家族での介護が困難になることや高齢者が社

会的に孤立することも予測されます。 

一方で、高齢者を対象としたアンケートによると、元気な高齢者は、友人・隣人との付き合いや

仕事を生きがいとしている割合が高くなっています。 

このようなことから、高齢者の働く場や活動の場の確保、介護予防の取り組みを進め、高齢者が

住み慣れた地域で生きがいをもって暮らすことができるような地域社会をつくることが求められ

ます。また、介護が必要となっても、安心して暮らすことができるよう、医療・介護・予防・住ま

い・生活支援を一体的に提供できる体制づくりや地域のつながり、支え合い活動を促進することが

求められています。 

■要介護者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱３ 地域に住み続けられる支援の推進 

― 高齢者福祉 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

高齢者自らが健康を維持することに心がけ、多世代の人とふれあい、積極的に仕事やボランティア活

動を行っている。一方、介護が必要な高齢者は、地域の施設や自宅で、適切な医療・介護サービスを受

けるとともに、地域での支え合い活動を通して、地域住民との交流をもっている。 

その結果、高齢者が住み慣れた地域で生きがいをもって生活し、介護が必要になっても、安心した生

活ができている。 
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資料：高齢者生きがい課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

高齢者が、生きがいをもち、

自立して暮らしていると感

じる市民の割合 

％ 
19.2 

（H28） 
20.0 20.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

高齢者人口に占める健康を

保って暮らしている高齢者

の割合 

％ 
86.6 

（H27） 
86.6 86.6 

健康な高齢者の割合を測定するもの。 

介護認定を受けていない65歳以上人口／65歳以上人

口 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

介護保険サービスの提

供、介護保険事業の適

正運営 

地域包括ケアシステムの構築を推進

する。 

また、介護が必要な高齢者が、地域の

施設や自宅で、適切な介護サービスを

受けられるようにするため、介護認定

及び介護保険事業の運営を適正に行

う。 

・地域支援事業 

・介護認定支援事業 

・介護保険事業者指定及び指導事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

高齢者の在宅生活のための

福祉サービスが充実してい

ると感じる市民の割合 

％ 
16.6 

（H29） 
23.0 26.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

在宅高齢者施策の充実 高齢者が在宅で安心して暮らすこと

ができるよう高齢者福祉サービスを

充実させる。 

高齢者の見守り体制を確立し安全を

確保する。 

各関係機関と連携して、介護予防・

生活支援サービスを充実させる。 

・日常生活支援事業 

・要支援高齢者等援助事業 

・地域支援事業 

 

介護予防の取り組みを事業所やNPO団体、高齢者ボランティア等と協働しながら推進する。また、

高齢者が生き生きとした生活を送ることができるように、高齢者の仕事や活動の場所の確保、地域のつ

ながり・支え合い活動等の支援をする。 

介護が必要な方には、個々に適切な福祉サービス・介護サービスを提供する。 

行政の使命 

 

 全体目標：高齢者が生きがいをもって安心して暮らしている 

 個別目標①：高齢者が介護予防に取り組み、介護が必要になっても地域で安心して暮らしている 

成果目標 

 個別目標②：高齢者が在宅で安心して暮らしている 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

社会参加している高齢者の

割合 
％ 

34.1 

（H28） 
36.0 40.0 江南市介護保険及び高齢者福祉実態調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

高齢者の生きがいづく

りの促進 

高齢者の就業やボランティア、クラブ

活動など様々な社会参加を通じて、健

康で生きがいのある生活ができるよ

う支援する。 

・高齢者活動支援事業 

・高齢者生きがい促進事業 

・敬老事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●日常生活支援事業 

・協力を得られた事業所と協定を締結し高齢者の見守りを行っています。 

●高齢者生きがい促進事業 

・老人クラブの活動を援助し、地域を基盤とする高齢者の自主的な活動を促進しています。 

市民協働の推進に向けて 

●地域の支え合いの推進 

・生活支援コーディネーターを配置し、住民同士で生活する上での困りごとを助け合えるようにす

る、健康づくりのための運動する場をつくるなど地域の支え合いを推進します。 

関連する個別計画 

 第７期江南市介護保険事業計画及び高齢者福祉計画（H30～H32） 

 個別目標③：高齢者が生きがいをもって充実した生活を送っている 
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国連総会において採択された障害者権利条約に日本が平成19年に署名した後、障害者基本法の改

正をはじめ国内法の整備が進められ、平成26年に同条約が批准されるなど、障害者を取り巻く情勢

は大きく変化しており、障害者への自立支援による社会参加や就労移行が進められてきました。 

江南市においても、高齢化の進展や、こころの病や発達障害の増加により、障害者数は増える傾

向にあり、障害福祉サービスを受ける障害者は、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）

とも大きく増加しています。また、障害者雇用について、就労を希望する障害者は増加しています

が、現実の雇用や就業状況は大変厳しいものとなっています。 

このようなことから、障害者が地域の中で安心してともに暮らすことのできる社会の実現をめざ

し、障害者が能力に応じた就労等を行い、さらには個々のニーズに基づいた必要な支援サービスを

受けることができるよう、多様なニーズに対応する相談支援や障害福祉サービスの充実に努めるな

ど、住み慣れた地域で自立した生活ができる環境づくりが求められています。 

■障害者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■障害者雇用率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱４ 障害者が生き生きと暮らせる支援の推進 

― 障害者福祉 ― 

現状と課題 
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資料：福祉課 
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資料：ハローワーク犬山 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

障害のある人が地域で生き

生きと生活していると感じ

る市民の割合 

％ 
21.3 

（H28） 
40.0 50.0 市民満足度調査により測定。 

障害のある人にとって相談

支援体制が整っていると感

じる市民の割合 

％ 
18.4 

（H28） 
40.0 50.0 市民満足度調査により測定。 

 

  

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

就労継続支援及び就労移行

支援サービスの利用人数 
人 

166 

（H27） 
200 220 障害者の社会参加を測定するもの。 

共同生活援助（グループホー

ム）の利用人数 
人 

42 

（H27） 
60 70 

自立や社会参加、地域生活への移行へ向けた障害者へ

の支援状況を測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

障害者の日常生活及び

社会生活への支援 

障害福祉サービスや就労及び社会参

加の機会を提供する。 

・障害者福祉サービス給付事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

基幹相談支援センターへの

相談件数 
件 

1,409 

(H28) 
1,500 1,600 

日常生活を営むのに支障がある方からの相談件数を測

定するもの。 

成年後見制度利用支援件数 件 
1 

(H28) 
10 15 

障害等により判断能力が十分ではない方が、地域で安

心して生活できるよう成年後見制度の利用支援を行っ

た件数を測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

地域福祉の推進 障害者が安心・安全な生活を送るた

め、適切な相談支援体制を構築する。 

・基幹相談事業 

１０年後のすがた 

障害者が能力に応じた就労等を行い、個々のニーズに基づいた必要な支援サービスを受けて、住み慣

れた地域で生活している。 

その結果、障害者の自立と社会参加が進み、地域で生きがいをもって安心して暮らしている。 

障害者が能力に応じた就労等を行い、個々のニーズに基づいた必要な支援サービスを受けることがで

きるよう、多様なニーズに対応する相談支援や障害福祉サービスの充実を図り、障害者の自立と社会参

加を支援する。 

行政の使命 

 

 全体目標：障害者が自立し、住み慣れた地域で生きがいをもって安心して暮らしている 

 個別目標①：障害者が日常生活の支援を受け、能力にあった就労・社会参加をし、生活しやすい
社会環境が整備されている 

成果目標 

 個別目標②：地域での福祉活動が行われ、障害者等が住み慣れた家庭や地域で安心・安全に生活
している 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

通所支援サービス（児童発達

支援等）の利用人数 
人 

206 

（H27） 
220 230 

障害のある児童が、日常生活における基本的な動作の

指導、集団生活への適応訓練等の必要な療育を受けて

いるかを測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

障害児への自立支援 児童発達支援や放課後等デイサービ

ス等の福祉サービスを提供する。 

・障害者福祉サービス給付事業 

・わかくさ園管理運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●障害者福祉サービス給付事業、基幹相談事業 

・職業生活における自立を図るために継続的な支援を必要とする障害者に対し、雇用・保健・福祉・

教育等の関係機関との連携の拠点となって、併設施設での基礎訓練の実施や事業主等による職業

準備訓練のあっせんなどの就業支援及び就業に伴う生活に関する指導・助言等の生活支援を実施

する公益法人、社会福祉法人等を「障害者就業・生活支援センター」とし、当該センターと連携

する取り組みを行っています。 

市民協働の推進に向けて 

●地域福祉の推進 

・それぞれの地域において障害者などが安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者

がお互いに協力して地域社会の福祉課題の解決に取り組むよう、地域福祉懇談会の開催を実施す

るなど地域福祉計画の内容を推進していきます。 

・福祉サービスのようなフォーマルなサービス提供以外に、インフォーマルなサービスを提供でき

るように地域福祉を推進していきます。それぞれの地域において障害児への理解を深め、障害児

への自立支援について地域住民や公私の社会福祉関係者が互いに協力して課題の解決に取り組

むことができるよう、地域福祉計画の内容を推進していきます。 

・ 

● 

・ 
関連する個別計画 

 江南市障害者計画（H30～H38） 

 第５期江南市障害福祉計画（H30～H32） 

 江南市子ども・子育て支援事業計画（H27～H31） 

 江南市地域福祉計画（H30～H35） 

 個別目標③：障害児が療育支援や発達支援を受け、社会的に自立することができている 
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食生活の乱れ、身体活動・運動の機会の減少、ストレスの増加等に伴い生活習慣病が増加し、疾

病予防や疾病にかかった後の生活管理など健康維持に対する関心が高まっています。 

江南市においても、がん、循環器病、糖尿病等の生活習慣病を要因とした死因が上位を占めてい

ます。その一因として、健康診査や各種がん検診の受診率の低さがあり、疾病予防、健康維持に対

する体制づくりが課題となっています。 

このようなことから、年代を問わず、健康で生き生きと生活するために、市民一人ひとりが健康

への高い意識をもつとともに、健康づくりに取り組みやすい環境を整えることが求められています。 

■江南市のがん部位別死亡割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱５ 誰もが活躍できる健康な生活の確保 

― 健康づくり ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

日ごろから正しい食生活や運動などを心がけるとともに、生涯を通じて市民が自発的に健康づくりを

行っている。健康診査を定期的に受診し、疾病の予防・早期発見に取り組むという意識が定着し、各地

域で健康づくりの取り組み等が行われている。 

その結果、寝たきりや生活習慣病になる人が少なくなり、市民は長く健康を保持し安心して暮らして

いる。 

地域の健康意識を向上させるための啓発やボランティアの育成、活動支援を行う。 

また、健康づくりが身近な場所でできるように地域・学校・職場が一体となった健康づくりのための

環境を整える。 

感染症を予防するために、予防接種の接種率の向上を図る。 

妊婦・乳幼児の健康保持のために、妊婦・乳幼児健診の充実を図る。また、他課と連携して子育て不

安の解消、虐待予防等を行う。 

行政の使命 

 

がん部位別死亡割合＝がん部位別死亡者数÷年間のがん死亡者数×100（男女別） 

資料:愛知県衛生年報 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

健康づくりに取り組んでい

る市民の割合 
％ 

69.1 

（H29） 
80.0 81.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

肺がん検診精密検査受診率 ％ 
70.7 

（H27） 
79.0 83.2  

肺がんの早期発見につながる受診行動を測定するも

の。 

精密検査受診者／精密検査対象者 

大腸がん検診精密検査受診

率 
％ 

68.8 

（H27） 
70.3 71.1 

大腸がんの早期発見につながる受診行動を測定するも

の。 

精密検査受診者／精密検査対象者 

こうなん健康マイレージ優

待カード交換者数 
人 

269 

（H28） 
690 720 市民の自発的な健康づくり行動を測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

健康の増進・保持 市民が自発的に健康づくりに取り組

み、健康を保持することができるよ

う、生活習慣病予防、食生活改善、口

腔衛生などを推進する。 

・健康管理事業 

・健康推進事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

予防接種（高齢者のインフル

エンザ）接種率 
％ 

57.7 

（H27） 
60.0 67.0 

高齢者のインフルエンザの発生及びまん延の予防状況

を測定するもの。 

予防接種（高齢者用肺炎球

菌）接種率 
％ 

47.9 

（H27） 
50.0 55.0 

高齢者の肺炎球菌の発生及びまん延の予防状況を測定

するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

感染症予防 市民が感染症のまん延を防ぐために

予防接種を実施する。 

・予防接種事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

乳児家庭全戸訪問の実施率 ％ 
94.7 

（H27） 

 
 

子育て支援の実施状況を生後４か月未満の乳児のいる

家庭の訪問実施率で測定するもの。 
 

 全体目標：自ら健康づくりに取り組み、健康に暮らしている 

 個別目標①：自らが疾病予防に取り組んでいる 

成果目標 

 個別目標②：必要な予防接種を受け、感染症にかかることなく健康を維持している 

 個別目標③：母子が健康保持に積極的に取り組み、母子ともに健康に暮らしている 
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●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

母子保健 子育ての情報提供、乳児及び保護者の

心身の状況及び養育環境の把握、養育

についての助言、援助を行うため乳児

家庭全戸訪問事業を実施する。疾病の

早期発見、保護者の育児不安の解消等

のため乳幼児健診を実施する。 

・母子健康管理事業  

・母子保健事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

かかりつけ医をもっている

市民の割合 
％ 

70.4 

（H29） 

 
 市民満足度調査により測定。 

病院等の医療体制が整い、安

心して暮らしていると感じ

る市民の割合 

％ 
69.1 

（H29） 
71.0 72.0 市民満足度調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

医療体制の整備 医療機関へ補助金を交付する。市民

が安心して医療が受けられるよう情

報提供する。 

・休日急病診療所管理運営事業 

・地域医療推進支援事業 

・江南厚生病院建設費補助事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●健康推進事業 

・地域、学校、企業などでの健康に関する教室の開催、知識普及等を行い、健康づくりへの取り組

みを推進しています。 

●予防接種事業 

・医療機関と連携し、広域的に予防接種が受けやすい環境づくりへの取り組みを推進しています。 

●母子保健事業 

・乳児家庭全戸訪問の実施や民生児童委員などの地域による見守りにより、虐待の予防や早期発見、

子育て支援に取り組んでいます。 

●地域医療推進支援事業 

・適切な医療が受けられるよう、医療機関の情報提供をしています。 

・ 

● 

・ 

市民協働の推進に向けて 

●市民主体の健康づくりの推進 

・市民主体の健康づくりを推進していきます。 

●地域における母子保健の推進 

・医療機関など関係機関との連携を取り、母子保健の切れ目のない支援を行っていきます。 

関連する個別計画 

 第２次健康日本21こうなん計画（H25～H34） 

 個別目標④：市民が安心して医療を受けている 
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高齢化が急速に進み、老後の生活に対する不安、経済的不安、健康への不安等が増大しています。 

江南市においても、国民健康保険及び後期高齢者医療の被保険者の高齢化や医療の高度化により

医療費が増えるなど、社会保障費は増加傾向にあります。 

一方、特定健康診査及び特定保健指導の受診率は低く、市民の健康意識を高め、自らが疾病予防

に取り組むことが課題となっています。 

このようなことから、自発的な健康管理により社会保障費を抑制し、もしもの場合にも、最低限

の生活が保障され、安定した生活を送れるよう、保険年金制度の健全な運営が求められています。 

■国民健康保険被保険者1人当たり年間医療費費用額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱６ 保険年金制度の健全な運営 

― 保険年金 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

市民自らの健康意識が定着し、保険年金制度が健全に運営されている。 

その結果、もしもの場合に最低限の生活が保障されることにより、生活の不安が軽減され、安心して

暮らしている。 

健康への自覚を促すため、医療保険の加入者に対し、健康診査、保健指導を推進し、国民健康保険制

度の健全な運営を図る。また、国民年金事務を円滑に進める。 

行政の使命 

 

資料：保険年金課 

276,005

287,723

302,344

311,144

318,591

260,000

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

（円）
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

保険年金制度により安心し

て暮らしていると感じる市

民の割合 

％ 
58.8 

（H28） 
65.0 70.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

特定健康診査受診率 ％ 
44.8 

（H28） 
60.0 60.0 特定健診受診者数/40歳以上被保険者数 

後発医薬品の使用割合 ％ 
70.6 

（H28） 
80.0 80.0 

国保被保険者の処方医薬品数量のうち 

後発品数量/（代替可能先発品数量＋後発品数量） 

後期高齢者健康診査受診率 ％ 
51.0 

（H28） 

  
健康診査受診者数/後期高齢者医療被保険者数 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

医療保険の健全運営 被保険者が安心して健康な生活を送

ることができるよう、健康診査、保健

指導、福祉医療費助成等を実施すると

ともに、医療保険制度の健全な運営を

図る。 

・保険推進事業 

・特定健康診査・特定保健指導事業 

・保健事業 

・福祉医療費助成事業 

・子ども医療費助成事業 

・後期高齢者医療支援事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

国民年金保険料納付率 ％ 
70.0 

（H27） 

 
 （収納月数＋前納月数）/収納対象月数 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

国民年金制度の理解促

進 

国民年金制度加入対象者が安心して

暮らすことができるよう、国民年金

制度に関する広報、相談、届出、保

険料等に関する事務を行う。 

・年金保険料納付事業 

・年金相談事業 

 

 

 

 

 

 

 全体目標：保険年金制度が健全に運営され、もしもの場合の生活の不安が軽減され、安心して暮
らしている 

 個別目標①：被保険者の健康意識が向上し、医療保険制度の健全運営により市民が安心して暮ら
している 

成果目標 

 個別目標②：国民年金制度への理解が深まり、届出や保険料の納付が適正に行われている 

関連する個別計画 

 第３期江南市国民健康保険特定健康診査等実施計画（H30～H35） 

 第２期江南市国民健康保険データヘルス計画（H30～H35） 



第Ⅲ部 基本計画 

125 

 

 

 

 

 

かつて、高度経済成長期には経済状況は「右肩上がり」でしたが、バブル崩壊やグローバル化等

の影響を受けて、労働環境が変化し、賃金の低い非正規雇用労働者の割合が増加しました。世帯の

平均所得も長期的に低迷し、所得格差の広がりや、生活困窮者の増加、貧困の世代間連鎖や子ども

の貧困が問題となっています。また、少子高齢化や核家族化の進展により、家庭や地域といった身

近なセーフティネットが十分に機能せず、既存の地域コミュニティの支え合う仕組みの維持が困難

となっています。 

江南市においては、リーマンショック以降の数年間、生活保護世帯は、稼動年齢層に当たる「そ

の他世帯」が増加しました。最近では、「高齢者世帯」の増加傾向が顕著となっていますが、生活

保護世帯を支援するケースワーカーの数が不足しています。また、福祉団体の活動については、福

祉ボランティア、各関係団体等の運営基盤が弱く、ネットワーク化があまり進んでいない状況にあ

ります。 

このようなことから、就労可能な方については、就労意欲を喚起するための早期に必要な支援を

行い、高齢者については、日常生活において自立した生活を送り、社会的孤立を防止する支援が求

められています。また、生活保護に至る前の段階での支援を必要とする生活困窮者のためには、自

立支援の充実も求められています。それとともに、地域福祉活動を活発にするための活動の担い手

の育成や地域活動の場、活躍の機会づくりが求められています。 

■世帯類型別保護世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

■福祉ボランティア団体数及び福祉ボランティア数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

柱７ 地域で支え合う生活支援のための体制の確保 

― 生活支援・福祉活動 ― 

現状と課題 

  

資料：福祉課 

131

205

280

16

15

19

91

63

36

82

67

60

24

61

53

344

411

448
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団体数 福祉ボランティア数
資料：江南市福祉協議会 



第６次江南市総合計画 

126 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

必要なときに地域で支え合

う体制が整っていると感じ

る市民の割合 

％ 
27.5 

（H29） 
30.0 35.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

保護の廃止世帯数 

（死亡を除く） 
件 

28 

(H28) 
30 35 生活保護世帯が自立した件数を測るもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

被災者及び生活困窮者

等への自立支援 

生活に困窮する方に対し、困窮の程度

に応じて、最低限度の生活を保障する

とともに、自立助長を促す。 

・生活保護事業 

・被保護者就労支援事業 

・生活困窮者自立相談支援事業 

・生活困窮者住居確保給付金給付事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

生活保護世帯の高校進学率 ％ 
100.0 

(H28) 
100.0 100.0 子どもの貧困の防止を測るもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

生活保護世帯の生徒へ

の学習支援 

貧困リスクの高い「中卒者」を減ら

すため、高校進学のための支援を行

う。 

・（予定）子どもの学習支援事業 

 

１０年後のすがた 

生活保護受給者や生活困窮者等に対する自立への支援が行われている。また、福祉関係のボランティ

ア団体、ＮＰＯ、コミュニティビジネスを行う企業及び行政の間でネットワーク化が進み、機能的に協

働するシステムが整備され、子どもの貧困対策、子育てや介護等に対する支援が地域全体で効果的に実

施されている。 

その結果、生活困窮者、子ども達、子育て中の市民や高齢者等の誰もが地域で安心して暮らしている。 

生活保護受給者や生活困窮者等の自立を支援する。また、既存の制度・機関のみでは対応が困難な課

題を地域全体で解決できる仕組みを作る。福祉活動を支援し、活動の担い手となる人材を育成する。 

行政の使命 

 

 全体目標：行政と社会福祉団体や民生委員が有機的に連携し、生活困窮者等の支援を行っている 

 個別目標①：被災者や生活困窮者等が支援を受け、自立している 

成果目標 

 個別目標②：生活保護世帯の生徒が学習支援を受け、確実に高校に進学している 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

社会福祉関係の団体数、参加

人数 

団体 

人 

16 

197 

（H27） 

18 

250 

20 

300 

赤十字奉仕団、更生保護女性会及び市社会福祉協議会

ボランティア団体がどの程度活動しているかを団体数

と参加者数で測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

社会福祉関係団体等へ

の育成支援 

社会福祉関係団体や障害者団体に携

わる人材を育成し、地域活動の場、活

躍の機会づくりを提供する。 

・社会福祉関係団体育成事業 

・障害者団体育成事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

民生委員が相談を受け、支援

した件数 
件 

2,447 

(H28) 
2,600 2,700 

民生委員の相談支援活動により、地域福祉の向上への

効果を測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

民生委員活動等による

生活支援 

社会福祉の充実を図るため、民生委

員の活動を支援する。 

・民生委員事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●生活困窮者に対する支援と自立助長の推進 

・行政のみでの対応や解決が困難な問題に対して、民生委員や病院、地域包括支援センター等の関

係機関がお互いに補完し合い、地域全体で共有し、解決できるよう取り組んでいきます。 

●社会福祉団体の活動の推進 

・社会福祉関係団体や障害者団体に携わる人材の担い手が不足している中で、各団体の果たす役割

や重要性を積極的に発信し、認知や理解を深めていきます。 

●民生委員活動の推進 

・様々な問題を抱えた地域住民に対して、民生委員が窓口となり、行政や公私の社会福祉関係者と

協力、連携して地域社会の福祉課題の解決に取り組んでいきます。 

 個別目標③：社会福祉関係団体等が地域の福祉活動を積極的に行っている 

 個別目標④：生活困窮者や高齢者等は、民生委員等の支援を受け、問題を解決し、安定した生活
をしている 
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Ⅴ 行政分野 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 市民相談・窓口サービスの充実【市民生活】 

市民が日常生活に困ることなく便利に暮らしている 

柱２ 男女共同参画社会の形成【男女共同参画】 

男女が意欲に応じて、あらゆる分野で活躍できる男女共同参画社会が形成されている 

柱３ 地域協働の推進【市民協働】 

地域全体で将来の目標を共有し、協働で取り組むことにより、地域の価値が向上している 

柱４ 総合的な政策の推進と職員の人材育成【政策・人事】 

実効性のある政策を立案し、限られた経営資源を選択・集中することで、市民の満足度が向上している 

柱５ 計画的な行政経営の推進【行政経営】 

限られた資源の選択と集中により、市民満足度の高い行財政運営が行われている 

柱６ 公平かつ適正な課税・収納【課税・収納】 

市民は納税意識が高く、税負担が公平かつ適正であると感じている 

柱７ 適正かつ効率的な事務による開かれた行政【行政事務管理】 

適正な事務管理及び資産の管理・運用により、市民は行政を信頼している 

柱８ より開かれた適切な議会運営への支援【議会運営への支援】 

より開かれた議会の実現とわかりやすく親しまれる議会運営が行われている 

 

江南市の改善して
ほしいところ 

市長だったら 
やってみたいこと 
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高齢化、高度情報通信社会・国際化の進展など、社会環境は大きく変化しており、日常生活にお

いて利便性が向上する一方、消費者の知識・経験不足につけ込む様々な悪質商法等の問題が発生し

ています。 

江南市においても、高齢者を中心とした消費者トラブルは増加傾向にあることや、県の消費生活

総合センターが広域性・専門性の高い相談案件を中心に取り扱っていることから、市に寄せられる、

より身近な日常生活における様々な相談案件の増加が見込まれます。多様化する市民相談への対応

のほか、住民窓口での迅速なサービスに努めています。 

このようなことから、市民が気軽に相談できる窓口体制の充実と、迅速かつ的確な窓口サービス

が求められています。 

■市民相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱１ 市民相談・窓口サービスの充実 

― 市民生活 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

行政による市民相談や窓口サービスが適切に提供され、市民は必要に応じて専門家による相談を気軽

に受けられている。 

その結果、市民は、円滑な窓口サービス、適切な相談を受けることができ、安心して暮らしている。 

様々な市民相談に対して適切に対応するとともに、弁護士や消費生活相談員等の専門家による、問題

解決に向けた相談体制を充実させ、市民の日常生活の安心を確保する。また、市民相談をはじめとした

窓口サービスを迅速かつ的確に提供する。 

行政の使命 

 

資料：市民サービス課 

1,694
1,529 1,503

1,435 1,387

0

500

1,000

1,500

2,000

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

（件）
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

迅速かつ適切に行政サービ

スを受けていると感じる市

民の割合 

％ 
22.1 

（H28） 
29.0 36.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

消費生活講座の受講者数 人 
491 

(H28) 
500 500 

消費生活講座を受け、知識を得ている状況を測定する

もの。 

消費生活相談の件数 件 
119 

(H28) 
300 300 

消費生活に関する悩みごとを解消するため、相談を受

けた状況を測定するもの。 

弁護士等の専門家による相

談の件数 
件 

644 

(H28) 
660 680 

様々な悩みごとを解消するため、弁護士等の専門家に

よる相談を受けた状況を測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

市民生活相談の充実・

知識の向上 

消費生活の問題や被害及び個人的な

悩みごとやトラブルを早期に解決す

るため、専門家による相談を実施す

る。また、消費生活に関する知識向上

のための啓発を実施する。 

・消費生活センター事業 

・消費生活事業 

・市民相談事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

正確で早くて便利な窓口サ

ービスを受けていると感じ

る市民の割合 

％ 
94.4 

(H28) 
95.0 96.0 窓口利用者アンケート調査により測定。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

窓口サービスの向上 戸籍の届出や住民異動届の内容を正

確に入力し、戸籍の事項証明や住民

票等の各種証明書を交付する。 

また、市民の申請によりマイナンバ

ーカードを交付する。 

・戸籍事務事業 

・住民基本台帳事業 

 

 

 

 

 

 

 

 全体目標：市民が日常生活に困ることなく便利に暮らしている 

 個別目標①：専門家による相談を受け、市民が安心して暮らしている 

成果目標 

 個別目標②：戸籍等が正確に記録・管理され、市民は窓口サービスを迅速に受けている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●消費生活啓発事業 

・消費者団体や愛知江南短期大学等の協力により、消費生活に関する啓発を行っています。 
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男女がともに支え合い、あらゆる場面において個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会

の形成に向けて、国では、男女共同参画社会基本法に基づき、平成27年度に第４次男女共同参画基

本計画が策定されるとともに、女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画の策定を事

業主に義務づける女性活躍推進法が成立し、女性の働き方やライフスタイルの変化などについて、

世代を越えた男女の理解の下、それらを解決する取り組みが促進されています。 

江南市においても、「男女共同参画都市」を宣言し、第２次こうなん男女共同参画プランに基づ

き、男女が互いに個人としての尊厳を重んじ、生き生きと充実した人生を送ることができる社会の

形成を促すため、様々な男女共同参画に関するセミナーの開催や、女性の社会参画の拡大に向けた

積極的な働きかけなど、男女共同参画社会の形成に向けた取り組みを実施しています。しかし、女

性の社会参画の拡大に関する様々な指標においては、江南市も十分な水準ではありません。 

このようなことから、今後も男女共同参画社会の形成に向けた支援や啓発活動について、様々な

場面や方法で展開していき、より多くの市民に男女共同参画社会の周知・啓発を行っていくことが

求められています。 

■男女共同参画事業の参加者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱２ 男女共同参画社会の形成 

― 男女共同参画 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

男女共同参画が広く浸透するように、様々なメディアを活用した啓発活動や講座・イベントが開催さ

れ、市民に男女共同参画の理念が浸透している。 

その結果、男女が互いを尊重し合う気持ちが育まれる環境が整った社会が形成されている。 

「江南市男女共同参画都市宣言」の理念の下、市民、地域、事業者、行政との協働により、男女共同

参画社会の形成の促進のため、講座や啓発活動等を継続的に実施する。 

行政の使命 

 

資料：生涯学習課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

男性も女性も、意欲に応じ

て、あらゆる分野(家庭、地

域、職場)で活躍できている

と感じる市民の割合 

％ 
31.4 

(H29) 
35.0 40.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

男女共同参画に関するセミ

ナー等への参加割合 
％ 

93.9 

（H28） 
95.0 95.0 

男女共同参画に対する理解を深めようとする市民の状

況を測定するもの。 

参加人数/募集人数 

審議会等における女性委員

の登用率 
％ 

22.4 

（H28） 
35.0 37.0 

男女共同参画の視点を市の施策の各分野に反映させる

ための女性参画の拡大を測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

男女共同参画社会の形

成 

男女共同参画を推進するため、啓発活

動及び学習活動を推進する。 

・男女共同参画推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全体目標：男女が意欲に応じて、あらゆる分野で活躍できる男女共同参画社会が形成されている 

 個別目標①：男女共同参画の理念が広く浸透し、男女が社会参画において対等なパートナーとし
て、ともにその責任を分かち合っている 

成果目標 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●男女共同参画推進事業 

・市民選出の江南市男女共同参画市民フェスタ実行委員会と協働し、フェスタを開催しています。 

関連する個別計画 

 第２次江南市男女共同参画基本計画「こうなん男女共同参画プラン」（H24～H33） 
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社会経済の成熟に伴い、人々の価値観は物の豊かさより心の豊かさ、生活の利便性に加え快適性、

さらには個性を重視する方向に変化してきており、このような価値観が多様化する社会にあっては、

地域課題や市民ニーズも多様化・複雑化しています。 

江南市においても、地域課題や市民ニーズが多様化・複雑化しており、行政だけでは的確に対応

することが難しくなっています。一方、市民の社会への貢献意識や参加意識は高まってきており、

市民がまちづくりに参加したり、行政と協働で地域社会づくりを進めたりするなど、新たな住民自

治を求める動きが起きています。 

今後は、きめ細かく組織されている自治会を中心に、新たなまちづくりの担い手であるボランテ

ィア、ＮＰＯ、地域企業等により、市民や地域の抱える課題を、その構成員が協力し合って地域の

中で解決する仕組みを構築していく必要があります。 

■地域コミュニティ団体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱３ 地域協働の推進 

― 市民協働 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

市民（個人・家庭）、自治会、市民団体、企業、教育・研究機関、行政等が、強固な信頼関係の下、

市の将来像や目標を共有するとともに、それぞれの得意な分野で力を発揮し、連携・分担・協働により

課題解決を図りながら、その実現に向けて協力し合っている。 

その結果、地域課題や市民ニーズに対して、地域の様々な主体によってきめ細かく対応がされ、地域

全体で地域の価値が高められている。 

資料：地方創生推進課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

まちづくりの活動に参加し

ている人の割合 
％ 

33.2 

（H29） 
37.0 39.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

地域コミュニティの団体数 団体 
502 

(H28) 
586 606 

地域協働の担い手となる地域コミュニティの団体数を

測定するもの。 

※区・町内会、NPO・ボランティア団体、消防団、PTA、 

地域安全パトロール隊、老人クラブ、子ども会 

（市加入） 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

地域協働の促進 まちづくりに関する情報の提供、人材

育成、まちづくり組織間のコーディネ

ート等により、まちづくりの担い手で

ある市民等が参加しやすい環境づく

りを行います。 

・市民活動推進事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

ホームページのアクセス件

数 
件 

806,248 

(H28) 
998,000 1,180,000 

市民がホームページから情報を得ているかを測定す

る。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

地域の魅力の発掘・発

信 

市民生活に必要な情報等を効果的に

速やかに、かつ正確に提供するとと

もに、地域の魅力を広く発信する。 

・広報紙発行事業 

・シティプロモーション事業 

・ホームページ運営事業 

 

協働型社会への転換を図るため、市民が地域づくりの主役となる仕組みを構築する。またそのために、

ボランティア団体等のネットワーク化を図るとともに、市民活動の拠点や情報交換の場所を整備する。 

自覚と責任をもった住民自治を確立するため、地域社会の発展に貢献できる人材の育成を支援する。 

審議会等、住民説明会やパブリックコメントなど市民が自らの意思を表明する機会を充実させる。 

従来からある広報紙やホームページに、ソーシャルメディアを加えた、様々な情報媒体のそれぞれの

特徴を活かして、市民ニーズの把握や情報提供を行う。 

行政の使命 

 

 全体目標：地域全体で将来の目標を共有し、協働で取り組むことにより、地域の価値が向上している 

 個別目標①：市民が地域社会の担い手になっている 

成果目標 

 個別目標②：市民と行政とが情報を共有し、市の魅力を市内外に広く発信している 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●市民活動推進事業 

・道路、公園等の清掃美化をボランティアが担う制度（アダプト制度）を導入しています。 

●地域団体支援事業 

・広報こうなん、回覧文書等の配布を、区・町内会と協働して実施しています。 

市民協働の推進に向けて 

●地域コミュニティの維持・活性化 

・先進事例を参考に、地域コミュニティの維持・活性化に向けた取り組みを行います。 

●ＮＰＯ・ボランティア団体、自治会等の支援 

・中間支援団体による、ＮＰＯ・ボランティア団体等の支援体制を構築します。 

●市民による市の魅力再発見 

・インターネットを活用し、市民からの市の魅力の発見・発掘の情報を集約し、地域の魅力を広く

発信します。 
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人々の意識や価値観は、単に経済的な豊かさや生活利便性を求める姿勢から、より主体的で個性

的な生き方を通し、生活の質を向上させようとする方向へ移行しており、世代、性別、国籍など、

多様化した価値観に基づいた生き方が可能となる地域社会の実現が求められています。また、地方

分権の進展に伴い、これらの社会ニーズに対して、地方自治体は自らの創意工夫により政策を立案

し対応していくことが求められるなど、その果たすべき役割はますます大きくなっています。 

江南市においても、限られた経営資源の中で、複雑化・多様化・専門化する市民の行政へのニー

ズに迅速かつ的確に対応するなど、市民満足度の向上を目指した政策を推進しています。 

今後は、市の将来を見据えた政策を推進するため、実効性のある総合的な政策を立案し、市の政

策課題に対応することが求められています。また、職員一人ひとりが能力を最大限に発揮でき、生

き生きと活躍できる風通しの良い職場環境の下、市民から信頼される職員を育成することが求めら

れています。 

■江南市戦略計画に掲げられた全体目標の平均達成率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市民意向調査における満足度の平均値の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱４ 総合的な政策の推進と職員の人材育成 

― 政策・人事 ― 

現状と課題 

  

115.3 
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資料：秘書政策課 
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※行政の各施策に対する市民満足度を点数化した値の平均値（最高：2.00点、最低：-2.00点） 

資料：秘書政策課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

基本計画に掲げられた全体

目標の平均達成率 
％ － 100.0 100.0 

第６次江南市総合計画の基本計画に掲げられた全体

目標がどの程度達成されたかを測定するもの。 

市民意向(満足度)調査での市

民満足度の平均値 
点 

0.00 

(H28) 
0.10 0.30 

行政の各施策に対する市民意向（満足度）を市民満

足度の平均値で測定するもの。 

（最高：2.00点、最低：-2.00点） 

市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

基本計画に掲げられた個別

目標の平均達成率 
％ － 100.0 100.0 

第６次江南市総合計画の基本計画に掲げられた個別目

標がどの程度達成されたかを測定するもの。 

政策会議に付議した案件数 件 
33 

(H28) 

 

 

幹部会議（政策会議）で審議し、実効性のある政策立

案を行うことで、市の懸案事項、特命事項に対応した

かを測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

中長期的な政策立案の

推進 

豊かな地域社会の将来を築くため、総

合的な施策の企画、立案、調整等を行

う。 

・政策決定支援事業 

 

１０年後のすがた 

行政の各組織が明確な目標をもち、市の将来を見据えた実効性のある総合的な政策を推進し、市の政

策課題に対応している。また、行政の施策を実施する一人ひとりの職員が高い意識をもち、市民ニーズ

に的確に対応している。 

その結果、限られた経営資源の中で最大の成果が実現され、市民の満足度が向上している。 

中長期的な視点に立った政策を立案し、市の政策課題に迅速に対応することで、市民満足度を向上さ

せる。 

経営能力とリーダーシップを兼ね備えた人材を育成するとともに、職員一人ひとりが職務に専念でき

る風通しの良い職場環境づくりを行うことで、市民サービスの質を向上させる。 

行政の使命 

 

 全体目標：実効性のある政策を立案し、限られた経営資源を選択・集中することで、市民の満足
度が向上している 

 個別目標①：限られた経営資源で政策を実現し、市民ニーズに応えている 

成果目標 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

政策形成とマネジメント能

力をもった職員を育てる研

修等を受講し、有益と感じる

職員の割合 

％ 
93.8 

(H28) 
95.0 97.0 

政策形成とマネジメント能力をもった職員を育てる研

修等を受講後、職務や自己研鑽に活かしているかを、

事後アンケート調査で測定するもの。 

職務や自己研鑽に活かしている職員数／受講職員数 

現在の職務に適正があると

人事評価された職員の割合 
％ 

95.1 

(H28) 
99.0 100.0 

職員のもつ能力を職務に活かすため、適材適所の人事

異動がなされているかを人事評価で測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

職員の人材育成と適正

な人事管理 

職員がより高度な職務に対応でき、

組織として成果達成に向けて、事務

を適切かつ効率的に実施するため、

職員研修の充実を図るとともに、人

事及び人員管理を行う。 

・人材育成事業 

・人事管理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別目標②：職員自ら資質の向上を図り、政策形成とマネジメント能力をもった職員が育っている 

市民協働のモデル 

市民協働事業 

●接遇に関するアンケートの実施 

・窓口の接遇に関するアンケートを実施します。 

●市民協働体制での総合計画の進捗管理 

・市民・団体・企業が参加し、協働により総合計画の見直しや進捗管理を行っていきます。 

関連する個別計画 

 江南市人口ビジョン（H27～H72） 

 江南市まち・ひと・しごと創生総合戦略（H27～H31） 

 江南市人材育成基本方針（H28～H30） 

 江南市特定事業主行動計画≪第２次≫（H27～H31） 

 江南市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（H28～H32） 

 職員研修計画（毎年度） 
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少子高齢化や本格的な人口減少社会の到来に加え、高度経済成長期に集中的に整備された社会資

本が一斉に更新時期を迎える中、老朽化した公共施設への対応が全国的な課題となっています。 

江南市においても、公共施設を含めた都市インフラの老朽化への対応や、市民ニーズの多様化に

より財政需要は高まる一方で、大幅な歳入の増加は見込めない状況にあります。このような厳しい

財政状況の中、持続可能な財政基盤の確保に努め、経費削減と市民サービスの質の向上を目的に行

政改革に取り組み、業務をより効率的・効果的なものに改善し、計画的な行政経営を推進していま

す。 

今後、人口減少による歳入の減少が見込まれる中、効率的かつ効果的に事業を実施し、市民サー

ビスの維持・向上を図るとともに、市が保有する公共施設の適正な配置が求められています。 

■実質公債費比率（H25～27の3か年平均）の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■財政力指数（H25～27の3か年平均）の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱５ 計画的な行政経営の推進 

― 行政経営 ― 

現状と課題 

  

7.4

6.2

4.2

6.3

4.2 

0.0 

4.8

0.7
1.1

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

全国平均 県平均 江南市 春日井市 犬山市 小牧市 岩倉市 大口町 扶桑町

（%）

0.50

0.93

0.81

0.97
0.91 

1.15

0.80

1.17

0.84

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

全国平均 県平均 江南市 春日井市 犬山市 小牧市 岩倉市 大口町 扶桑町

（%）

資料：行政経営課 

資料：行政経営課 
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■公共建築物の経過年数別保有量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

効率的な行財政運営を行っ

ていると感じている市民の

割合 

％ 
13.6 

（H29） 
19.0 23.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

（仮称）江南市第八次行政改

革大綱の進捗状況 
％ ― 

 

 ― 

（仮称）江南市第八次行政改革大綱（計画期間 平成

30年度～未定）に掲げた取り組みのうち目標が達成さ

れたかどうかを測定するもの。 
 

１０年後のすがた 

継続的に業務改善を実施するとともに、限られた経営資源を活用した行政運営を行っている。 

その結果、持続可能な財政基盤が確保された中、最少の経費で最大の成果が実現され、市民が行政を

信頼している。 

次世代へとつながる将来を見据え、限られた経営資源を有効に活用し、効率的かつ透明性の高い財政

運営を行う。 

行財政運営における課題を的確に捉え、実行性のある行政改革に取り組むことで経費削減や市民サー

ビスの質の向上を図る。 

行政の使命 

 

 全体目標：限られた資源の選択と集中により、市民満足度の高い行財政運営が行われている 

 個別目標①：行政改革により、行政の簡素化・効率化が図られている 

成果目標 

50年以上, 9%

40年以上50年

未満, 43%30年以上40年

未満, 24%

20年以上30年

未満, 15%

10年以上20年

未満, 6%

10年未満, 3%

資料：秘書政策課 
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●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

効率的・計画的な行政

経営の推進 

効率的で市民満足度の高い行政経営

を行うため、市民サービスの質の向上

や経費削減、歳入の確保に努める行政

改革を推進する。 

・行政改革推進事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

経常収支比率 

（単年度） 
％ 

83.8 

（H27） 
82.0 80.0 

市税などの経常的に収入される一般財源に対して、経

常的な経費に充てた一般財源の割合を表す指標。この

割合が高いほど財政構造に弾力性を失いつつある状態

で、75％程度が適当であるといわれている。 

実質公債費比率 

（前3年度平均） 
％ 

4.2 

（H27） 
5.8 7.0 

財政の健全化を判断する指標の1つで、標準的な規模

の収入に対して、借入金の返済額とこれに準ずるもの

（公営企業債返済の繰出金など）を加えた実質的な公

債費の割合を表す。18％以上で地方債の許可の制限を

受ける。 

財政力指数 

（単年度） 
― 

0.82 

(H28) 
0.83 0.84 

地方自治体の財政力を示す指数で、標準的な行政運営

に必要な一般財源を、市税などの収入でどの程度まか

なえるかを表す。この指数が高いほど、財源に余裕が

あるといえる。なお、1 を超える団体は、普通交付税

の交付を受けない。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

計画的で健全な財政運

営の推進 

将来にわたり持続可能な財政の健全

性を維持するため、社会経済情勢や

市民ニーズの変化を的確に把握し、

歳入と歳出のバランスのとれた財政

運営を行う。 

・予算編成事業 

・起債事業 

・地方公会計推進事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

公共建築物の更新費用の財

源不足額が解消された割合 
％ 

0.0 

(H28) 
  

  施設の配置適正化などを図ることにより、財政負担を

軽減できているかを測定するもの。 

縮減された更新費用など／財源不足額 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

公共施設の最適な利用

及び配置 

公共施設を次世代に適切に受け継い

でいくため、総合的かつ計画的な維持

管理、更新などの基本的な方針を定め

るとともに、施設の利用及び配置の適

正化を図る。 

・公共施設整備事業基金管理事業 

・（予定）公共施設マネジメント推進

事業 

 

 個別目標②：計画的で健全な財政運営が行われている 

 個別目標③：公共施設の最適な利用及び配置が図られている 
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市民協働のモデル 

市民協働事業 

●行政改革推進事業 

・市民・団体・議員が参加し、協働で行政改革大綱の策定及び進捗状況について審議しています。 

市民協働の推進に向けて 

●財政に関する情報の公開 

・予算や決算などに関する財政情報を広く市民に提供しています。 

関連する個別計画 

 （仮称）江南市第八次行政改革大綱（H30～未定） 

 江南市公共施設等総合管理計画（H28～H67） 

 江南市公共施設再配置計画（H30～H67（予定）） 
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税制の違いや安い人的資本等を求めて、企業や個人がグローバルに展開する中、行政は社会保障

の安定財源を確保するとともに、地域の経済成長や雇用確保にも応えていかなければなりません。 

江南市においても、少子高齢化と人口減少により、税収の減少が見込まれる一方で、高齢者や子

育て世代に対する支援など社会保障費は増加傾向にあり、税収の確保がいっそう重要なものとなっ

ています。 

そうした中で、課税客体の正確な把握や不均一課税等による税収確保に努め、公平かつ適正な課

税を行うとともに、税の目的や仕組みをわかりやすく説明し、市民が理解し、納得して納税できる

ようにすることが求められています。また、安心で確実な口座振替や、コンビニエンスストアでの

納税をはじめとした様々な納税手段・機会を拡大するとともに、滞納に対する収納の強化等により、

公平性が確保された適正な収納管理が求められています。 

■収納率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■口座振替加入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱６ 公平かつ適正な課税・収納 

― 課税・収納 ― 

現状と課題 

  

98.2 98.2

98.4

98.7

98.9

97.8

98.0

98.2

98.4

98.6

98.8

99.0

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

（％）

37.5

37.9

37.8 37.8

37.9

37.3

37.4

37.5

37.6

37.7

37.8

37.9

38.0

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

（％）

資料：収納課 

資料：収納課 
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■コンビニ収納件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

税が公平かつ適正に課税・収

納されていると感じている

市民の割合 

％ 
10.0 

（H28） 
20.0 30.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

賦課誤りによる更正・決定の

件数 
件 

6 

(H28) 
 

 適正に課税されているかを、賦課誤りの更正減の件数

で測定するもの。 

未申告者等に対する更正・決

定の件数 
件 

201 

(H28) 
220 240 

公平に課税されているかを、税務調査による更正増の

件数で測定するもの。 
 

１０年後のすがた 

税の目的や仕組みがわかりやすく説明され、公平かつ適正な課税・収納が行われている。また、納税

者に対して様々な納税手段・機会が用意されている。 

その結果、市民の納税意識が高まり、税負担に対して公平かつ適正であると感じ、ニーズに合った納

税方法が選べる環境の中、納税の義務を果たしている。 

 

高度な専門知識や実務に精通した職員を育成し、公平かつ適正な課税・収納事務を行う。 

また、納税手段・機会の拡大や納税相談を充実させるとともに、財産調査の効率化を図り、滞納に対

する収納を強化することで、収納率の向上を図る。 

行政の使命 

 

 全体目標：市民は納税意識が高く、税負担が公平かつ適正であると感じている 

 個別目標①：市民は、公平かつ適正に課税されていると感じている 

成果目標 

26,839

43,777

38,681

38,914

40,708
41,549

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

（件）

資料：収納課 
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●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

公平かつ適正な賦課 市民に対し税制をわかりやすく広

報・周知するとともに、課税客体の的

確な把握に努め、公平かつ適正な課税

を行う。また、課税に関する各種証明

書の発行を行う。 

・個人賦課事業 

・償却資産賦課事業 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

収納率 

（市税現年度課税分） 
％ 

98.9 

（H27） 
 

 
市税収納額/市税調定額 

口座振替加入率 ％ 
37.9 

（H28） 
38.0 38.5 口座振替加入者数/納税者数 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

市税等収納管理の充実 納税の公平性と確実な税収を確保す

るため、納税手段・機会の拡大を図

るとともに、適正な収納処理及び滞

納に対する収納を実施する。 

・滞納処分事業 

・納税推進事業 

 個別目標②：公平かつ適正な税負担を感じ、自主的に納税を行っている 
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地方分権改革により、条例等の制定や改正など、地方公共団体の法務事務は増加しています。ま

た、市民は、市民協働事業が推進されることで、地方自治に対する主権者意識が高まり、市政に対

して高い関心をもちつつあります。さらに、情報通信技術の進展により、電子自治体の充実に向け

た取り組みが進められる一方、個人情報保護に対する市民の不安も高まっています。 

江南市においては、複雑化する法務事務、文書事務への対応や情報公開に対する公文書等の適正

な管理が課題となっています。また、情報通信技術の進展により「いつでも、どこでも、誰でも」

簡単にネットワークにつながるようになり、行政においてもインターネット等を活用した住民サー

ビスの提供が必要となるとともに、情報化の推進による個人情報保護や情報セキュリティ対策が課

題となっています。 

今後は、政策法務等に関する専門知識をもった職員の育成、行政の透明性を高める情報公開、公

平かつ適正な事務を確実に執行することが求められています。また、情報システムの共通化やクラ

ウド化など、情報通信技術を活用した効率的で質の高い住民サービスを提供するとともに、個人情

報保護や情報セキュリティへのいっそうの安全対策が求められています。 

■情報公開開示請求件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱７ 適正かつ効率的な事務による開かれた行政 

― 行政事務管理 ― 

現状と課題 

  

１０年後のすがた 

個人情報保護の下、情報公開制度が適正に行われ、行政の透明性が確保されている。 

その結果、市民は行政を信頼し、市政に対する市民の関心もいっそう高まっている。また、ＩＣＴ（情

報通信技術）等を利活用し、正確な事務が円滑に執行されている。 

行政の透明性の確保と説明責任の遂行のため、情報公開を適正に行うとともに、情報セキュリティ対

策と個人情報保護の徹底を図る。また、市政への関心を高めるため選挙啓発を行う。 

金融情勢の変化を的確に把握し、公金の安全かつ有利な運用を図るとともに、適正な出納審査を行う。 

監査を継続的に実施することにより、行政運営が適正に執行されていることを担保する。 

行政の使命 
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資料：総務課 
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指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

行政の事務が、適正かつ効率

的に行われていると感じる

市民の割合 

％ 
25.7 

（H29） 
30.0 35.0 市民満足度調査により測定。 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

情報公開制度に基づく審査

請求件数 
件 

0 

（H28） 
0 0 情報の公開を円滑に進めていることを測定するもの。 

個人情報の漏洩件数 件 
0 

（H28） 
0 0 個人情報が安全に守られているかを測定するもの。 

ネットワーク停止時間 時間 
0 

（H28） 
0 0 市の業務が遅延なく遂行しているかを測定するもの。 

 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

適正な事務管理 行政の透明性を確保するため、情報公

開制度の普及と適正な事務を行うと

ともに、個人情報保護、情報セキュリ

ティ対策の徹底を図る。 

・情報公開審議会事業 

・個人情報保護審議会事業 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

普通財産に占める未利用地

の割合 
％ 

6.1 

（H28） 

 
 

資産が有効に活用されているかを測定するもの。 

未利用地面積／普通財産面積 

歳計現金の有利子運用の割

合 
％ 

6.1 

（H28） 
 

 歳計現金（市の歳入・歳出に属する現金）が安全かつ

有利に運用されているかを測定するもの。 

国債等の有利子運用額/6月末の歳計現金総額 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

資産の適正な管理運用 普通財産を有効に活用する。 ・市有財産管理事業 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

市長・市議会議員選挙投票率 ％ 
53.6 

（H27） 
57.0 60.0 

市政に関する市民の関心の高さを選挙投票率で測定す

るもの。 

決算審査における意見等指

摘件数 
件 

8 

（H27） 
 

 予算執行が適正に行われているかを監査委員の指摘件

数により測定するもの。 
 
●行政の取り組み   

基本施策 施策内容 主な事務事業 

行政委員会の適正な運

営 

選挙管理委員会、公平委員会、固定資

産評価審査委員会等、各種行政委員会

の運営を適正に行う。 

・選挙管理委員会事業 

・公平委員会事業 

・固定資産評価審査委員会事業 

 全体目標：適正な事務管理及び資産の管理・運用により、市民は行政を信頼している 

 個別目標①：確実な個人情報保護と、情報公開が適正に実施され、業務が遅延することなく透明
性の高い行政が行われている 

成果目標 

 個別目標②：資産が適正に管理・運用され、有効に活用されている 

 個別目標③：各種行政委員会の事務が適正に行われ、市民の信頼が得られている 
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地方分権改革の進展により、地方公共団体の自主性・自立性の確保が強く求められています。二

元代表制の下、地方議会の機能強化が求められている中、議会の果たすべき役割もこれまで以上に

重要となってきています。 

このような時代に対応するため、江南市議会においては、議会改革特別委員会が中心となって、

平成26年４月に施行された議会基本条例に基づき、議会の機能強化、議会運営の改善等について議

論が行われています。 

その成果として、本会議のライブ中継、市民と議会との意見交換会など様々な改革を行っていま

す。 

今後、議会は執行機関の監視機能や政策立案機能のいっそうの充実・強化と、より市民にわかり

やすい開かれた議会運営が求められています。 

このような議会に対する要請に的確に対応するため、議会活動を支える職員の資質の向上を図る

など、議会事務局のさらなる支援体制の充実が必要となっています。 

■議会映像中継アクセス件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱８ より開かれた適切な議会運営への支援 

― 議会運営への支援 ― 

現状と課題 

  

資料：議事課 
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■議会（本会議）の傍聴者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 基準値 
目標値 

説明 
H35 H39 

議会のようすが、広報やホー

ムページ等により、広く情報

発信されていると感じる市

民の割合 

％ 
49.0 

（H29） 
57.0 65.0 市民満足度調査により測定。 

 

 

１０年後のすがた 

議会事務局は、的確な議会運営への支援を行い、議会は議事機関としての機能を適切に果たし、市民

にわかりやすい開かれた活力ある議会運営を行っている。 

その結果、市民は、議会の審議等により、市の施策、事業の経過や進捗状況を把握でき、市政に関心

をもっている。 

議事機関としての議会の機能が適切に果たされるよう、議会や議員活動を支援する。 

研修や近隣自治体との情報交換を密にし、議会事務局職員の専門性を高め、議会からの要請等に、よ

り的確に対応できる支援体制の充実を図る。 

積極的に市民へ議会情報等を提供することなどにより、市民にわかりやすい開かれた議会運営への支

援をする。 

行政の使命 

 

 全体目標：より開かれた議会の実現とわかりやすく親しまれる議会運営が行われている 

成果目標 

資料：議事課 
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